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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

総括研究報告書 
大学等における効果的な安全教育プログラムに関する研究 

 
研究代表者 東京大学 環境安全本部 教授 大久保靖司   

研究要旨： 

  平成 25 年度は、①平成 24 年度に引き続き高等教育機関での安全教育の実態調査、

企業の聞き取り調査を行った。その結果、理系文系の学部の相違、大学院と学部の相

違を確認し、教育手法として実習などの工夫は行われているが、グループワークなど

思考力、論理力等を育成する手法の取り込みは多くないことを明らかにし、また好事

例の収集を行った。企業の聞き取り調査では、若年者の危険性への感性の低下は認め

られること、危険性への感受性を高めるのに体験型学習や Project Based Learning は

一定の効果があることを明らかにした。②在校生への安全教育として化学物質をテー

マにリスク認知を考慮した教育プログラムの試行を行った。結果として危険有害性の

評価はそれぞれの研究において得た知識が自らの中で整理体系化されることによっ

て、最終的に危険有害性を判断する普遍的指標に向かって揃ってくることが示された。

③専門教育における安全教育として農学部のフィールドに注目した実態の調査を行

い、卒後の進路選択範囲の大小によって、高等教育機関で取り扱われる安全教育の範

囲も総論的または各論的になること、またこの点は高等教育機関における有効な安全

教育プログラムを検討する上で、考慮すべきであることを指摘した。④欧米の大学に

おける安全教育の実態調査の結果、教育の主体はリスクアセスメントであることを踏

まえて日本の大学におけるリスクアセスメントの導入にあたっての課題を欧米と比較

しつつ課題点を整理した。⑤日本における大学の安全教育に関する文献調査と関係団

体の動向を調査し研究及び施策の方向性を検討した結果、日本における安全教育プロ

グラム開発の先行研究は殆ど無いことが明らかとなった。その一方で、安全教育資料

の共有化、共同開発、標準化の動きは実務レベルで進められてきていることが明らか

となった。⑥これらの調査結果を検討し、日本の大学等における安全教育のであるこ

とから大学等における学生の安全教育のためのガイドラインの草案を作成した。 

 
研究分担者 
 刈間 理介（東京大学 環境安全研究センター 准教授） 

 森  晃爾（産業医科大学 実務研修センター 教授） 

 福田 隆文（長岡技術科学大学 システム安全系 教授） 

 大島 義人（東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授） 

 
  



 4

Ａ.背景及び目的 

 安全に関する教育は、企業等の初期研

修に含まれ、また継続的に行われている。

このことは、労働安全衛生法第 59 条及び

第 60 条の２にも定められており事業者

がその義務として行っているものである。

しかし、安全な社会の形成とその背景に

ある安全文化が醸成されているとは言え

ない状況にある。 

 安全で安心な社会の形成のためには、

社会の基盤整備が必要であるが、加えて

社会の構成員各人によるリスクの認知、

リスクの適切な評価、リスクへの対応が

不可欠である。しかし、そのために必要

な能力の習得は国民に対して体系的には

行われていない。このことから、これら

の能力の習得、育成において基礎となる

べきものは、学校教育であると考えられ、

教育の中において広く安全への理解を深

めることが求められる。特に、人材育成

としての役割を持つ大学及び高等専門学

校等（以下、大学等）において安全に強

い人材の育成を図ることが安全で安心な

社会の形成のために必要となっている。 

 このことから、本研究では、①安全教

育効果のエビデンスの集積を行い大学等

における安全教育の実態を把握すること、

また安全教育における好事例を収集し、

公開することで大学における安全教育の

普及を図ること、②安全教育効果の評価

方法については、未だコンセンサスの得

られた方法はないことからの効果評価の

ための指標等の検討を行い、継続的に安

全教育の向上を図るための評価方法を開

発すること、③安全教育の実施にあたっ

てその教育手法、教育内容等の要件は明

らかとはされていないことからこれまで

の知見の集積と分析を行い安全教育実施

に求められる要件を明らかにすること、

④これらの結果を踏まえて大学における

安全教育プログラムの運用についての提

言をまとめ、社会に対して発信すること

を目的として実施した。 

 初年度である平成 24 年度は、①高等教

育機関での安全教育の実態調査、好事例

の収集として、大学に対する聞き取り調

査、加えて大学等における安全教育に対

する企業からのニード及び企業での安全

教育の実態についても聞き取り調査を行

なった。②大学在校生の安全教育の効果

の評価として、大学在校生に対する参加

者体験型のプログラムを試行し、その短

期的効果について検討を行った。③大学

の工学系学部における安全に関する科目

の調査を行い、その実態を調査した。④

大学等を卒業しすでに就業している社会

人に対して、大学在校中に受けた安全教

育に対する評価と社会人になって考える

大学における安全教育に対するニードの

調査を行った。⑤安全のキーマンとなり

うる者として労働衛生の専門職があり、

これについては専門職の育成が複数の大

学で行われていることから、これらの大

学におけるカリキュラム等の調査を行い、
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安全に関する教育の実態を調査した。⑥

国際化への対応を考慮し、また欧米の大

学における安全教育の好事例を収集した。

⑦安全教育の評価についての知見の集約

のために、文献調査を行い、本年度は教

育手法の分類とその評価を行った。 

 平成 25 年度は、①平成 24 年度に引き

続き高等教育機関での安全教育の実態調

査、好事例の収集、企業における大学等

における安全教育への期待の聞き取り調

査を行った。②在校生への安全教育とし

て化学物質をテーマにリスク認知を考慮

した教育プログラムの試行を行った。③

専門教育における安全教育として農学部

のフィールドに注目した実態の調査を行

った。④欧米の大学における安全教育の

実態調査の結果、教育の主体はリスクア

セスメントであることを踏まえて日本の

大学におけるリスクアセスメントの導入

にあたっての課題を欧米と比較しつつ検

討した。⑤日本における大学の安全教育

に関する文献調査と関係団体の動向を調

査し研究及び施策の方向性を検討した。

⑥これらの調査結果を検討し、日本の大

学等における安全教育のであることから

大学等における学生の安全教育のための

ガイドラインの草案を作成した。 

 

Ｂ.研究結果 

１．国立大学法人の安全教育の実態に関す

る調査 

 大学における安全衛生教育は大学内で

の活動に関する事故災害を防止するため

のいわゆる安全講習会と安全に関する素

養の習得を目的にした安全教育に分ける

ことができる。本調査は国立大学法人に

おける安全教育の実施状況及びその手法

について実態を把握することを目的に実

施した。対象は 87 国立大学法人であり、

質問紙法を用いて調査した。さらに、特

徴的な安全教育を行っている大学に電話

等による聞き取り、さらに有用なカリキ

ュラムを持つ大学には訪問を行い調査し

た。 

 回答は 61 校から得られており、結果と

して理系学部では、安全教育はカリキュ

ラム中に組み込まれる傾向にあること、

文系学部では実施していないとする大学

も 15％に認められたこと、大学院では、

主な教育の場は研究室であることが確認

された。 

 安全教育の方法の多くは講義形式であ

ったが、教育のテーマによっては実習ま

たは体験教育、デモンストレーションま

たは施設見学が行われ、安全教育におい

て理解の促進やインパクトを与えるよう

に工夫がされていた。しかし、グループ

ワークなど思考力、論理力等を育成する

手法の取り込みは多くなかった。 

 安全に関する人材育成の教育は、16 大

学で実施されていた。主に防災、エネル

ギー問題、教職課程を対象に行われてい

たが、実験室の安全確保をテーマとする

科目の開講、学部学生及び大学院共通科
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目の開講、教養課程におけるゼミナール

等の開講している例があった。安全衛生

の専門教育を行う大学院課程 1 校もあっ

た。 

 これらの特徴的な授業においては、授

業内容、方法にも工夫が見られ、理解の

促進と実践力の育成の試みが行われてい

た。また、安全講習においても安全につ

いての素養やスキルの習得が期待でき安

全教育としての意義も持っていると考え

られた。 

 何れの大学においても安全講習、安全

教育の必要性は認めていたが、安全に関

する教育を行いうる教員の育成が今後の

課題と考えられた。 

 

２．企業における大学の安全教育への期待

に関する調査 

 企業の安全担当の管理職及び担当者に

対して、大学卒新入社員の安全に関する

知識やスキルについての満足度、大学等

の安全教育についての期待について聞き

取り調査を行った。 

 12 社の聞き取りの結果、大学卒新入社

員を企業から見た場合、新入社員の安全

に関する知識やスキルのレベルは企業の

期待するレベルには達していない点でほ

ぼ一致していた。そのため新入社員時点

での一律の安全教育で企業の安全の基礎

を作っていることが示された。 

 しかし、大学における教育研究は不要

とは考えておらず、リスクの認知と基本

的な安全に関する知識の習得、また基本

的な能力としてコミュニケーションが挙

げられ、これらについて大学在学中に一

定レベルの能力を修得することが要望と

してあげられていた。 

 

３．大学等における安全教育の現状及び企

業の期待する安全教育に関する調査 

 この調査は、主にエンジニアの育成に

おける安全教育を昨年度の引き続き実施

した。本年度は、安全教育のプログラム

を有する大学（長崎大学、関西大学、千

葉科学大学、富山工業高等専門学校）等

での実践の状況とそこでの問題点のヒア

リング調査及び安全に積極的に取り組ん

でいる企業（大手製造業、中堅部品製造

業）を選び、大学等での教育に対する要

望に関するヒアリング調査を行った。 

 その結果を昨年度のアンケート調査と

比して、ヒアリング対象の会社の認識が、

アンケート結果と矛盾しないことが確認

された。 

 結果としては、若年者の危険性への感

性の低下は認められること、危険性への

感受性を高めるのに体験型学習や

Project Based Learning は一定の効果が

あること、大学等の卒業者には、労働安

全衛生法や労働安全衛生規則などの知識、

危険性の知識を求めている声が大きいこ

とが分かった。 

 これらの点を踏まえて、KYT での危険

性 の 指 摘 に 加 え て 、 Project Based 
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Learning 形式で安全化策まで提案する

という問題解決まで導き、それを文書化

する演習を提案した。 

 

４．高等教育機関における効果的な安全教

育プログラムのあり方 

 安全教育講習で取り上げるべき項目を

体系的に整理し、さらに体験的学習の要

素や自主的なリスク認識の涵養の観点を

加えた安全教育カリキュラムについて検

討を行った。また、大学の実験研究にお

ける化学物質の扱いについて、実験現場

の研究者や学生を対象とするアンケート

や実測を行い、安全意識や取り扱い行動

との関係性に関するデータを取得した。 

 化学を専門とする教員や研究者、実験

安全に関する業務に携わる教職員を対象

に、化合物の構造式を提示し、構造式か

ら判断される物質の危険有害性を 5 段階

で評価する形式のアンケートを実施し、

危険有害性の評価軸について、解析を行

った結果、構造式から判断される総合的

な危なさについては、各危険有害性が複

合的に寄与して判断されていることが示

された。また、化学の専門家においては、

個々の研究経歴は違っていても、それぞ

れの研究において得た知識が自らの中で

整理体系化されることによって、最終的

に危険有害性を判断する普遍的指標に向

かって揃ってくる可能性が示された。 

 この方法を化学系の大学・大学院生と

いった学生に拡張し、学生の危険性に関

する評価軸がどのように形成され、醸成

されていくのかについて、検討を進め、

より実効的な安全教育手法に展開できる

ことが示唆された。 

 

５．専門職育成プログラムにおける安全教

育に関する実態調査 

 専門職教育における安全教育について

は、エンジニアのみならず、フィールド

での活動が多く、労働災害（農作業災害）

が多いとされる農業技術者においても重

要である。そのため、農業分野の高等教

育機関で提供されている安全に関する教

育の内容や量について聞き取り調査を行

った。 

 大学農学部における安全教育は、学部

全体に対して行われる総論的な安全ガイ

ダンスと、各講座で行われる各論的な安

全教育で構成されており、各講座で行わ

れる安全教育は研究活動における安全確

保を主目的としたものが多く、その内容

を統括的に管理することが困難であるこ

とがわかった。また、大学では卒後の就

労先も多岐にわたるため、就労後を想定

した各論的な安全教育の実施が難しいと

いう特徴も示唆された。 

 農業大学校における安全教育は、個々

の農作業に関連する事項に特化しており、

特に農作業機械の安全な取り扱いに重点

が置かれている。農作業機械に関する安

全教育は、当該機械の免許・資格取得を

前提として行われており、農業大学校の
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ように就労先がある程度限定される場合

は、就労後を想定した各論的な安全教育

の実施が可能であり、必要性も高いこと

が示された。一方で、農業における総論

的な安全教育はあまり扱われていないこ

とが示唆された。 

 卒後の進路選択範囲の大小によって、

高等教育機関で取り扱われる安全教育の

範囲も総論的または各論的になることが

示唆される。この点は高等教育機関にお

ける有効な安全教育プログラムを検討す

る上で、考慮すべきであることが指摘さ

れた。また、安全教育の好事例としてリ

スクアセスメントなどの学内安全衛生活

動に、学生を参加させる手法が挙げられ

た。 

 

６．リスクアセスメントを通した大学等の高等

研究・教育機関における安全教育の導入に

関する検討 

 平成 24 年度平成 25 年度に行った英国

とシンガポールの大学の研究・教育にお

けるリスクアセスメントの具体的な実施

方法を調査し、課題として①研究者・学

生が自分の研究・教育に関わるリスクを

どうすれば正しく認知できるか、②研究

者・学生が認知した自分の研究・教育に

関わるリスクをいかに正しくアセスメン

トし、対応策を考えられるか、③研究者・

学生が実施したリスクアセスメントの結

果を誰がどのような形で評価するか、④

研究者・学生のリスクアセスメントを評

価する者をいかにトレーニングするか、

⑤各研究室のリスクアセスメントの実施

と評価の状況を大学等の安全衛生管理部

門がいかに把握するか、が抽出された。

これへの検討を欧米の大学を例に検討し

た結果、いかに研究者・学生が自らの研

究・教育におけるリスクを認知できるた

めの教育・情報提供を行っていくか、そ

して研究者・学生が実施したリスクアセ

スメントの結果を評価・指導するために 

研究室責任者（教授・准教授）を訓練し

ていくかという点が課題と考えられた。

これらの課題に対応した安全教育プログ

ラムを開発する必要があることが示され

た。 

 

７．大学等における安全教育研究及び実践

の現状−文献調査及び関連団体の動向— 

 平成２４年度に海外文献を PubMed、

Web of Science を用いて調査した結果、

安全教育の手法が 4 つに累計されること

が示された。本年度は日本における大学

の安全教育に関する研究等の現状を調査

することとし、加えて大学の安全管理に

関係する団体における大学の安全教育に

ついての動向も調査した。 

 文献調査においては、J-stage 及び

CiNii を用いて、「大学」および「安全教

育」をキーワードとして検索を行い最終

的に 40 編が抽出されたが、安全教育の手

法や安全教育のプログラムについて網羅

的に検討しているものはなく、また、安
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全感度の向上、リスクの認知、リスクマ

ネジメントを検討することを目的とした

研究報告はなかった。 

 関連団体の動向については、国立大学

協会及び国立の大学安全衛生連絡協議会

の動向について調査を行った。国立大学

協会には安全衛生に関する部会はないが、

平成 25 年度に教育・研究委員会の下部に

位置づけられる「安全教育に関するワー

キンググループ」が設置され、大学のカ

リキュラムの中に安全教育に関する科目

が含まれていることが確認され、これを

受けて、来年度以降は安全教育のための

標準テキストの検討を行うことを予定し

ていた。 

 国立七大学安全衛生連絡協議会では、

事故災害情報の共有、安全衛生管理活動

に関する情報交換や教育資料の共有など

が行われており、安全教育の教材の共有

化、共同開発等が行われていた。文献検

索の結果、日本における安全教育プログ

ラム開発の先行研究は殆ど無いことが明

らかとなった。その一方で、安全教育資

料の共有化、共同開発、標準化の動きは

実務レベルで進められてきていることが

明らかとなった。 

  

８．大学等における学生の安全教育のため

のガイドラインの提案 

 平成 24 年度、平成 25 年度の結果を受

けて、大学等における学生の安全教育の

ためのガイドラインの案を作成した。 

 内容としては、安全教育種類として、

①大学における安全な活動の実現、②専

門職としての安全の知識技能の習得、③

社会人としてリスクの認知と対処のため

の基礎力の涵養があること、安全教育実

施の体制の整備が必要であること、安全

教育はプログラム修了後には研究室での

On the Job Training（OJT）を継続的に

行うことで対応することが有効と考えら

れることを示している。 

 安全教育の教育手法として①講義型、

②グループワーク型、③プロジェクト型、

④実習・体験型、⑤複合型及び⑥OJT が

あることとその特徴の紹介をしている。 

 また安全教育プログラムの企画、対象

の選定、教育手法の選定、安全教育プロ

グラムの作成及び教育効果の評価につい

ての概説している。 

 このガイドラインには、好事例のプロ

グラム等及びモデルとなるプログラムを

資料として付記すること予定している。 

 

Ｃ.今後の課題 

１．高等教育機関における安全教育の提言 

 本年度の研究のまとめとして、大学等

における学生の安全教育にためのガイド

ライン案を提案しているが、これについ

て広く意見求め改訂作業を行い、実態に

則しかつ有効なものとして取りまとめる。 

 また、大学の経営者、行政機関、社会

を対象とした高等教育機関における安全

教育に関する提言を取りまとめ公開する
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ことが求められている。特に、本研究の

目的である 3 つの教育の方向性、大学に

おける安全な活動、専門職としての安全

の知識技能の習得、社会人としてリスク

の認知と対処のための基礎力の涵養が考

えられる。中でも最後の社会人としての

リスクの認知と対処のための基礎力の涵

養は前者二つの基礎となるものであるこ

とが予想されることから、専門領域に関

わらず修得するべきものとして位置づけ

ることが必要と考える。 

 提言においては、安全教育のための必

要な条件の整理だけはなく、指導する教

員に対する教育のあり方やモデルとして

の教育プログラムの開発を含めたい。ま

た、提言が実効あるものとするために、

多くの領域の専門家、研究者の意見を聴

取すること、提言案の公開し広く意見を

求めることが必要であるため、大学等の

安全衛生に関する協議会、全国組織等に

おいてこれについて検討することを行う

ことが必要である。さらには大学の安全

教育の推進を支援することが期待される

行政機関等の意見を得る機会を持つこと

が望ましいと考える。 

 

２．大学等における安全教育の好事例収集

とモデルプログラムの開発 

本好事例の収集は継続し、ホームペー

ジ等での公開を進めることは必要である。 

現在、安全に強い人材の育成のための

標準となるプログラムはないことから、

これまで研究成果として標準的な安全教

育プログラムの開発を行いたい。 

 

３．教育効果評価方法の開発 

 教育効果の評価方法については、標準

となる方法が未だ確立していないことか

ら、有効な指標とそれを用いた調査方法

の開発を行いたい。 

 とくに、安全に強い人材として考えら

れているリスク認知に関しては、モデル

教育において、リスク認知と行動の変容

を前向きに追跡調査することが必要であ

る。 

 

5.情報の公開 

 これまでの研究成果、及び平成 26 年度

に実施する研究の成果をホームページ、

学会報告、関連学会でのシンポジウムで

の紹介等を行い、成果の社会への還元を

行う。また、研究成果としてのプログラ

ムのみならず、教育の基礎資料、教育ツ

ールの開発等を行い、国立七大学安全衛

生管理連絡協議会などを通じて多くの大

学が自由に利用できる教育情報をプール

することとしたい。 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

国立大学法人の安全教育の実態に関する調査 

 
研究代表者 東京大学環境安全本部 教授   大久保靖司 

研究要旨： 

 大学における安全衛生教育は大学内での活動に関する事故災害を防止するためのい

わゆる安全講習会と安全に関する素養の習得を目的にした安全教育に分けることがで

きる。本調査は国立大学法人における安全教育の実施状況及びその手法について実態

を把握することを目的に実施した。対象は 87 国立大学法人であり、質問紙法を用いて

調査した。さらに、特徴的な安全教育を行っている大学に電話等による聞き取り、さ

らに有用なカリキュラムを持つ大学には訪問を行い調査した。回答は 61 校から得られ

た（回答率 70.0％）。結果として理系学部では、安全教育はカリキュラム中に組み込ま

れる傾向にあった。一方、文系学部では実施していないとする大学も 15％に認められ

た。大学院では、主な教育の場は研究室であった。安全教育方法の多くは講義形式で

あったが、講義内容によっては実習または体験教育、デモンストレーションまたは施

設見学が行われていた。しかし、グループワークなど思考力、論理力等を育成する手

法は多くなかった。安全に関する人材育成の教育は、16 大学で実施されていた。主に

防災、エネルギー問題、教職課程を対象に行われていたが、研究室における安全確保 1
講座、学部学生及び大学院共通科目の開講、教養課程におけるゼミナール等の開講し

ている例があった。安全衛生の専門教育を行う大学院課程 1 校もあった。これらの特

徴的な授業においては、授業内容、方法にも工夫が見られ、理解の促進と実践力の育

成の試みが行われていた。また、安全講習においても安全についての素養やスキルの

習得が期待でき安全教育としての意義も持っていると考えられた。何れの大学におい

ても安全講習、安全教育の必要性は認めていたが、安全に関する教育を行いうる教員

の育成が今後の課題と考えられた。 

 

研究協力者  

なし 
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A.背景と目的 

 国立大学は平成 16 年に法人化を行い、

それまでの人事院勧告による管理から労

働基準法及び労働安全衛生法に基づく安

全衛生管理に移行した。この国立大学の

法人化を契機に国立大学法人内に安全衛

生管理部門を設置し安全衛生管理を民間

企業と同様に行う大学が出てきた。安全

衛生管理活動、特に安全教育については

民間企業の例を参考にして法令の要求を

満たすべく展開されてきた。 
 しかし、大学においては教育研究活動

が主な事業であり、その特徴として研究

の実施者の多くが学生であること、研究

の内容は日々変化をすることが多いこと、

装置等の規模が小規模であること、使用

される核物質が少量多品種であること、

使用される化学物質や研究対象の危険有

害性が不明なことが多いことなどの点で

民間企業と大きく異なる点が多く、民間

企業で行われている安全教育をそのまま

適用することは実態に必ずしも合ってい

ないと考えられるにいたっている。その

ため、大学に合った安全教育の展開が必

要と考えられており、そのための検討が、

七大学安全衛生管理協議会、ブロックご

との安全衛生管理協議会等、国立大学法

人協会、日本産業衛生学会、研究実験施

設・環境安全教育研究会等において始め

られている。 
 本研究においては昨年度に引き続き平

成 25 年度も大学における安全衛生に関

する教育の実態調査を行った。大学にお

ける安全衛生教育は大学内での活動に関

する事故災害を防止するためのいわゆる

安全講習会と安全に関する素養の習得、

すなわちリスクの認知、リスクアセスメ

ント、危機管理能力の向上を目的にした

安全教育の2種類に分けることができる。

しかし安全講習と狭義の安全教育の区分

は難しいため、これらを明確に分けずに

調査を行いこれらの区分は調査結果をも

とに分類することとした。本調査の目的

は国立大学法人における安全教育の実施

状況及びその手法について実態を把握す

ることである。 
 

B.対象と方法 

（１）質問紙調査 
対象は 87 国立大学法人である、対象の

中には学部を持たない大学院大学も含ま

れる。 
調査は郵送による質問紙調査とし、送

付先は各国立法人大学の安全衛生管理部

門とした。安全衛生管理部門の正式名称

が不明な大学に対しては、宛先を安全衛

生管理部門として送付した。回答は郵送

にて返却する他、web にて回答できるよ

うに web ページを用意した。 
調査内容は、大学の基礎情報として大

学名、記入者、学部の大学生の学生数、

大学院の学生数を調査した。安全講習及

び安全教育については、理系の学部の大

学生、理系の大学院の学生、理系以外の

学部の大学生、理系以外の大学院の学生

について実験（実習）や学生生活等に関

する安全教育が行われているかを、「全

員に対して行っている」、「学部や専攻

の単位で行われている」、「学生実習や

実験の前ガイダンスとして実施してい

る」、「実施していない」及び「その他」

として調査を行った。  さらに、実習の

内容として「A 化学物質の危険有害性に

ついて」、「B 試薬の取り扱い、管理廃

棄について」、「C 実験器具またはその

他機器の取り扱いについて」、「D バイ
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オセーフティ、実験動物取扱等について」、

「E 防火や防災について」、「F 環境問

題の危機管理について」、「G リスクア

セスメント、リスク認知などについて」、

「H 法令や学内の規則について」を取り

上げ、それぞれについて「講義」、「デ

モンストレーションや施設の見学」、「実

習または体験教育」、「グループワーク

又は討議」の区分で行われているものす

べてを回答してもらった。該当する教育

を行っていない場合は「なし」と回答し

てもらうこととした。教育の方法の区分

は、順に知識の伝授であるか、実物を見

ることによる意識付け、実際に行うこと

によるスキルの向上、自らが考えること

による理解の促進の区分を考慮したもの

として設定した。 
調査では、安全に関しての人材育成に

関わる専攻、講座、研究室等があればそ

の名称及び活動内容を自由記載で収集し

た。また、学生等に対する安全教育につ

いて工夫している点や特徴的な点につい

ても自由記載で収集した。 
 
（２）聞き取り調査 
 質問紙調査の結果、独創的な安全教育

を実施している大学について、訪問、電

話等を用いて聞き取り調査を行い、その

教育の内容について調査と事例集集を行

った。 

 
C.結果 
 回答は 61 校から得られた（回答率

70.0％）。無効回答はなかった。 

 
①学生数 
 大学生の数は 1,000 人から 2,999 人と

5,000 人から 9,999 人の 2 つのピークが

認められた。大学院生ついては 1,000 人

未満が最も多く、大学院生数が多くなる

にしたがい大学数は減少していた。 

 

 
②学部大学生に対する安全教育 
 理系学部では、「学部を問わず全員に安

全教育の時間を確保して実施している。」、

「一部または全部の学生実験の前のガイ

ダンスなどに含めて実施している。」、「一

部の学部や専攻などで安全教育時間を確

保して実施している。」のそれぞれが 23
から 29％あり、すべての大学ではないが

安全教育はカリキュラム中に組み込まれ

る傾向にあった。 
 一方、文系学部においては「一部また

は全部の学生実習の前のガイダンスなど

に含めて実施している」が 25％ともっと

も多く、実施していないとする大学も

15％に認められた。 

 
 
③大学院生に対する安全教育 
 理系の研究科では、学部学生とは異な

0 
5 

10 
15 
20 
25 
30 
35 

1,000人
未

満   

1,000人
か

ら2,999人
  

3,000人
か

ら4,999
人   

5,000人
か

ら9,999人
  

10,00
0人

以
上   

図1　学生数分布 
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院生数  
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学部を問わず全員に安全教育の時間
を確保して実施する。  

一部の学部や専攻等で安全教育の時
間を確保して実施している。  

一部又は全部の学生実験（実習）の前
のガイダンス等に含めて実施している。  

実施していない、または把握していな
い。  

その他  

該当学部なし  

図2　学部における安全教育実施状況  

理系学部  

文系学部  
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り全員に対して時間を確保して行われる

安全教育は 11％であり、研究科や専攻な

どで時間を確保して行われる安全教育は

23％であった。主な教育の場は研究室で

あり 38％は研究室単位で教育を実施して

いると回答していた。 
 一方、文系の研究科では、最も比率が

高かったのは実施していないまたは把握

していないであり 30％であった。次で

25％の大学が研究室単位で安全教育を実

施していると回答していた。全員に対す

る安全教育の時間を確保しているのは

3％に過ぎず、研究科や専攻などの単位で

の安全教育を行っている大学も 11％に過

ぎなかった。 

 
 
④安全教育の内容別の教育方法 
 安全教育における「化学物質の危険有

害性について」は、79％が講義形式で実

施されていた。加えて実習または体験教

育も 39％で実施されていた。 

 「試薬の取り扱い、管理や廃棄につい

て」は、72％が講義形式で行われており、

デモンストレーションまたは施設見学が

28％、実習または体験教育が 44％となっ

ており、講義形式のみの教育ではなく実

習や施設を見学するなどを組み合わせた

教育となっていた。 

 「実験器具またはその他機器の取り扱

いについて」は、やはり講義形式が 74％
と最も多く、加えて実習または体験教育

が 49％となっている。この項目について

はスキルの習得が必要であることから講

義だけではなく実習または体験教育を組

み合わせていると考えられる。 

 「バイオセーフティ、実験動物取り扱

いなどについて」は、講義形式は 66％で

あり、実習又は体験教育は 33％であった。

大学によってはバイオ系の研究を行って

いないところもあるため、なしの回答も

21％であった。 

 「防火防災について」は、講義形式が
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研究科を問わず全員に安全教育の時間を確保して実
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図3　大学院における安全教育実施状況  
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71％であり、実習又は体験教育も 31％で

あった。しかしなしの回答も 26％であっ

た。 

 「環境問題や危機管理について」は、

講義形式が 77％と高くなっていた。実習

または体験教育も 25％で行われておりデ

モンストレーションや施設見学も 20％で

行われているなど単に知識の習得のみで

はなく、環境問題や危機管理の現場や実

態を理解することへの配慮も行われてい

た。 

 「リスクアセスメント、リスクマネジ

メント、リスク認知などについて」は、

講義形式は 64％であった。デモンストレ

ーションや施設の見学はほとんどなく、

実習または体験教育は 13％、グループワ

ークや討議は 12％であった。しかし 28％
の大学においては「なし」と回答されて

いた。 

 

 「法令や学内の規則について」は、デ

モンストレーションの施設見学および実

習や体験教育は回答欄を設けなかった。

71％が講義形式で行われていたが、「なし」

の回答も 25％に見られた。 

 
 
⑤安全に関する人材育成のための教育 
 安全に関する人材育成の教育は、本研

究においては狭義の安全教育に該当する。

回答が得られた 61 大学のうち 16 大学に

おいて安全に関する人材育成のための教

育について回答が得られた（別表 1）。 
 これらの大学で行われている教育は、

主に防災の観点で行っている大学、エネ

ルギー問題に関連して安全についても教

育であり、その他、教員志望の学生や理

科教育のために実習を行っている学生に

対して安全衛生教育としてリスクアセス

メントの教育を行っている講座などがあ

った。研究室における安全確保に関する

教育を科目として行っている講座も 1 件

あった。 
 学部学生を対象とした総合科目として

「安全衛生と化学物質」、大学院共通科目
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図11　H．法令や学内の規則について  
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として「化学物質の安全衛生管理」を開

講している大学もあった。複数の大学に

おいて全学教育として教養課程における

ゼミナールの開催、選択科目としての安

全教育を開講している例があった。 
 なかでも安全衛生教育について、安全

衛生の専門教育を行う大学院課程として、

長岡技術科学大学システム安全専攻があ

り、安全衛生法学部および大学院教育の

中に取り込んでいる例として筑波大学あ

る。また衛生管理の専門職育成である大

学院教育の中に取り込まれた安全衛生教

育の事例について東京大学公共健康医学

専攻がある。これらの教育の事例につい

て訪問、電話などによるヒアリング、資

料の収集を行った。 

 
事例１）長岡技術科学大学 
 長岡技術科学大学においては、専門職

大学院として「システム安全専攻」が修

業年限を 2 年間として開設されている。

この専門職大学院においては安全の原理、

マネージメント／安全技術、個別安全の

階層に分けた教育体系を設定している。 
 設立の趣旨として、国際規格に適合す

る安全技術や安全認証に関する体系的な

知識・実務能力を有する人材養成を行う

こととしている。この大学院コースにお

いては専門職として工学知識を持ち安全

規格・法規に関する体系的知識と実務能

力及び安全技術の総合的マネージメント

のスキルを習得することを目指している。 



 

 カリキュラム編成におけカリキュラム編成におけカリキュラム編成におけカリキュラム編成における特徴として

19

る特徴として
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は、システム安全の考え方と実務のため

基礎教育として経営政策やマネージメン

ト技術、安全規格、安全設計、システム

認証などについて授業を行うこととして

いる。実務能力の涵養のためにシステム

安全基礎演習としてケーススタディを含

めたリスクアセスメント演習、企画立案、

安全設計の立案等の実習を多く設定して

おり、さらに個別の分野の安全に関する

知識を身につけるための応用科目を設定

している。さらに国内外でのインターン

シップの設定、システム安全基礎演習 A
としてプロジェクト研究も必修として設

定していることが挙げられる。 

 システム安全特論としてトピックスと

しての事例を取り上げている。 
 この専門職大学院のその他の特徴とし

ては、対象は主に社会人を経験した者で

あり、社会人大学院生として就学できる

ように工夫している点がある。講義は長

岡だけでなく東京でも行っており、東京

での受講だけで卒業に必要な単位を修得

することが可能となっていることも挙げ

られる。さらに第三者委員会を立ち上げ、

システム安全エンジニア資格認定制度を

創設している点にある。この委員会は長

岡技術科学大学が運営しているものでは

ないが、この資格の取得ができるように

 

表１　授業内容と目的

　「安全衛生と化学物質」

授業内容 目的

　　人の環境にある有害化学物質 化学物質の注意喚起

　　化学物質の性質

　　化学物質の危険性１ 火災爆発薬傷などの危険性

　　化学物質の危険性２ 火災爆発薬傷などの防止法

　　化学物質の危険性、有害性の調査法 MSDSの調査法、演習

　　化学物質関連法

　　化学物質による健康障害の防止１ 急性中毒の防止法

　　化学物質による健康障害の防止２ 特に慢性中毒の防止法

　　化学物質の管理

　　試験

　「安全衛生と化学物質」

授業内容 目的

　　諸刃の剣・化学物質 化学物質への注意喚起

　　化学物質関連法 化学物質への注意喚起

　　環境中に放出された化学物質 化学物質への注意喚起

　　化学物質の危険性 化学物質の危険性有害性の理解の基盤

　　化学物質の有害性１ 化学物質の危険性有害性の理解の基盤

　　化学物質の有害性２ 化学物質の危険性有害性の理解の基盤

　　化学物質による事故の防止 事故、健康障害の防止法の基礎と応用

　　化学物質による健康障害の防止１ 健康障害の防止法の基礎と応用

　　化学物質による健康障害の防止２ 　健康障害の防止法の基礎と応用

　　試験
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カリキュラムを設定している。 

  
事例２）筑波大学 
 筑波大学の安全衛生教育は、安全講習

として始まっているが、安全に関して素

養の涵養までを含めた教育として他の大

学とは異なる点があることより特に取り

上げた。 
 筑波大学においては、大学の法人化以

後安全衛生教育の開始に向けた準備とし

て指導者の養成として作業主任者技能講

習の受講、安全衛生関連の資格の取得を

進めてきた。同時に安全衛生講習会とし

て大学内における安全の確保のための教

育を開始してきた。平成 20 年度に総合科

目「安全衛生と化学物質」として大学 1
年生を対象に化学物質の危険性有害性の

知識を持たない学生に向けた基礎的安全

衛生教育、及び大学院共通科目「化学物

質の安全衛生管理」として大学院生対す

る実践的安全衛生教育を開始している。

ともにテキストは後期の目標と特色を踏

まえて独自のものを作成した。講義は 75
分間授業で 10 コマである。講義の目的に

は安全衛生意識を芽生えさせること、将

来安全衛生管理の指導者となる基盤を築

くこと、法の理念を理解させることをあ

げている。 
 講義の題目は表１のとおりである。そ

れぞれの授業内容に応じて、その目的が

定められているのが特徴である。 
 この講座は必須ではないが、毎年 100
名以上が受講している。平成 20 年以降の

受講者数は、以下のとおりであった。 
 平成 20 年 111 名、平成 21 年 135
名、平成 22 年 130 名、平成 23 年 109
名、平成 24 年 144 名、平成 25 年 169
名 

 この講座の教育の方法は主に講義形式

であるが、スライド見直しやテキストの

作成など理解の促進のための工夫が行わ

れていた。教育の効果評価として授業評

価アンケート調査が行われており、その

結果では理解度は教育の内容が増加して

いた年度の低下が見られたが、教育内容

の整理を行った結果、平成 25 年度には満

足度が 100％、理解度は 90％に向上して

いる。 
 今後の課題としては、講義内容を重点

化し教育項目を減らすこと、文章構造を

わかりやすくイラストフローチャート等

に置き換えること、演習実験などを取り

入れること（安全活動の実例を見つけさ

せること、事故事例をあげ対策を考えさ

せること、物質の気中濃度の測定など）、

ビデオや web 資料などを作成し理解度の

向上を図ることをあげられた。 

 
事例３）東京大学公共健康医学専攻 
 東京大学公共健康医学専攻は、医師、

保健師等の医療従事者のみならず健康行

政、健康科学についての専門家を育成す

ることを目的としているものである。 
 カリキュラムにおいては公衆衛生分野

の科目が多く、医療政策、疫学、国際協

力、医療統計などの科目が多いが、その

中に「産業保健の理論と実践」の科目が

平成 26 年度より開講される。この科目は

医療従事者のみならず企業、行政その他

の領域において健康科学の専門家として

活躍することを期待される人材対する教

育として実施される。 
 この科目は 1 コマ 9 0 分の授業を 16 コ

マで行われる。主に衛生管理の分野であ

るが、産業保健のマネージメント、産業

保健と経済、産業保健関連法制度、産業
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保健の事例分析、職場巡視．参加型職場

環境改善演習などの安全を視野に入れた

カリキュラムとなっている。また、project 
based learning による演習を取り入れて

おり、授業の最後の回に課題発表を行い

その結果を評価に加えている。この科目

は来年度からの開講であるため実施した

教育効果についての情報は得られていな

い。 
 授業内容は以下のとおりである。 
  産業保健関連法制度  
  産業保健総論（課題提示） 
  産業保健の動向と国際的広がり  
  産業保健と雇用 
  産業保健のマネジメント  
  産業保健におけるリスク管理 
  産業保健と倫理  
  産業保健と経済 
  演習：産業保健の事例分析Ⅰ  
  演習：産業保健の事例分析Ⅱ  
  演習：産業保健の計画と評価  
  演習：職場巡視 
  演習：参加型職場環境改善Ⅰ  
  演習：参加型職場環境改善Ⅱ 
  演習：課題発表 

 
事例のまとめ） 
 大学における安全教育事例としては、

専門職大学院としての教育を行っている

長岡技術科学大学が安全に関する専門職

の育成の観点では数少ない事例と考えら

れる。大学教育においては安全の専門職

の育成のみを目的とすることは難しく、

長岡技術科学大学においても安全認証に

対応できる人材の育成と目的を明確にし

ている。 
 筑波大学における安全教育では、大学

院教育だけでなく学部教育を行っており、

系統的な知識の習得と実験室での安全確

保のための基礎作りを主目的にしていた。

また、大学院教育では社会人となった時

に化学物質の安全管理者として必要な知

識や素養の涵養も目的にあげていたこと

から安全に関する人材育成として評価で

きるものである。 
 東京大学の教育では、衛生管理を専門

とする人材育成であるが、そこにおいて

安全においても応用が出来る知識や管理

能力の育成を目的としており、専門職に

おける安全の素養の涵養についての事例

と考えることができる。ただし、開講は

平成２６年度であり、その効果について

は今後の課題である。 

 

D.結論 

 安全教育、特に学内における安全確保

の観点で行われている安全講習において

は講義形式が主たるものとなっているが、

実習または体験教育、デモンストレーシ

ョンや施設見学などを組み合わせてより

効果があるように工夫されていることが

示された。しかし、リスクの認知や対処

する能力、安全について考える能力とい

ったものも育成のために必要と考えられ

るグループワークなどは多くなく、グル

ープワークなどが有効と考えられる防火

防災、環境問題や危機管理、リスクアセ

スメントなどにおいても 10％程度であり、

広く行われているとはいいがたい。 
 これらの講習は主に講義形式であるこ

とから、知識の習得は十分に期待ができ

ると考えられる。しかし安全に関する行

動の変容を期待するためにはより体験型

の教育が必要であり、そのモチベーショ

ンとなる意識の変容ためにはよりインパ

クトのある教育もしくは深く考えさせる
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ためのグループワークなどの組み合わせ

が必要と考えられる。また、指導者側の

負担が大きいとは言え project based 
learning などの自主学習、情報の収集、

ディスカッション、プレゼンテーション

を組み合わせた教育が必要であるが、ま

だ十分に普及はしていないと考えられる。 
 これらは安全講習として考えることが

できるが、同時にこれらの安全講習を通

じて安全について考える機会を提供する

ことまた安全講習後、研究室において安

全な活動を行うことまた研究室単位での

安全衛生活動に参加することによって安

全衛生についての素養やスキルの習得が

期待できると考えられることから、単に

安全講習ではなく安全教育としての意義

も持っていると考えられる。 
 自由記載として収集した安全教育に関

する工夫している点（別表 2）などでは、

安全マニュアルの整備をあげる大学が多

かった。また、東日本大震災の影響から

防災の観点からの安全教育も多く、これ

を起点に安全教育の展開が始まっている

大学もあることが読み取られる。 
 何れの大学においても安全講習、安全

教育の必要性は認めているが、指導者の

確保等に苦慮していると考えられること

から、安全に関する教育を行いうる教員

の育成が今後の課題と考えられる。 

  
E.参考文献 
なし 
 
F.研究発表 
【口頭発表（国際学会・シンポジウム）】 

・ Yasushi Okubo, Reiko Kuroda, 

Tadashi Umekage. A Review on Health 
and Safety Education in University. 4th 

Conference on Safety and Health in 
Research and Education Enhancing 
Competencies, Singapore, 2013 
(Oct.16-17) 
・ Yasushi Okubo, Reiko Kuroda, 

Tadashi Umekage. A report of health 
and safety inspections by occupational 
physicians of a university. 1st 
International Conference on 
Laboratory Safety in Science & 
Education, Incheon, 2013 (Nov. 25-26). 
 

【口頭発表（国内学会等）】 

・大久保靖司. 第 12 次労働災害防止計画

と大学.第 16 回フィジカルヘルスフォー

ラム, 長岡, 招待講演 (2014). 

・大久保靖司,黒田玲子,山本健也. 国立

大学法人の安全講習と安全教育の現状調

査結果（第一報）. 第 3 回 REHSE 研究発

表会, 東京, 口頭発表 (2014). 

・大久保靖司. 化学物質の健康リスク教

育. 日本予防医学リスクマネジメント学

会, 東京, 招待講演 (2014). 



 24

別表１：大学における安全に関する人材育成（自由記載） 

 大学院に研究の対象として、実験室の安全を取り上げている研究室がある。 

 大学防災総合センターにおいて「大学防災マイスター」称号制度を立ち上げ、防災関係科目を

12 単位以上履修し一定レベルの防災知識を備えた学生を養成して 2012 年より社会に送りだ

している。なお、同マイスター取得後、希望者は一定条件を満たすと県の県知事認証「静岡県

ふじのくに防災マイスター」の称号も取得できるようにしている。 

 専任衛生管理者が行う出張教育(部局等の依頼を受けて実施しています。) 

 全学教育と専攻単位の教育がある 

・ 全学教育 

学部生の総合科目「安全衛生と化学物質」 

大学院生の大学院共通科目「化学物質の安全衛生管理」 

・ 専攻単位の教育 

数理物質科学研究科 

化学専攻" 

 社会環境工学科及び社会環境工学専攻 

「安全」を広義にとらえると，上記の学科･専攻が当てはまる。 

特に「防災」や「環境」などインフラに関わる「安全」は学科、専攻とも広く取り扱う。" 

 愛媛大学テニュアトラック制度で、若手教員は必ず 2 時間の安全衛生の講義を受講し、実験

室等の模擬巡視を行いレポートを課している。 

 大学工学研究科に原子力･エネルギー安全工学専攻を置いている。多くの原発の立地する福井

県において、原発及び立地地域における安全性の確保、共生社会システムの模索、電力ネット

ワークの安定、技術移転による地域産業の活性化などの諸課題に関する実践的かつ多面的な人

材育成を行っている。 

 学生全般について、学内で安全に関しての人材育成に関係した講座及び研究室等を調査した結

果、教員志望の学生や理科教育のために実習を行っている学生に対し、岐阜大学では安全衛生

教育（リスクアセスメント）を行っている。 

・ 講座実施学部は以下のとおりです。 

  教育学部 理科教育講座 

  工学部  社会基盤工学科 防災コース" 

 

  

・ 基礎医学系講座 公衆衛生･産業医学教育分野 

・ 三重さきもり塾 

・ 生物資源学部 強制環境工学科 環境情報システム工学講座において「安全環境工学」の



 25

講義を行っている。" 

 大学病院安全管理対策室 

  

・ 工学部機械システム系学科 高度システム安全学講座 

・ 耐災安全・安心センター" 

 関わり合いが強い講座として理科教育講座、技術教育講座、家政教育講座、保健体育講座、保

健環境センターがあると思います。 

 薬学部衛生化学研究室 

 全学ゼミの開催、教養過程における選択科目。同様の内容を理学部にても実施。主眼は危機管

理、リスク管理であり、防災特に地震、犯罪等について行う。ブループワークを含み、トピッ

クスとして事件などを例に広報対応などをロールプレイも行う。 

 システム安全系にて専門職大学院があり、安全衛生認証にテーマをあてて安全衛生管理システ

ムについて教育を行っている。 
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別表２：大学における安全教育に関する工夫している点等（自由記載） 

 各学部や専攻等で安全教育が自発的に行われているなど、安全教育の必要性についての認識は

高い。 

 教職員、学生等を対象に作業環境管理、健康管理労働衛生等を記載した「安全衛生マニュアル」

を作成し、入学式に新入学生全員に配布している。 

 平成 24 年度から 4 月に「環境安全教育デー」を設け、これまで実施してきた研修等に加え、

新入生を対象とした防災訓練や、4 回生・大学院 1 回生を対象とした安全衛生教育研修を実施

している。 

 工学部において「安全工学」の授業を開講しており、大学や職場における各種安全について、

工学各分野の教員のみならず、学内の防災総合センターや保健センターの教員、さらには学外

の労働基準監督署の方にも分担担当いただいている。 

 将来予想される南海沖地震に対する防火や防災についての教育に重点を置いている。 

 全新入生に「学生生活安全マニュアル」を配布している。また、ホームページにも掲載してい

る 

 教材(マニュアル等、動画コンテンツ)等の充実 

  PDF 版も HP 上に掲載" 

 全学教育の総合科目について独自の教科書を作成して教育に使用している。学生による授業評

価アンケートを基にないようを年々改善している。 

・ 総合科目と大学院共通の科目のために「筑波大学における事故・ヒヤリハット事例集」を

作成し、教育効果を上げている。 

・ 安全衛生面でもプロフェッショナルたる人材の育成を目指している。 

・ 実習のみからなる安全衛生教育の講義を開講予定である。" 

 理学部では、実験に関する安全教育として「実験安全教育」(選択科目 2 単位)を開講している。 

 本学独自で安全マニュアルという冊子を作成し、新入生に配布している。「安全工学概論」と

いう科目でテキストとしても使用。 

 最終処分場、廃棄物処理業者の見学 

 共通教育で全学必修の課目中で、簡単なリスクアセスメントの実習をしている。 

・ 共通教育で選択科目「労働安全衛生入門」2 単位開講 

・ 理工学研究科、農学研究科の一部の専攻で、安全衛生管理特別講義（2 単位）を開講し、

講義と実習を行っている。" 

 実験系学部・研究科である工学部及び大学院工学研究科では「学生災害対策委員会」を設置し、

「学生の実験･実習安全の手引き」を作成し、学生に配布している。同委員会では手引き作成

に加えて，学生への安全教育、立ち入り検査の実施等事故防止の活動を行っている。 
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・ 教員教育ベーシック 

・ 工学部安全工学 

・ 化学物質取り扱いマニュアル 

・ 健康安全の手引き 

・ 学部によって医はガイダンスで安全教育" 

 新入生オリエンテーションで防災や防火、学内の規則について指導している。また、学部一年

次生を対象とした東海地震を想定した地震防災訓練を実施している。訓練は，安否確認訓練、

負傷者運搬訓練などを行っている。 

 学外者を招いて化学物質や高圧ガス等の安全な取り扱いについての講習会を年に複数回実施 

 実験を行う科目では，初回授業時に実験の心構えや機器取り扱いの留意点等についてガイダン

スを行っている。 

・ 入学時に緊急時の対応，各種機器・薬品等の取り扱いをまとめた「安全マニュアル」を配

布している。" 

 毎年、入学者オリエンテーション及び安全講習会を実施し、安全教育として講義を行っている。

その他、問 3-2 のデモンストレーションや施設見学、グループワーク又は討議を各研究室で必

要に応じて実施している。 

 学生全般を対象とした安全教育については、各部局で個別の案件（化学物質・高圧ガス等）に

ついて、学科・講座及び研究室のような少人数の範囲で、可能な限りで行っている。 

 富山大学独自の「安全ノート（実験室変、野外調査実験変）」を用い、主に学部学生を対象と

して安全教育を実施している。実験棟の危険、有害な作業を行う学生は、この講習会の受講済

証を持つこととしている。 

 大学として防災訓練を行い実地教育を行っている。 

  

・ 関連の講義･セミナー（外部講師によるセミナー） 

・ 安全教育･工学（化学）倫理等の講義 

・ 安全マニュアルを作成し学生･教職員全員に配布し教材として活用している学部がある。 

 環境安全管理センターに設置されている化学物質管理部門、放射線管理部門及びバイオハザー

ド管理部門において、それぞれの業務の従事者（教職員、学生）を対象に、それぞれの部門に

て年一回、専門的な安全講習会を実施している。また、それらとは別に，環境安全管理センタ

ーでは、全教職員を対象に、大学全体が意識して安全管理に取り組めるよう環境安全管理セン

ター検収会を年一回開催している。 

 医学科 3 年次の学生を基礎系・臨床系の研究室に配属しているが，配属前に導入教育として

実施しているほか，大学病院と連携し臨床実習開始前の教育を実施している。 

 当該大学院は、文理融合型の、学部を持たない、独立研究院です。理系の院生は地球科学、生
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物科学（昆虫や分類進化）、考古学に合わせて、５０前後です。劇物、X 線（登録時に講義受

講）、その他、DNA 解析の安全教育は、それぞれ指導教員によって行われています。また、

化学物質劇物等は、登録・管理が義務づけられています。 

  

・ 研究室での指導や低学年の必須授業の実習の他に，実験で起こりうる危険性を学講義「ケ

ミカル・バイオハザード学」を開講（薬学部） 

・ 学部独自で「工学安全教育」の教科書を作成し，講義で使用（工学部） 

・ 学部学生を対象に学生実験の授業において学内の環境管理センターによる実験安全の講

義を受ける機会を設けている（理学部）" 

 消防訓練や避難訓練を実施しています。 

 学生、大学院生に対する安全教育は基本的に各部局、専攻、研究室において実施している。環

境安全保健課では３－２－G の４のとおり、学生を含む教職員を対象とした KYT 現場実習を

導入し,実験実習を導入し、実験室等におけるリスク低減を図っている。" 

  

・ 実験棟を行う段階に事前に機器の取り扱い等の注意を案内している。 

・ 講義形式により、リスク管理の重要性や実験環境の安全評価について説明し,その後、学生

に実際に安全評価を実施させることで,リスク管理意識の苦情につとめている。 

・ 講義中に DVD を使用し、確認している。" 

 今後体系的に実施していくことが必要だと考えています。 

  

・ 放射線計測データの公開(HP) 

・ 「放射線対応マニュアル」、「地震発生時の初動マニュアル」、「放射能ガイドブック」の作

成 

・ 地震総合訓練の実施 

・ 「放射線相談窓口」解説" 

 教養教育において、モジュール科目「安全で安心できる社会」を開講している。 

・ 冊子「安全の手引き」を作成し、全学生（水産学部）へ配布している。 

 動画コンテンツ化 

 本学は講義が多いこと、項目が広いこと、全学として行っていることが特徴であり、教材も学

生に合わせて自主的に作成している。実習やグループワーク、VTR の活用などの工夫をして

いる。 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

企業における大学の安全教育への期待に関する調査 

 
研究代表者 東京大学環境安全本部 教授   大久保靖司 

研究要旨： 

 12 の企業の安全担当等に対して、大学等の安全教育についての期待について聞き取

り調査を行った。学卒新入社員を企業から見た場合、新入社員の安全に関する知識や

スキルのレベルは企業の期待するレベルには達しておらず、大学に期待せず新入社員

時点での一律の安全教育で企業の安全の基礎を作っていることが示唆された。しかし、

大学における教育研究の過程において、リスクの認知と基本的な安全に関する知識の

習得とが大学への要望としてあげられていた。 

 

研究協力者  

山本 健也 中労労働災害防止協会 

中谷 敦  日立製作所 水戸健康管理センタ 

山瀧 一  財団法人 君津健康センター 
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A.背景と目的 

 本調査は、企業等の我が国の高等教育

機関において行われている安全に関する

教育に対する期待を明らかにすることを

目的に実施した。 

 大学等における安全に関する教育の目

的は、大学における活動の安全確保、製

品安全のための知識と技能の習得、化学

プロセス等における安全工学の取得、社

会の安全確保のための知識と技能の習得

等多岐にわたるが、主に企業における災

害防止の観点から意見を調査することと

した。 

 

B.対象と方法 

 企業に対する聞き取り調査では、安全衛

生を担当する部課長層から担当者までと

した。 

2) 調査方法 

 聞き取り調査は、対面にて行い，調査

項目について自由回答することとした。

加えて、調査項目についての聞き取り後

に自由に意見交換を行った。 

 調査項目 

・新入社員の安全に関する能力 

・新入社員に対する安全教育 

・大学等が行っている安全教育について

期待すること 

・企業における新入社員に対する安全教

育について 

・自由意見 

 聞き取りにおいては、必要に応じて質

問における用語等の説明を加えた。聞き

取りは、対象者が答えることが可能な範

囲内で行うこととした。 

 

C.結果 

 12 社から聞き取りを行った。聞き取っ

た内容で公開を希望しない項目・内容に

ついては非公開とした。 

A 社 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 製造業 環境保安課 課長 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 労働安全の知識(指差呼称、KYT、RA)

に関しては従来より入社後教育によると

ころが大きく、能力の過不足は感じない

(そもそも最初から期待していない)。但し

知識はあるが原理を知らない印象がある。 

 安全を含めた問題解決能力の低下は著

しい。例えば、安全上の課題に対して問

題の修正(壊れたものを直す)に留まり、原

因追究・再発防止(なぜ壊れたのかを追求

しまた壊れないようにする)を図る能力

がない、努力が見られない。問題の修正

は早いが面倒なことは手を付けない傾向

がある。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 原理原則に基づく問題解決能力、努力

の修養。現場従業員は十分な経験を持っ

ているが学卒者にはそれがない。それ故、

原理原則を学んだという立場から、それ

に基づいて指導力を発揮してほしい。 

 体感可能な教育による危険感受性の向

上。企業では、安全に「危ない思い」を

教え込むことに大変苦労している。大学
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で、多種多様な「危ない思い」を体感す

ることで、現場に即適応可能な危険感受

性を養成する可能性を持っている。但し

学生指導を誤ると「危険に鈍感な」新人

になりかねないリスクもある。 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 安全理念、安全行動指針、社内ルール、

法令順守と法定資格、ゼロ災害、保護具

着用、3S、危険物、KY、指差呼称、交通

安全、ヒヤリハット、リスクアセスメン

ト、ISO⇒教育した内容はそれぞれ身に

着けていると感じている。 

⑤その他の特記事項 

 繊維・化学大手企業(従業員 4 万名以上)、

当該工場は従業員 140 名、ABS 樹脂製造

が主な事業。ここ最近の学卒者の配属は

年数名、現場実習を経て各部署に配属さ

れる。技術担当者や管理職としての業務

が期待されている。現場作業は高卒者が

主体、中年層が多い。構内の設備工事や

整備は小規模の協力会社に、また梱包や

一部ライン作業は 50 名規模(中高年主体)

の関連会社に委託している。 

 

B 社 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 建設業 安全衛生室 室長 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 もともと学卒者には安全に関する能

力・知識は期待していない。ないものと

して教育している。年代の移り変わりを

見ても、その点では大きな変化は感じな

い。 

 物の言い方、指導の仕方、リーダーシ

ップはOJTで身につけて行くことになる

が、習熟度は人それぞれ。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 特に求めていないが、あえて言うなら

スタッフ・部下への指導力やスキルが欲

しい。学卒者は自分より年長で経験のあ

るスタッフを使っていくことになる。そ

の時、経験のなさ・自信のなさから遠慮

してしまい、言うべきことが言えず、リ

ーダーシップが発揮できない。大学でし

っかり学んできた者として、物の言い方、

指導の仕方、リーダーシップのとり方を

身に着けていると良いと思う。 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 北九州市に研修センターがあり、高卒

学卒を問わず半年、座学、技術、もちろ

ん安全についてもしっかりと教育を行っ

ている。その後の実践的な技術は OJT に

よるところが大きい。 

⑤その他の特記事項 

 プラント建設業(従業員 1700 名)、当該

支社は従業員 300 名、製鉄所内の工事・

プラントメンテナンスが主な事業。ここ

最近の学卒者の配属は年数名。技術担当

者として、元請との調整、工事の計画や

設計から管理・監督の業務(安全管理も含

む)が期待されている。現場作業は高卒者

が主体、中高年層が多い。また常用やス

ポットの協力会社に業務を委託すること

も多い。 

 

C 社 



 34

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 製造業 環境安全課 課長 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価  

 基礎的な能力はあると考える。但し就

業する部署によっては十分でない場合が

ある。(以下研究職を意識してヒアリング)

研究職では KY など基礎的な事項は理解

しているが、リスク、危険感受性はまだ

十分ではない。Process Hazard Analysis

といった手法は理解できていない。これ

は研究職以外の現場エンジニアリング系

にも当てはまる。もっとも自身の学生の

ころを振り返れば同様であり、日本では

まだこういった手法は充分広まっていな

いのかもしれない。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 危険感受性（KY 手法の理解や実践） 

 安全に関連する資格の取得 

 SDS の見方。学生のころはあまりしっ

かり見ていなかったのではないかと思わ

れる。また、何がどこに記載してあるの

かも知っていてほしい。保護具について

もきちんと使えると良い。 

 上記、事故を予防する観点から、PHA

などを理解する素地 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 集合教育 

 全世界のシステムで、必要な教育の記

録を web 上で管理できる仕組みを構築し

つつある。職種や階層ごとに、必要な教

育（集合教育、e-learning も含め）を管

理し、必要時期に知らせる仕組みになっ

ている。 

 各職場における OJT(手順、保護具な

ど)。 

⑤その他の特記事項 

 米国に本社を有する化学会社(従業員 1

万名以上)と日本の大手繊維・化学会社と

の合弁企業、当該事業場は従業員 200 名

規模。シリコンを利用した樹脂や電子材

料などの製造部門と、そのための研究開

発部門、及び本社機能の一部がある。国

内基準だけでなく米国本社の基準での安

全衛生管理を求められており、定期及び

随時に、米国本社からの監査や指導が入

る。ここ最近の学卒者の配属は年数名。

研究開発部門や技術・管理職としての業

務が期待されている。現場作業は高卒者

が主体、若年-中年層が多い。 

 

D 社 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 その他の事業（化学・電子製品製造の

ための研究） 環境安全グループ グル

ープリーダー 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 作業主任者や危険物管理者など資格を

取って入社する人もいる。経験や足りな

い知識もあるが社内の教育で立ち上げて

いる。飲み込みは良い。 

 他方、大学の研究での安全感覚（素手

で扱うなど…）と企業で求められる安全

感覚にギャップがある。教育訓練の必要

がある。ケガや薬傷予防はできていない。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき
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て欲しい安全に関する能力 

 化学であれば化学実験における安全テ

キストに沿った教育をしっかり行ってき

てほしい。ちゃんと教育できているのか

疑問に感じることがある。 

 電気であれば電気安全、など学科によ

るだろう。自身の専攻分野における安全

のための知識・技術を修得していること

が望まれる。 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 新人共通で公開講座を行っている。経

理や労務管理、生産管理など社員として

知っているべき事項を教えているが、そ

の中に当然環境安全も含んでいる。テス

トを行っているが、理解度は良好。 

そのあとは OJT で修得してもらう。 

⑤その他の特記事項 

 大手鉄鋼会社から派生した化学会社

(従業員 1600 名以上)、当該研究所は従業

員 120 名、樹脂と銅箔を圧着した電子材

料、有機ディスプレイ材料、電池などの

研究も行っている。ここ最近の学卒者の

配属は年数名、現場実習を経て各部署に

配属される。研究者としての業務が期待

されている。実際の製造は関連会社で行

う。東京の本社や九州・西日本にある事

業場との往来が多く、上司は別事業場に

いるといった形態も多い。また海外出張

もしばしばある。 

 

E 社 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 機器保守メンテナンス・建設業 保守

メンテナンスサービス部門 安全衛生委

員会作業安全部会長 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 低下というよりは、安全の知識はほと

んどゼロに近い感じ。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 学校でもやっているところが多いとは

思うが、学生側がそれを受け止めていな

い背景がある。単に講義的に教えるので

はなく、実地を踏まえて指導をするよう

な仕組みがあるとよい。 

 たとえば当社では、インターンシップ

制度（学生の体験就業）の機会に、半日

程度をかけて指差呼称や KY４R（ラウン

ド）を学生にやらせている。初めは恥ず

かしがっているが、徐々にできるように

なってくる。こういう経験を学生のうち

から実施して、危険に関する感度をあげ

て行ってもらえるとよいのではないか。 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 新入社員研修などで意図的に説明を半

日程度で実施する機会がある。また、低

圧電気工事取扱い作業者研修については、

全社員に教育機会を与えていたものを、

今年度から新入社員にも実施し始めた。 

 また、新入社員ではないが、職長や主

任者向けの危険予知を、社内トレーナー

制度を用いてその都度実施している。 

⑤その他の特記事項 

 その他、労災関連事故等の発生時に情

報の共有をしている。 

  

F 社 
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①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 製造業 研究所 安全管理者 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 十分な能力はない。たとえば機械系出

身で酸とかアルカリ・溶剤の危険性を知

らない人がいきなり化学系の職務に就か

ざるを得ないこともある。 

 また、専門性の高度化を背景に能力が

違うところにシフトしている感じであり、

たとえば５S を最初にきちんと教えない

といけないこともある。専門性の高度化

を背景に、安全管理面としては悪い方悪

い方に流れている感じ。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 最近は専門分化を背景に大学等での研

究内容が細分化されていて、出身の学科

名聞いても、何をしているのか良くわか

らないのが現状。したがって、化学系だ

ったら酸アルカリの扱いをある程度知っ

ておいてほしいが、その系統から来ても

安全管理面での知識が均一ではない。そ

の分野に見合った最低限の知識の教育は

しておいてほしい。 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 機械の扱い・化学品の扱いについて、

入社時に各 2 時間くらい講義をしている。

また、他の事業所での現場トレーニング

を 2 か月したのち、研究所内では各研究

部門を 2 か月で巡回研修があり、そうい

う機会に OJT で実施しているが、安全教

育に特化しているわけではない。教育内

容は現場に任せている。 

⑤その他の特記事項 

 新規導入化学品のリスクアセスメント

をしている。機械系の人が化学をしたり、

化学系が機械の仕事をしたりするため、

数年前からリスクアセスメントをするよ

うになった。担当者が外部に安全教育を

受けに行って、リスクアセスメントの重

要性を理解したことがきっかけ。担当者

の一途な思いもあるが、ISO14000 もそ

の背景にある。 

 

G 社 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 計測機器製造業 総務部 主任 生産 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 工場での安全と大学での安全とは異な

るため同レベルで評価することは困難と

考えます。例えば、大学の実験室で着帽

の規則は無いが工場ではあります。です

ので、どうしても着帽の習慣を持続する

ことができない新入社員が見受けられま

す。新入社員の能力ではなく、習慣の違

いであり会社での教育で向上させる方針

です。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 学問だけでなく、社会生活において何

が危険行動なのかを感じ取る感性。 

 ５Ｓに関する知識（整理・整頓・清潔・

清掃・躾）。特に生産工場である弊社の場

合 

 様々な注意事項があるため、注意され

たら素直に従うことのできる姿勢。 
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④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 新入社員入社後の導入教育時に総務か

ら安全教育の実施 

 配属後、各配属先での個別安全教育の

実施 

⑤その他の特記事項 

 特記なし 

 

H 社 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 機械器具製造業 安全管理統括センタ 

◯◯安全グループ 企画員(担当者)  

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 職場毎に内在する災害ポテンシャルは

異なり、それらに対応するための十分な

能力については職場配属の後、作業に就

く前に職場にて初任時教育として共通的

教育と当該業務特有の安全教育を実施し

ている。その為、最初から新入社員に十

分な安全の能力があるとは言い難いが、

その能力の低下についても大差ないと考

える。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 配属先により必要となる具体的能力は

異なるが、安衛法の横断的基本知識とし

て衛生管理者資格等の取得は有効だと考

える。 

また、何より「安全第一」、「ルールを守

る」ことを意識できることが重要だと考

える。 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 入社後に会社生活における共通的内容

の集合教育を一定期間実施し、職場配属

となる。配属後は、作業従事前に安衛側

の第 35 条及び第 36 条に基づく法定教育

を実施、受講をしている。 

 また、以降、若年層安全研修会(目安：

３0 才以下)、中堅技能者 OJT 教育等各種

社内安全教育を実施している。 

⑤その他の特記事項 

 作業内容、作業環境等夫々の職場状況

による部分が多いため、配属後に行う安

全教育が重要となってくるが、共同作業

等も多いため、コミュニケーション能力

は必須である。 

 

I 社 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 一般産業用機械装置製造業 総務部 

安全グループ 部長代理 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 常識的な安全知識・能力はある程度有

ると判断するが、危険と感じる(見抜く)

能力が低い。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 「自分の安全・健康は、自分で守る」

が基本となる事から、自分が置かれてい

るさまざまな環境の中で、危険を予知す

る能力と行動に至る自己対応法。 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 グループ安全衛生ポリシー並びに会社

(事)の安全衛生方針説明 

 会社(事)の安全衛生活動内容の紹介  

(労働安全衛生マネジメントシステム・リ
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スクアセスメント活動、等) 

 会社(事)の安全衛生規則・制度説明と各

種ルールの徹底 

 労働災害の定義と災害事例教育 

 緊急事態発生時の行動・対応法 

 安全体感(切創・巻き込まれ・転倒・運

搬・保護具着用等々)教育と危険予知訓練 

⑤その他の特記事項 

 特記なし  

 

J 社 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 製造業 非公開 非公開 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 個人差があると思う。差が大きくなっ

ているか、全体的に低下しているかは感

じ取れない。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 危険予知などはセンスもあるかと思わ

れるが、簡単な事例学習はできるように

なっていて欲しい。 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 座学が中心であるが、体感教育も取り

入れている。 

⑤その他の特記事項 

 学生時代から安全について教育を受け

ておくことは良いことである。 

  

K 社 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

 食品製造業 管理課 スタッフ 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

 現場教育としてリスクを回避するため

にわからないことをわからないというこ

とができることが必要。コミュニケーシ

ョン能力の低下。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 リスクに対して一つの考え方でなくマ

ルチに考えられる力は必要。 

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 食品製造業なので手洗い等の衛生教育 

外来講師による講演、テーマを与えて発

表させるなどを理解の評価のために取り

入れている。 

⑤その他の特記事項 

 特記なし 

 

L 社 

 

①聞き取り対象の業種、部署、役職 

非公開 

②学卒新入社員の安全に関する能力につ

いての評価 

研修中の災害発生があることから、十分

とは感じていない。 

③学卒新入社員が大学等で身につけてき

て欲しい安全に関する能力 

 労災に対する意識が低いと感じるので、

それに関する知識や意識向上が欲しい。

④学卒新入社員に対する安全教育の内容 

 新入社員研修に、安全衛生教育は含ま

れており、リスクアセスメント、労災に

ついて、小集団活動について、健康管理

について実施している。 
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⑤その他の特記事項 

 特記なし 

 

D.考察 

企業からの聞き取りでは、大学の安全

教育への期待はあるが、現在の学卒新入

社員の安全感性、安全のレベルは不十分

であるとのことでほぼ意見は一致してい

た。しかし、大学で安全教育を行うこと

の意義は認めていた。大学での教育に期

待するものとしては、基本的な安全の理

解とリスクの認知であり、企業によって

は、さらにコミュニケーション能力など

も挙げられていた。これを補うためか企

業におけり新入社員教育においては、リ

スクの認知やグループワークなどを含む

例もあった。 

企業では主に作業標準の整備やマネジ

メントシステムの導入による安全活動が

展開おり企業内での活動に関しての安全

な行動をとる事ができるように教育は行

われおり、またそれを応用できるように

KY 等の活動が行われていた。特に安全感

性の育成については、KY の活用や体験型

の訓練が組み込まれている例があった。 

 

E.結論 

 企業の安全担当者等は現状では大学に

おける安全教育への信頼は高くない。む

しろ自社での一定レベルまで教育するこ

とは当然と考えている。しかし、大学で

標準的な安全の知識の習得やリスクの認

知などは期待しており、大学における安

全教育においてはこれらの点について考

慮したプログラムの設定が望まれる。 

 

F.参考文献 

なし 

 

G.研究発表 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

大学等における安全教育の現状及び企業の期待する安全教育に関する調査 

 
研究分担者 長岡技術科学大学 システム安全系教授   福田隆文 

研究要旨： 本研究は、「大学等における効果的な安全教育プログラムに関する研究（２

４２１０３０１）」の一部として、昨年度の引き続き実施した。昨年度に引き続き、(1) 

安全教育のプログラムを有する大学（長崎大学、関西大学、千葉科学大学、富山工業

高等専門学校）等での実践の状況とそこでの問題点のヒアリング調査と、新たに(2) 安
全に積極的に取り組んでいる企業（大手製造業、中堅部品製造業）を選び、大学等で

の教育に対する要望に関するヒアリング調査を行った。その結果を昨年度のアンケー

ト調査と比して、ヒアリング対象の会社の認識が、アンケート結果と矛盾しないこと

を確認した。その結果、(1) 若年者の危険性への感性の低下は認められる、(2) 危険性

への感受性を高めるのに体験型学習や PBL は一定の効果はある、(3) 一方、大学等

の卒業者には、労働安全衛生法や労働安全衛生規則などの知識、危険性の知識を求め

ている声が大きいことが分かった。これらの点を踏まえて、KYT での危険性の指摘に

加えて、PBL 形式で安全化策まで提案するという問題解決まで導き、それを文書化す

る演習を提案した。 

 

研究協力者 

なし

 

Ａ. 研究の背景と目的 

労働災害の死者数は近年は下げ止まり

感もあるが、徐々にではあるが下がりつ

つあり、平成 25 年には年間 1,000 人を下

回った。これには、平成 18 年に労働安全

衛生法 28 条の 2 の改正による危険性・有

害性の調査の努力義務化等の施策の効果

と思われる。 
危険性・有害性の調査、つまりリスク

アセスメントを行う際には、危険に気付

く「危険源の同定」が大切である。危険

源の同定では、例えば機械であれば、JIS 
B 9702 機械類の安全性－リスクアセス

メントの原則 附属書 A のリストを使用

する。しかし、このような表を使用して

も、現実には、リスクアセスメントの質

はかなり実施者のスキルに依存する。し

たがって、リスクアセスメントを実施す

る担当者の危険への感受性もまた大切で

ある。 
本分担研究では、以上の問題点をスタ

ートとし、昨年度までの研究に引き続き、

(1) 安全教育のプログラムを有する大学

等での実践の状況とそこでの問題点のヒ

アリング調査と、新たに(2) 安全に積極的

に取り組んでいる企業を選び、大学等で

の教育に対する要望に関するヒアリング

調査を行った。その結果を昨年度のアン

ケート調査と比して、ヒアリング大勝の

会社の認識が、アンケート結果と矛盾し
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ないことを確認した。 

 
Ｂ. 大学での先端的プログラムの調査 

B-1  ヒアリング調査の計画 
安全に関して先端的な取り組みを行っ

ている B-2～B-5 に示す大学、高専を訪問

し、その実践から今後の安全教育に組み

入れることが可能な項目を抽出する。 
各大学・高専に訪問趣旨と質問項目を

事前に伝え、当日はその項目を中心に議

論した。 
以下の記述では、依頼趣旨を示した後、

ヒアリングした事項を章見出しの下に記

述した。最後に「まとめ」として、それ

ぞれの大学・高専の活動を総括した。 

 
B-2  長崎大学でのヒアリング 
事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。 

長崎大学 

安全工学研究センター 

久保 隆 先生 

 私は、長岡技術科学大学 システム安全

系に勤務しております福田と申します。 

用件ですが、次の時間帯にお訪ねした

らお目にかかれるでしょうか？ 

日時 ３月２９日金曜日１３：００～ 

１７：００の間の二時間くらい 

伺いたいこと 

＊＊ 貴センター設立の趣旨、 

＊＊ 活動の概要(扱われている分野)、 

＊＊ 安全教育の必要性（どのような学

生を対象に、どのようなスキルや知

見を身につけさせよいとお考えか）

＜＜将来、生産活動の管理（多くの

場合、安全も含んだ管理になると思

います。）に従事する者にどのような

教育が必要か＞＞ 

＊＊ 教育効果の評価方 

バックグラウンド 厚生労働科研費で、

「大学等における効果的な安全教育プロ

グラムに関する研究」があり、東京大学・

産業医科大学と一緒に行っています。私

は、その中で、大学等における安全教育

の現状と安全教育の結果の評価について

担当しています。 

ヒアリング日時：平成 25 年 3 月 29 日

15:00～17:00 

ヒアリング場所：長崎大学総合実践教育

研究支援センター（旧

安全工学研究センター） 

面談者：センター長 林 秀千人 教授 

同センター 小山 敦弘 教授 

          田中 俊幸 准教授 

久保 隆 助教 

 
センターの役割 安全な社会を支える創

造性豊かな技術者を育成するために、課

題解決型実践教育、モノづくり教育、安

全工学教育、リメディアル教育とその研

究開発を行い、またこれらの融合を試み

ることをテーマとしている。 
 部門は、図 1 の 5 部門からなる。 
 安全工学部門では、学部教育「安全工

学及び工学倫理」、「安全工学セミナ」

（過去に起きた事故や災害等の問題

を調査・討論することにより、安全意

識の向上を図るとともに、リスクアセ

スメント等の重要な考え方を扱う）、

全学教育「安全で安心できる社会」な

どを開講している。また、絶対安全の

実現は不可能である事実を認め、リス

クマネジメントやリスクアセスメン

トを行うことで、安全で安心な社会を

築き上げることの重要性を教育する。 

 



 

 

図 1 長崎大学総合実践教育研究支援セ

ンターの組織

 

 創造工房では

支援やものづくりに関する卒業研究

および教員の研究支援を行う。主に、

実技面の安全を担っている。

センターの考える輩出したい人物像

リスクマネジメントができて、実装でき

る行政や消防の方面で活躍する人材、・

分離融合型の人材、・幅広い層に安全に

ついて指導できるものづくりに関わるエ

ンジニアの育成を目指している。

センターでの新規構想

全工学のエッセンスを集めた副専攻を計

画している。副専攻では、社会人向け短

期間講座（公開講座）やロールプレーイ

ングを取り入れた教材の見せ方や提供の

仕方のブラッシュアップ等を行いたい。

安全スキルの評価

ペーパー試験で、例えば危険源を見つけ

る能力を測ることは可能であるが、

先の評価法はまだ思考中である。

安全教育の課題

1. 知識を使える訓練

きること（智恵にする）能力、公式を

利用して問題を解決できる能力。

2. 企業の文化の創成

長崎大学総合実践教育研究支援セ

ンターの組織

創造工房では

支援やものづくりに関する卒業研究

および教員の研究支援を行う。主に、

実技面の安全を担っている。

センターの考える輩出したい人物像

リスクマネジメントができて、実装でき

る行政や消防の方面で活躍する人材、・

分離融合型の人材、・幅広い層に安全に

ついて指導できるものづくりに関わるエ

ンジニアの育成を目指している。

センターでの新規構想

全工学のエッセンスを集めた副専攻を計

画している。副専攻では、社会人向け短

期間講座（公開講座）やロールプレーイ

ングを取り入れた教材の見せ方や提供の

仕方のブラッシュアップ等を行いたい。

安全スキルの評価

ペーパー試験で、例えば危険源を見つけ

る能力を測ることは可能であるが、

価法はまだ思考中である。

教育の課題 

知識を使える訓練

きること（智恵にする）能力、公式を

利用して問題を解決できる能力。

企業の文化の創成

長崎大学総合実践教育研究支援セ

ンターの組織 

創造工房では、学生実験、実習の教育

支援やものづくりに関する卒業研究

および教員の研究支援を行う。主に、

実技面の安全を担っている。

センターの考える輩出したい人物像

リスクマネジメントができて、実装でき

る行政や消防の方面で活躍する人材、・

分離融合型の人材、・幅広い層に安全に

ついて指導できるものづくりに関わるエ

ンジニアの育成を目指している。

センターでの新規構想 8
全工学のエッセンスを集めた副専攻を計

画している。副専攻では、社会人向け短

期間講座（公開講座）やロールプレーイ

ングを取り入れた教材の見せ方や提供の

仕方のブラッシュアップ等を行いたい。

安全スキルの評価 第一段階としては、

ペーパー試験で、例えば危険源を見つけ

る能力を測ることは可能であるが、

価法はまだ思考中である。

  
知識を使える訓練 知識を体系化で

きること（智恵にする）能力、公式を

利用して問題を解決できる能力。

企業の文化の創成 「安全を考えるこ

長崎大学総合実践教育研究支援セ

学生実験、実習の教育

支援やものづくりに関する卒業研究

および教員の研究支援を行う。主に、

実技面の安全を担っている。 
センターの考える輩出したい人物像 

リスクマネジメントができて、実装でき

る行政や消防の方面で活躍する人材、・

分離融合型の人材、・幅広い層に安全に

ついて指導できるものづくりに関わるエ

ンジニアの育成を目指している。 
8 単位相当の

全工学のエッセンスを集めた副専攻を計

画している。副専攻では、社会人向け短

期間講座（公開講座）やロールプレーイ

ングを取り入れた教材の見せ方や提供の

仕方のブラッシュアップ等を行いたい。

第一段階としては、

ペーパー試験で、例えば危険源を見つけ

る能力を測ることは可能であるが、その

価法はまだ思考中である。 

知識を体系化で

きること（智恵にする）能力、公式を

利用して問題を解決できる能力。

「安全を考えるこ
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長崎大学総合実践教育研究支援セ

学生実験、実習の教育

支援やものづくりに関する卒業研究

および教員の研究支援を行う。主に、

 ・

リスクマネジメントができて、実装でき

る行政や消防の方面で活躍する人材、・

分離融合型の人材、・幅広い層に安全に

ついて指導できるものづくりに関わるエ

の安

全工学のエッセンスを集めた副専攻を計

画している。副専攻では、社会人向け短

期間講座（公開講座）やロールプレーイ

ングを取り入れた教材の見せ方や提供の

仕方のブラッシュアップ等を行いたい。 
第一段階としては、

ペーパー試験で、例えば危険源を見つけ

その

知識を体系化で

きること（智恵にする）能力、公式を

利用して問題を解決できる能力。 
「安全を考えるこ

まとめ

を置いて、

しているように感じられた。

で示された授業科目の履修者人数は不明

であるが、受講した者にとっては、リス

クベースの考え方、その際の安全化の検

討に必須であるリスクアセスメントを

在学中に実際に行うことは、安全への理

解と危険性への合理的な対応を考える上

での素養となると思われる。

は

れた。

B-

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。

関西大学

社会安全学部

河野

 

問させていただきたく、受入れをお願い

いたします。

 

＊＊

＊＊

われている分野、貴学会の安全に対する

基本的な考え方、貴学科における教育上

の特徴

＊＊

生を対象に、どのようなスキルや知見を

身につけさせよいとお考えか、その場合、

学生はどのような業務につくことを想定

されているか）

＊＊

教育の効果を中心に）

とが意味がある」という意識を持たせ

る必要がある。

まとめ ものづくりにおける安全に足場

を置いて、リスクベースの安全を基本に

しているように感じられた。

で示された授業科目の履修者人数は不明

であるが、受講した者にとっては、リス

クベースの考え方、その際の安全化の検

討に必須であるリスクアセスメントを

在学中に実際に行うことは、安全への理

解と危険性への合理的な対応を考える上

での素養となると思われる。

なお、富山高専でおこなっている

は、意識付けによい効果があると紹介さ

れた。 

 

-3 関西大学でのヒアリング

事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。

関西大学 

社会安全学部

河野 和宏 

 用件ですが、次の

問させていただきたく、受入れをお願い

いたします。

 伺いたいこと

＊＊ 貴学科設立の趣旨、

＊＊ カリキュラムの概要

われている分野、貴学会の安全に対する

基本的な考え方、貴学科における教育上

の特徴)、 

＊＊ 安全教育の必要性（どのような学

生を対象に、どのようなスキルや知見を

身につけさせよいとお考えか、その場合、

学生はどのような業務につくことを想定

されているか）

＊＊ 教育効果の評価方（成績ではなく、

教育の効果を中心に）

とが意味がある」という意識を持たせ

る必要がある。 
ものづくりにおける安全に足場

リスクベースの安全を基本に

しているように感じられた。

で示された授業科目の履修者人数は不明

であるが、受講した者にとっては、リス

クベースの考え方、その際の安全化の検

討に必須であるリスクアセスメントを

在学中に実際に行うことは、安全への理

解と危険性への合理的な対応を考える上

での素養となると思われる。

なお、富山高専でおこなっている

意識付けによい効果があると紹介さ

関西大学でのヒアリング

事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。

社会安全学部 

 先生 

用件ですが、次のことをお伺いしに訪

問させていただきたく、受入れをお願い

いたします。 

伺いたいこと 

貴学科設立の趣旨、

カリキュラムの概要

われている分野、貴学会の安全に対する

基本的な考え方、貴学科における教育上

安全教育の必要性（どのような学

生を対象に、どのようなスキルや知見を

身につけさせよいとお考えか、その場合、

学生はどのような業務につくことを想定

されているか） 

教育効果の評価方（成績ではなく、

教育の効果を中心に）

とが意味がある」という意識を持たせ

ものづくりにおける安全に足場

リスクベースの安全を基本に

しているように感じられた。ヒアリング

で示された授業科目の履修者人数は不明

であるが、受講した者にとっては、リス

クベースの考え方、その際の安全化の検

討に必須であるリスクアセスメントを

在学中に実際に行うことは、安全への理

解と危険性への合理的な対応を考える上

での素養となると思われる。 

なお、富山高専でおこなっている

意識付けによい効果があると紹介さ

関西大学でのヒアリング 
事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。

ことをお伺いしに訪

問させていただきたく、受入れをお願い

貴学科設立の趣旨、 

カリキュラムの概要(器楽科で扱

われている分野、貴学会の安全に対する

基本的な考え方、貴学科における教育上

安全教育の必要性（どのような学

生を対象に、どのようなスキルや知見を

身につけさせよいとお考えか、その場合、

学生はどのような業務につくことを想定

教育効果の評価方（成績ではなく、

教育の効果を中心に）         

とが意味がある」という意識を持たせ

ものづくりにおける安全に足場

リスクベースの安全を基本に

ヒアリング

で示された授業科目の履修者人数は不明

であるが、受講した者にとっては、リス

クベースの考え方、その際の安全化の検

討に必須であるリスクアセスメントを、

在学中に実際に行うことは、安全への理

解と危険性への合理的な対応を考える上

なお、富山高専でおこなっている PBL

意識付けによい効果があると紹介さ

 
事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。 

ことをお伺いしに訪

問させていただきたく、受入れをお願い

器楽科で扱

われている分野、貴学会の安全に対する

基本的な考え方、貴学科における教育上

安全教育の必要性（どのような学

生を対象に、どのようなスキルや知見を

身につけさせよいとお考えか、その場合、

学生はどのような業務につくことを想定

教育効果の評価方（成績ではなく、
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＊＊ 学生の安全性への感性について 

＊＊ その他 

訪問の背景のご説明 厚生労働科研費

で、「大学等における効果的な安全教育プ

ログラムに関する研究」があり、東京大

学・産業医科大学と一緒に行っています。

私は、その中で、大学等における安全教

育の現状と安全教育の結果の評価につい

て担当しています。この研究の一環で、

貴学科における安全教育先般について教

えて頂ければと思います。 

ヒアリング日時：平成 25 年 12 月 26 日

10:00～12:00 

ヒアリング場所：関西大学社会安全学部 

面談者：学部長 小澤 守 教授 

同学部 河野 和隆 助教 

 

学科の特徴 文系の学生に、（犯罪・テ

ロ以外の）様々なリスクをマネジメント

できることを目標に教育を行う。これに

呼応して、教員も 1/3 は理系の教員であ

るが、残りは文系教員。 
卒業生の進路 消防・警察・自衛隊を含

む公務員で、将来は指揮官となる人材を

輩出したい。その他、損保、製品安全、

行政も含んで考える。 
カリキュラム 新入生から体験実習を行

わせる。兵庫県人と未来防災センター、

三木市の e-defense（実体大三次元加震装

置）、消防訓練センターに連れて行く。

２年次には野洲でトラック運転手訓練を

させ、認識、動作の遅れ、ヒューマンエ

ラーを身をもって感じさせる。基礎演習

では、論文を読ませている。現場にも行

かせている。東日本震災では、ボランテ

ィアと調査を兼ねて学生を現地に行かせ

た。災害の後は測量実習を行うことで体

感させた。このようなことを通じて、学

んでいることが実社会と関連があること

を意識付けしている。 
安全に関する教育の効果の測定法 短期

的な評価は無理で、将来の行動と発言で

評価される事になる。視点・視野が異な

る人材を輩出するようにしたい。 
危険に対する感性 生活レベルでは危険

を避ける感性、一方仕事では組織的な問

題としてとらえる感性が必要。リスクの

概念がないと安全を議論できない。行政

も考え方が変わる必要性があると感じ、

行政機関の方の教育も必要であると考え

ている。 
 小学校では、危険を排除した安全な作

業を与えている。社会（仕事）では、ル

ールを教え、理解させることが大切であ

る。 
まとめ 提供科目は表 1 に示す様に充実

している。カリキュラム上の特徴は、体

験型学習を初期の段階から取り入れるこ

とで、身をもって理解することをカリキ

ュラム構築の基礎としている。これは、

後述の PBL にも考え方は通じている。 

 
B-4 千葉科学大学でのヒアリング 
事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。 

千葉科学大学 

長谷川 俊和 先生 

王 晋民 先生 

 早速用件ですが、貴学をお訪ねし、次

の事項に関してご意見を伺えますでしょ

うか？ 

 ご検討賜り、ご回答いただければ幸い

です。 

伺いたいこと 

＊＊ 貴学科設立の趣旨、 

＊＊ カリキュラムの概要(器楽科で扱
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われている分野、貴学会の安全に対

する基本的な考え方、貴学科におけ

る教育上の特徴)、 

＊＊ 安全教育の必要性（どのような学

生を対象に、どのようなスキルや知

見を身につけさせよいとお考えか、

その場合、学生はどのような業務に

つくことを想定されているか） 

＊＊ 教育効果の評価方（成績ではなく、

教育の効果を中心に） 

＊＊ 学生の安全性への感性について 

＊＊ その他 

訪問の背景のご説明 厚生労働科研費

で、「大学等における効果的な安全教育プ

ログラムに関する研究」があり、東京大

学・産業医科大学と一緒に行っています。

私は、その中で、大学等における安全教

育の現状と安全教育の結果の評価につい

て担当しています。この研究の一環で、

貴学科における安全教育先般について教

えて頂ければと思います。 

ヒアリング日時：平成 25 年 12 月 27 日

13:00～15:00 

ヒアリング場所：千葉科学大学危機管理

学科 

面談者：危機管理学科危機管理システム

学科   長谷川 俊和 教授 

                    王 晋民 教授 

 

学科の特徴 危機管理を様々な視点から

総合的にとらえ、事前/事後に対処できる

ような人材を輩出する。つまり、実務管

理的・経営的・法的な危機管理手段を用

い、経済・金融・企業経営、情報漏洩等

のさまざまなリスクや危機を最小限に抑

止するための知識と能力を身に付けた人

材を育成します。 

身につけさせたい安全のスキル どの分

野でも共通することを気付かせ、それぞ

れの分野にアナロジーできることを教え

るのがよい。大学なので、実学を教える

という点では限界があるが、それでもで

きるだけ具体的に教授する。例えば、概

念設計段階から本質安全設計を取り入れ

るという概念を教授することがポイント

になる。 
安全に関する教育の効果の測定法 所謂

テストで知識を確認して、作文で理解度

を見るというのが現実的なところであろ

う。 
危険に対する感性 危険な箇所が少なく

なってきた（特に人工物では）ので、危

険への感受性が下がってきているのは事

実である。では、でのようにして高める

かであるが、「危険（源）の存在」につ

いては、事例、物、シミュレーション等

で示すことが必要。これは、危険源につ

いては、知識が要るということ。「その

危険が大きいか」については、どのよう

な事が起こるかを認識できるか否かで決

まる。 
リスク認知／心理学の立場からみたルー

ル違反とそのことによる災害の防止 (1)
管理者と作業者でのリスク認識の相違は

事故の原因になる。判断のエラー（バイ

アス）が発生した際のフィードバックは

自分の判断のチェックになる。(2)ルール

（基準）の余裕を分かりやすく知らせる

ことは大切。「まだ大丈夫」と思ってい

たが事故になってしまった例は、安全・

危険の範囲が分からないから正しい対応

はできなかったと考えられる1。(3)更に、

                                                  
1 この点については、逆に、余裕を教え
ることで、そこまで安全回避をしなくな
るという側面もあると考えられる。 
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ルール違反をチェックする機能がないと

ルール違反が発生する。(1)～(3)が組織と

しても、個人としても機能することが大

切である。 
また、現場で判断に迷うルールは不祥

事の原因となる。 
まとめ 総合的に危機管理を行う体系的

な科目大系（表 2）を有している。長谷川

教授は、計画初期（概念設計時から）か

ら本質安全を考えるという概念を基本に

据えた考えを述べていた。 

 
B-5 富山高専でのヒアリング 
事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。 

富山高等専門学校 

技術室 

技術専門員 

伊藤 通子 様 

早速用件で恐縮ですが、貴学において

次のことを伺いたく存じます。 

 ご検討賜り、ご回答いただければ幸い

です。 

伺いたいこと 

＊＊ PBL の特徴 

＊＊ PBL 実践の概要、基本的な考え方 

  (できる限りホームページで中味を

理解してから伺います。） 

＊＊ 安全教育の必要性（どのような学

生を対象に、どのようなスキルや

知見を身につけさせよいとお考え

か、その場合、学生はどのような

業務につくことを想定されている

か。PBL に限らず、技術者教育と

して身につけさせるべきことは何

か。） 

＊＊ 教育効果の評価方（成績ではなく、

安全性/危険性への感性の醸成の

効果を中心に） 

＊＊ 学生の安全性への感性について

（最近は危ないことを知らないと

言われるが、それは真か。） 

＊＊ その他 

訪問の背景のご説明 厚生労働科研費

で、「大学等における効果的な安全教育プ

ログラムに関する研究」があり、東京大

学・産業医科大学と一緒に行っています。

代表者は東京大学の大久保 靖司 先生

です。 

  私は、その中で、大学等における安

全教育の現状と安全教育の結果の評価に

ついて担当しています。この研究の一環

で、PBL の安全に関する感性の醸成への

効果について伺いたいと考えています。

併せて、貴高専における安全教育先般に

ついて教えて頂ければと思います。 

ヒアリング日時：平成26年2月18日9:00

～11:00 

ヒアリング場所：富山工業高等専門学校 

面談者：技術専門員 伊藤 通子 様 

 

同 高 専 で は 、 PBL(Problem-Based 

Learning)を一年次から段階的に実施し

ており、その導入過程と効果、安全教育

への適用可能性と実施上の問題について、

意見を伺った。 

PBL の概要 Problem-Based Learning の

名称から分かるように、問題を設定（発

見）し、その解決にいたるまでを体験す

る。ただし、単なる演習ではなく、協同

による新しい知の創造を伴うように導く

ようにする。そのためには、スタッフの

戦略的なプログラムも必要である。図 2

のコアとなる網掛け部分を 6 年間で修得

できるように組む。△、□、Xは、それぞ

れのテーマの中で、個々人の興味のある
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事項である。それを含む範囲を主体的に

担う。コアの部分は、(1)議論する力、(2)

調査する力、(3)（自分を）評価する力で

あり、これが育たない限り、PBL を行って

も専門が深まらない。 

 

 

図 2 PBL での学習領域 

 

 PBL では、実施した過程、成果を必ず文

章化させる。 

PBL 発展の歴史 米国系とボルドー大学

（デンマーク）系に二系統がある。前者

は、医学分野で発展してきた PBL で、チ

ーム内での個の能力向上（能力発揮）を

目指してきた。後者は、協同による新し

い知の創造を目指している。 

富山高専における PBL 次の様に一年次

から PBL のカリキュラムが用意されてい

る。 

一年次 2 コマ× 1 年 

三年次 3 コマ×0.5 年 

五年次 2 コマ×0.5 年 

専攻科 3 コマ× 1 年 

PBLにおける懸念 PBLに時間を割くこと

で基礎学力のみに付けさせる講義等が相

対的に減ることを懸念する意見があるが、

適切なPBLを実施することで、自ら学び、

仲間に説明し、実際に使うこと等を通じ

て、修得する。知識は、聞いたり、読ん

だりするだけでは、記憶の定着率は 5％～

20％程度と低いが、議論し(50％)、実際

に使い(75％)、他者の説明する(90％)こ

とで、（ ）内のような高い定着率が期待

できる。 

安全への感性 学生が、ビーカーを机に

置く際に割ることがある。このような状

況を、若い教員が把握できていない。教

員は学生レベルまで戻って考える必要が

ある。ただ、それができていない。 

学生の危険性への感性という点では、

個人差が大きくなってきている。例えば、

アウトドア派の家庭で育った学生とそれ

とは対極な家庭で育った学生では、持っ

ている感性の差は大きい。 

まとめ PBL は安全に関連した手法では

ない。しかし、ある問題解決において潜

在する危険性への対応も余儀なくされる

という点で、危険への感受性の向上のき

っかけとして有効と考える。 

 
B-6 大学でのヒアリングの総括 
昨年度はシラバスの調査を行った。ま

た、今年度は安全に関するまとまった授

業科目を有している主な大学・高専から、

考え方をヒアリングした。その中で次に

事項が共通的に指摘された。 
1. 若年者の危険性への感性の低下は認

められる。 
2. 危険性への感受性の評価は困難であ

る。 
3. 体験型学習や PBL は効果的である。 
 

Ｃ. 企業における実践と要望調査 

Ｃ-1  ヒアリング調査の計画 
安全に関して企業に指導している立場

の中央労働災害防止協会及び同協会に

「グッド・セーフティ・カンパニー登録

事業場」の中から特に安全に積極的な取

り組みを行っている企業を紹介いただき

X
X
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訪問企業とし、大学等の安全教育への要

望をヒアリングした。 
各機関・企業に訪問趣旨と質問項目を

事前に伝え、当日は項目を中心に議論し

た。 
以下の記述では、依頼趣旨を示した後、

ヒアリングした事項を章見出しの下に記

述した。最後に「まとめ」として、それ

ぞれの機関・企業での質疑を総括した。 

 
Ｃ-2 安全推進団体でのヒアリング 
事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。 

中央労働災害防止協会 御中 

  突然ですみません。早速用件ですが、

１２月２６日木曜日にお訪ねしたらお目

にかかれるでしょうか？ 

ご検討賜り、ご回答いただければ幸い

です。 

伺いたいこと ＜機械安全に限りませ

ん。労働安全全般とお考えください。＞ 

＊＊ 最近の若者と年配者が社会に出た

頃との（どこまで遡るか難しいです

が）危険の感性の違いはあるか、あ

るとしたらどのような点か。 

＊＊ 高等教育における安全教育の必要

性（どのような学生を対象に、どの

ようなスキルや知見を身につけさせ

よいとお考えか、その場合、学生は

どのような業務につくことを想定さ

れているか） 

＊＊ 安全/危険の完成やその教育の効

果の評価方 

＊＊ リスクアセスメントの感性で出来

る部分と出来ない部分、出来ない部

分には、どのようなスキルを身につ

けさせる教育・訓練が必要か 

＊＊ その他 

訪問の背景のご説明 厚生労働科研費

で、「大学等における効果的な安全教育プ

ログラムに関する研究」があり、東京大

学・産業医科大学と一緒に行っています。

私は、その中で、大学等における安全 

教育の現状と安全教育の結果の評価につ

いて担当しています。この研究の一環で、

日頃、若い社会人の危険への完成につい

て感じておられることと大学でどのよう

な教育をすることが必要とお考えを教 

えて頂ければと思います。 

ヒアリング日時：平成 25 年 12 月 26 日

15:15～17:00 

ヒアリング場所：中央労働災害防止協会 

面談者：マネジメントシステム審査セン

ター員他 2名 

 

危険の感受性の違い 若年であるか年配

者であるかよりも、非正規社員が増えた

ことが問題。ある組立業では、（正規社

員であれば必ず安全に関する新入社員研

修を受けるが）その派遣労働者も、安全

教育を受けてきたというものの、いまま

でものづくりに関わっていなかった人で

あったので、改めて教育した。つまり、

派遣労働者であると、安全教育の実質的

な受講がないことと今まで経験がない作

業に従事するという問題がある。脚立が

関連する死亡事故など、知識もないし、

脚立で冷やっとした経験もない。 

 一般論として、年配者の比して危険性

への感性は低いといえる。 

入社後どのように教育するか 一つの方

法であるが、「べからず集」で概念を形

成し OJT で念押しをする。労働安全衛生

法、労働安全衛生規則があることは重要

で、これから自分の職場でやるべきこと

を考えさせる。また、ルール(規則)は理
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屈が立つことが守らせるためには必要で

ある。 

感性と知識 電気の感電危険や有害化学

物質は、危ないという知識が必要で、感

性でわかるものではない。この違いは重

要で、感性だけで済む話ではなく、必要

な知識はある。 

一般的に、若年者は知識不足による災

害、経験者は油断や自分の身体能力の衰

えを自覚していないことに災害がある。 

ある鉄鋼メーカでは、体感教育と知識

教育をうまく組み合わせている。知識教

育でも、塩酸の危険性を教えた後、塩酸

に鶏肉を入れて見せている。 

結局、感性→知識→行動が一体になる

教育が必要である。行動時の甘い判断で

事故になる事がある。 

事故事例の検討やイラストを見て行う

KYT は、次のことを予想するという能力向

上という効果を期待できる。 

会社の規定 労働安全衛生法・労働安全

衛生規則－会社の規則－作業手順書が一

貫していることが必要である。 

まとめ 感性醸成の議論よりも、感性の

上に載せる知識の議論が中心であった。

その中でも、労働安全衛生法・労働安全

衛生規則の知識、生来の感性には期待で

きないので教えなければならない知識は

教育が必要であることを再認識しなけれ

ばならない。 

イラストを見て KYT を行う話が感性を

高める方法としてでたが、未然防止対策

まで提案するようにすることで、PBL の課

題にすることが可能と考える。 

 

Ｃ-3 大手製造業企業Ａ社でのヒアリン

グ 
事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。 

伺いたいこと 

＊＊ 最近の若者と年配者が社会に出た

頃との（どこまで遡るか難しいです

が）危険の感性の違いはあるか、あ

るとしたらどのような点か。 

＊＊ 高等教育における安全教育の必要

性（どのような学生を対象に、どの

ようなスキルや知見を身につけさせ

よいとお考えか、その場合、学生は

どのような業務につくことを想定さ

れているか） 

＊＊ 安全/危険の完成やその教育の効

果の評価方は何が（どのようなやり

方が）適切か。 

＊＊ （１）リスクアセスメントを、感

性で出来る部分と出来ない部分はな

にか。（２）また出来ない部分には、

どのようなスキルを身につけさせる

教育・訓練が必要か。（どのようなス

キルを身につけさせれば、 

＊＊ （１）企業勤務者に期待する安全/

危険に関する常識と、（２）それを備

えさせる必要な、あるいは有効な教

育 

スタッフ 安全を専門とする方： 

スタッフ 安全を専門としない方： 

作業に従事される方： 

＊＊ スタッフとして想定している作業

者の安全/危険性に関する常識はな

にか。（どのレベルか。） 

＊＊ その他 

訪問の背景のご説明 厚生労働科研費

で、「大学等における効果的な安全教育プ

ログラムに関する研究」があり、東京大

学・産業医科大学と一緒に行っています。

私は、その中で、大学等における安全教

育の現状と安全教育の結果の評価につい
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て担当しています。この研究の一環で、

日頃、若い社会人の危険への完成につい

て感じておられることと大学でどのよう

な教育をすることが必要とお考えか教え

て頂ければと思います。 

ヒアリング日時：平成 26 年 1 月 16 日

15:00～17:00 

ヒアリング場所：Ａ社(東京都) 

面談者：本社ＣＳＲ室リスクマネジメント統

括グループ員 二名 

 

若年者の危険性への感受性 この指摘は

正しい。成長の過程で危ないことをしな

くなってきている。しかし、慣れによる

感受性の低下もある。このことは、ラス

ムッセンの SRK モデルとして研究成果が

まとめっている。 

危険性への感性を高める教育 感性醸成

という点では、幼稚園から高校までと家

庭内での教育が向いている。感性を置き

換えると、新しいことに対処するとき、

危ないと思う
．．

か、危ないと思わない
．．．．

かの

違いであろう。 

危険性への感性の評価方 もし試験する

ならリスクアセスメントを行わせるか KY

を行わせることになる。 

会社での教育 スタッフ部門の要員であ

れば、リスクアセスメントのロジックを

理解させることが必要。また、労働安全

衛生法などの法令・規格・安全のロジッ

クを知らなければならない。 

安全/危険の択一的な発想をする人が

いて、「安全」と判断すると何をしても

安全、「危険」と判断すると一切使えな

いという理解担ってしまうことがある。

そうではなくて、実施にはその間で使っ

ているので、ALARP(As Low As Reasonably 

Practical)の考えで、リスクを低減する

し、その中で作業しているということを

理解しなければならない。これこそ、リ

スク感覚である。 

なお、作業者には、手順書を守ること

を徹底し、その理解のために手順書に安

全のポイントを付記している。つまり、

ノウホワイ(Know-Why)の理解が必要であ

る。 

大学での安全教育 大学生でも研究室に

入れば、そこでの安全管理の実践ができ

る。まずは、安全管理の実践をさせるこ

とが効果的な教育であろう。図 3 に示す

三者が融合することが望ましい。 

 

 

図 3 就業前の安全教育 

 

まとめ 安全を確保するには、知識と感

性の両者が必要であり、前者については

労働安全衛生法を中心とした法令の知識

と電気や化学部室の危険性を教授し、後

者では、KYT が考えられる。KYT に加え、

指摘した危険事象に対する保護方策まで

議論することで、PBL としての実践も可能

と考えられる。PBL で解決に至る過程で、

労働安全衛生法等法規類や規格等を勉強

し、応用することも組み込むことができ

るので、将来企業で管理者となる者への

大学教育

大学に
おける
安全管
理の実
践

幼稚園から高校及び
家庭での危険への感
受性を高める教育
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教育として適切であろう。 

 
Ｃ-4 中小・中堅企業Ｂ社でのヒアリン

グ 
事前送付文書：次の文書（要点のみ掲

載）を送付してヒアリングを申し込んだ。 

Ｂ株式会社 

総務部 

主幹  様 

１０日１３：００に予定通りお伺いい

たします。よろしくお願いいたします。 

 お伺いしたいことのメモをお送りいた

します。字にしますと固い感じですが、

日頃お考えのことをざっくばらんに教え

て頂ければ幸いです。 

＊＊ 労働災害防止に関する問題点・課

題を教えてください。 

＊＊ 労働安全衛生法で規定の有害性・

危険性の調査とそれで見出された

危険への対策はどのようにされて

いますか。 

有害性・危険性の調査を担当され

る方は、そのための教育・訓練を受

けておられるのでしょうか。 

＊＊ 最近の若者と年配者が社会に出た

頃との（どこまで遡るか難しいです

が）危険の感性の違いはあるか、あ

るとしたらどのような点でしょう

か。 

＊＊ 高等教育における安全教育の必要

性について、どのような学生を対象

に、どのようなスキルや知見を身に

つけさせるとよい（就職後役に立つ）

とお考えでしょうか。 

   その場合、学生はどのような業務

につくことを想定されていますか。 

＊＊ 次の方々に期待する安全/危険に

関する常識は何でしょうか。 

   また、それを備えさせる必要な、

あるいは有効な教育はどのようなも

の でしょうか。 

  スタッフ 安全を専門とする方： 

  スタッフ 安全を専門としない方： 

  作業に従事される方： 

＊＊ 大学等に期待される、あるいは求

める安全教育とは、どのようなもの

でしょうか。 

＊＊ その他 

ヒアリング日時：平成 26 年 3 月 10 日

13:00～15:00 

ヒアリング場所：Ｂ社本社工場(東京都) 

面談者：取締役社長、取締役、総務部参事の

三名 

 

機械の新規導入・改造時の安全確認 機

械は購入品の使用と他の機械と組合せて

使用する両形態がある。どちらにしても、

生産ラインを企画・設計する側でのリス

クアセスメント、機械を受領する側での

リスクアセスメントの他、総務課のチェ

ックリストのよる確認がある。 
大学における教育への要望 労働安全衛

生法は大学で教えて欲しい。法的要求事

項を理解していないと何のための法的要

求事項か分からない。大卒の役割は、作

業者に理解させることであり、本人が労

働安全衛生法を知って要ると共にコミュ

ニケーション能力が必須になる。 

その上で、メンタルヘルスのことを知

っているとよい。 

若年者の危険への感受性 最近の人は限

られたことしか経験していない。小刀で

鉛筆を削ることもしていない。しかし、

危険性への感受性は、年齢による差より

も個人差が大きい。「回っているものは

危ない」は皆知っているが、慎重な人は
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大丈夫であるが、そうでない場合には手

を出しかねない。ウオークマンは、街中

の音を遮断してしまっているが、これを

使う世代から、周りの情報を気にしない

様になっていると思う。 

事故の形態 段取りと異常処置の際に起

こることが多い。 

最近の工作機械 最近の工作機械はイン

ターロックがしっかりして設備的には安

全であるが、段取りができない例もある。

高圧で切削液をかける機械では、加工の

様子を見ることもできない。ものを作る

機械という理解の基での設計しなければ

いけない。 
まとめ 自社で設備を改造、あるいはい

くつかの機械を組み合わせて使う際に、

自社でラインを設計し、カバー等を付加

している。そのため、リスクアセスメン

トも設計側と使用側双方で実施している

会社である。学生時代には、どこに就職

するか不明なのである業種で使う知見を

得ることはできないので、労働安全衛生

法のように一般的なことを知ってほしい

という要望であった。 

 

Ｃ-５ 企業でのヒアリングの総括 
1. 若年者の危険性への感受性の低下は、

多くの担当者が認めている。 

2. 一方、大学等の卒業者には、労働安全

衛生法や労働安全衛生規則などの知

識、危険性の知識を求めている声が大

きいことも事実であった。 

3. それを実務に活かすためには、単に法

令等を読むだけではなく、それを活用

するところまで高めることが必要で

ある。その点は、E.1 で検討する。 

 

Ｄ. アンケートから見る安全教育 － 大

学等での安全教育への要望 
昨年度の本調査で行ったアンケート調

査の内、企業で現に安全管理部門に従事

する者への設問「A6.これから入社する人

に学んできて欲しいと考えている、ある

いはあなた自身が社会に出る前に学んで

おきたかったと考えている内容を教えて

ください。」（結果は、昨年度報告書 研究

代表者大久保靖司，厚生労働科学研究費

補助金労働安全衛生総合研究事業「大学

等における効果的な安全教育プログラム

に関する研究（H24-労働-一般-003）総

括・分担研究報告書」，p. 62～66）で示

されていた回答からキーワードを抽出し、

頻度順で示すと、 
ISO/IEC/JIS/安全規格    13 
労働安全衛生マネジメント  11 

であった。また、労働安全衛生関係の法

を上げたものが 5 名いた（回答者は 200
名）。このことから、在学中に基礎知識を

学ぶことは一定の評価を得ていると思わ

れる。 
メーカへのヒアリングは 2 社であった

が、労働安全衛生法の基礎知識を学ぶこ

と求めており、昨年度のアンケート結果

と矛盾するものではなかった。 
 

Ｅ． 考察と結論 

Ｅ-1 大学での安全教育の実践の提案 
 メーカへのヒアリングと昨年度のアン

ケート結果から、大学等で労働安全衛生

法の基礎知識を学ぶことのニーズが示さ

れ、更に、最近の就労者が危険性への感

性が落ちていることとの指摘に対する否

定もなかった。 
以上のことを総合して、一つの教育形

態として、KYT での危険性の指摘に加え

て、PBL 形式で安全化策まで提案するとい
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う問題解決まで導き、それを文書化する

演習が、有効であろうと考えられる。KYT

により、危険性指摘の能力向上が図られ

るが、それだけでなく、危険性の解析を

通じて、その知識を学べる。解決策に至

る過程では、労働安全衛生法等法令や規

格等で示される安全方策を修得すること

になる。 

この形態は、昨年度の本研究での大島、

苅間、大久保らの提言とも一致している。 

 

Ｅ-２ 結論 
本分担研究で示したことを要約する。 

1. 若年者の危険性への感性の低下は認

められる。 
2. 危険性への感受性の評価は困難であ

る。 
3. 体験型学習や PBL は効果的である。 
4. 大学等の卒業者には、労働安全衛生法

や労働安全衛生規則などの知識、危険

性の知識を求めている声が大きい。 

5. 以上の点を踏まえて、KYT での危険

性の指摘に加えて、PBL 形式で安全化

策まで提案するという問題解決まで

導き、それを文書化する演習を提案し

た。 

 次年度は、5.の提案の具体的な学習計

画例を検討し、その上で、他の研究者の

成果を一体化したプログラム案を提示す

る基礎とする。 
 
Ｆ. 研究発表 
1. 福田隆文：わが国の大学における安全

教育の現状と問題点, 安全工学シン
ポジウム 2013 講演予稿集, pp. 
382-383 (2013) 

2. 福田隆文：わが国の大学における安全
教育の現状, 日本機械学会 2013 年度
年次大会講演論文集，G171025, 2p 
(2013) 
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表 1 関西大学社会安全学部カリキュラム 

 

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 

基礎科

目群 

共通基礎科目 
情報処理実習科目 

外国語科目 
省略 

共通専門科目 

リスク論 
リスク分析のための確率論 
人工物のしくみと特性 
人間活動と生態系 
健康のリスク学 
リスク経済学 
リスク社会学 
リスク心理学 
工業製品の安全性 
自然災害の歴史 
都市構造物の歴史 
都市・地域安全論 
生活の危険と安全 
安全教育 
社会調査法 
社会心理実験法 

環境法政策 
安全関連法 
災害対策の公的制
度 
科学技術と倫理 
産業心理学 
公益事業論 
危機管理とリーダー
シップ 
企業倫理 
企業の社会的責任
論 
保険論 
リスクマネジメント論 
リスクコミュニケーシ
ョン論 
安全と安心の社会
学 
安心と信頼の心理
学 
計画と管理の数理 
環境リスク論 
資源とエネルギー 
専門英語 I 
専門英語 II 

  

専門科

目群 

社会災害マネジメ

ントコース 

 コンプライアンス論 
事故の法的責任論 
事故調査制度論 
食の安全・衛生学 
公衆衛生学 
医薬品開発と安全
性 
交通システム論 
原子力プラントの安
全性 
犯罪抑止論 
情報セキュリティ論 
ヒューマンエラー 
メンタルヘルス論 

消費者安全法 
労働安全衛生論 
公共交通安全マネジメ
ント論 
クライシスマネジメント 
ヒューマンエラーと交通
事故 
被災・被害者心理学 
流行病の制御学 
事故のシミュレーション 
化学プラントの安全性 

 

自然災害マネジメ
ントコース 

 行政法 
地方行政論 
地方財政論 
消防防災行政論 
災害の経済学 
都市災害対策論 
地球防災論 
地震災害論 
地球環境問題 
気象災害学 
地域防災心理学 

都市・地域防災学 
ロジスティックス論 
災害復興論  
被災者の救援と支援 
災害教育の国際的展
開  
防災危機管理論 
火災論  
環境政策論 
災害シミュレーション 

 

実習科目 

社会安全体験実習 I 社会安全体験実習
II  
社会安全学実習（災
害調査） 
社会安全学実習（社
会調査） 

社会安全学実習（災害
実験） 
社会安全学実習（社会
心理実験） 

 

統合科

目群 
共通科目 

  工学概論 
社会技術論 
安全の思想 
災害復旧問題特論 
災害事例分析 
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1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 

事故事例分析 
テーマスタディ I 
テーマスタディ II 

演習科目 入門演習 基礎演習 専門演習 
卒業

研究 

日本史概説 a 

日本史概説 b 

教職概説 

教育原理 

図書館資料論 

東洋史 
西洋史 
地誌学 a 
地誌学 b 
地理学概説 a 
地理学概説 b 
教育制度論 
人権教育論－部落解放教育
を中心として－ 
教育心理学 
社会科教育法（一） 
社会科教育法(二) 
公民科教育法（一） 
公民科教育法（二） 
道徳教育の研究 
特別活動論 
教育方法・技術論 
教育相談論 
資料組織概説 
学校経営と学校図書館 
学習指導と学校図書館 
読書と豊かな人間性 
情報メディアの活用 

カリキュラム開発論 
社会科教育法（三） 
社会科教育法（四） 
生徒・進路指導論 
教育実習事前指導 
教育実習（一） 

教育実習（二） 
教職実践演習（中等）  

自由科目群 
インターンシップ（各機関）    
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表 2 千葉科学大危機管理学部危機管理システム学科カリキュラム 
一般基礎科目  省略 
 
専門科目 

学部共通基礎科目 
 危機管理学入門 I 
 危機管理学入門 II 
 危機管理学入門 III 
 危機管理と社会制度 
 国際協力論 
 リスクマネジメント 
 リスク・危機コミュニケーション 
 救命救助法入門 
 消防と防災 
 災害と医療 
 生命と工学 
 健康と環境 
 教養ゼミナール I 
 教養ゼミナール II 
 キャリアデザイン I 
 キャリアデザイン II 
 就業力育成特論 
 ボランティア活動 

学科基礎科目 
 経済原論  
 社会心理学  
 危機管理技術論  
 防災教育論  
 リスク危機管理法  
 リスク認知論  
 リスク評価論  
 ディベート  
 情報リテラシー  
 情報社会とモラル（情報危機）  
 情報と職業  
 プログラミング  
 コンピュータネットワーク  
 情報検索・データベース  
 基礎統計学  
 モデル化とシミュレーション  
 自然災害論  
 都市災害論  
 災害調査法  
 災害復旧・復興計画  
 基礎数学  
 基礎数学演習  
 職業倫理  
 地理情報（GIS）入門  
 論文作成  
 専門文献講読 I 
 専門文献講読 II 
 日本語演習 I 
 日本語演習 II  

リスクマネジメントコース専門科目 
 危機管理国際関係論  
 安全保障概論  
 製造物責任  
 環境管理法体系  
 経済危機論  
 経営と組織  
 企業財務論  
 保険学  
 コーポレート・ガバナンス論  
 企業経営リスク論  
 オーディット論  
 システム管理  
 セキュリティ論  
 企業安全管理  
 リスクマネジメント特論  
 企業システム変更管理  
 人間行動学  
 ヒューマンエラーの心理学  
 災害心理学  
 事故調査方法論  

総合科目 
 危機管理システム学ゼミナール I 
 危機管理システム学ゼミナール II 
 危機管理システム学演習 I 
 危機管理システム学演習 II 
 卒業研究 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 
専門職育成プログラムにおける安全教育に関する実態調査 

研究分担者 産業医科大学産業医実務研修センター長  森 晃爾   

研究要旨：我々はさまざまな産業の中でも特に労働災害（農作業災害）が多い

とされる農業に着目し、農業分野の高等教育機関で提供されている安全に関す

る教育の内容や量について聞き取り調査を行った。 

大学農学部における安全教育は、学部全体に対して行われる総論的な安全ガ

イダンスと、各講座で行われる各論的な安全教育で構成される。各講座で行わ

れる安全教育は研究活動における安全確保を主目的としたものが多く、その内

容を統括的に管理することが難しいという特徴が示唆された。また、大学では

卒後の就労先も多岐にわたるため、就労後を想定した各論的な安全教育の実施

が難しいという特徴も示唆された。 

 農業大学校における安全教育は、個々の農作業に関連する事項に特化してお

り、特に農作業機械の安全な取り扱いに重点が置かれている。農作業機械に関

する安全教育は、当該機械の免許・資格取得を前提として行われている。農業

大学校のように就労先がある程度限定される場合は、就労後を想定した各論的

な安全教育の実施が容易であり、かつ必要性も高い。一方で、農業における総

論的な安全教育はあまり扱われていないことが示唆された。 

 労働災害（農作業災害）が多いとされる農業分野であっても、高等教育機関

において総論と各論を含めた包括的な安全教育の実施は難しい。卒後の進路選

択範囲の大小によって、高等教育機関で取り扱われる安全教育の範囲も総論的

または各論的になることが示唆される。この点は高等教育機関における有効な

安全教育プログラムを検討する上で、考慮すべきである。また、安全教育の好

事例として学内安全衛生活動に、学生を参加させる手法が挙げられた。学内で

実施するリスクアセスメントなどにおいて、学生にも役割を与えて、自ら考え、

行動させることによって安全に関する基本的知識や技能、感性を醸成できると

期待される。 

研究協力者 
岡原 伸太郎 （産業医科大学産業医実務研修センター 助教） 
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Ａ. 研究の背景と目的 

我々は様々な産業の中でも特に労

働災害（農作業災害）が多いとされる

農業分野に着目し、農業分野の高等教

育機関で提供されている安全教育の

内容や量について聞き取り調査を行

った。この調査によって同分野におけ

る高等教育機関で実施される安全教

育の課題や好事例を探求し、最終的に

は高等教育機関で学生に対して提供

する『有効な安全教育プログラム』お

よび『安全教育の効果の評価方法の確

立』の構築に資することを目的とする。 

 

Ｂ. 方法 

１）対象 

農業分野の高等教育機関として、国

立大学農学部と県立農業大学校を対

象とし、それらの機関で安全衛生管理

を行っている部署に所属する専門ス

タッフ又は教員、および安全に関する

教育を行っている教員に対してイン

タビューを行うこととした。 

２）調査方法 

 上記対象に対して聞き取り調査を

行った。当該講義・実習の詳細な情報

を入手するともに、安全に関する教育

の目的や目標、意義、教育手法、評価

方法、教育内容や時間が適当かどうか

などについて半構造化面接法で聞き

取りを行った。インタビューは研究者

が 2名で行い、インタビュー時間は各

60～90 分で行った。 

 

調査項目 

Q１.現在教えている安全教育の内容

について 

Q2．安全について学ぶ目的や意義につ

いて 

Q3.安全教育のゴールについて 

Q4.安全教育の効果評価について 

Q5.望まれる安全教育の内容（項目）

と量（時間）について 

 

C. 結果 

聞き取りを行った内容の要約を質

問項目ごとに以下に記載する。 

 

Q1. 現在教えている安全教育の内容

について 

A1（国立大学農学部環境安全室教員）． 

新入教職員や新入学生、新入大学院

生に向けた学部ガイダンスの中で、安

全について 1時間程度話している。ガ

イダンスの中で安全について触れる

ようになったのは独立行政法人化以

降である。内容は実験安全の基礎やフ

ィールドワークにおける管理体制（野

外活動申請書の提出など）について、

ライフサイエンスの研究者倫理につ

いて、廃棄物の適切な取り扱いについ

てなどである。授業でも環境安全管理

のテーマで初めの6ヵ月間で教育して

いる。内容は実験に伴う危険有害物質
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の適切な取り扱いや廃棄物に関する

法令や基本技術についてである。また、

フィールドワークの中でも海外で行

うフィールドワークは特殊な危険を

伴うため、2 日間をかけてガイダンス

を行う。この 2日間は他の講義を全て

休校して、必ず受講できるようにして

いる。防犯や感染症防止に関する事項

や海外の植物の輸入に関する事項な

どについて教育する。 

 農学部の3年生と4年生は実験やフ

ィールドワークが増える。実験の初日

の講義は安全に関する内容を教育し

ている。ただし、各教室における教育

実態についてまで管理することは難

しい。 

 学生の行う実験やフィールドワー

クにおける事故事例についても環境

安全部に報告するシステムになって

いる。ただし、ライフサイエンス分野

では急性の顕在化した危険有害性に

ついては学生でも気づけると考える

が、慢性の潜在的な危険有害性につい

ては気づけていないのではないかと

心配している。 

 7 年前から各教室に教育研究安全衛

生マネジメントシステムを導入して

いる。教室ごとに実験などの活動につ

いてリスクアセスメントを行ってい

る。リスクアセスメントは教員だけで

なく、学部 4年生や院生も含めて行っ

ている。安全を確保するシステムに学

部生や院生を組み入れていることは

好事例である。文書作成の負担などが

現実的ではないことから認証取得を

想定していない。 

 

A2（国立大学農学部実習担当教員） 

学生向け、技術職員向けに農作業安全

に関する教育を行っている（資料 1）。

農作業災害の現状や特徴について話

して、その対策についても教えている。

学生が週に 1回実習に来るが、その実

習の1コマ目に安全教育を行っている。

学生は慣れていないので、おそらく恐

怖心もはたらき吸収が早い。 

 具体的な項目として、農作業死亡事

故件数（把握実数 年間約300件、 推

定数 年間450件）や事故例の内訳（男

性・高齢者に多い、機械作業の事故が

6～7割と圧倒的に多い、次に蜂刺され

が多い、その他、施設からの転落、熱

中症が多い）、対策を講じてはいるが

最近 10 年間事故件数が減少していな

い現状について、農業機械の安全装置

や安全保護具について、農作業機械事

故の特徴と安全な運転について（トラ

クター、ベイラー、刈り払い機など）、

災害補償や共済保険について 

 学生も実習に関連するリスクアセ

スメントに参加させている。また、留

学生に対しては英語版の安全教育を

まとめて実施している。 

 



 64 

A3（県立農業大学校教員） 

農業機械や農薬については、その使

用に資格が必要なものがあり、その取

得を目指した教育を行っている。これ

らの資格取得には研修受講や筆記試

験、実技試験への合格が必要となる。

いずれの場合にも『安全な取り扱いに

関する項目』が含まれており、これを

教える必要がある。例えば、農業機械

については、まず初めに講義形式で機

械の構造や安全な取り扱いについて

教育を行い、その後実技教育を行う。

教育では農業機械や農薬のメーカー

が作成した教本を使用している（資料

2）。また、メーカーが実施する研修を

受講する場合もある。実技教育では、

教員が直接指導を行っている。ただし、

安全のみを目的とした実技教育では

ない。 

 

Q2.安全について学ぶ目的や意義につ

いて 

A1（国立大学農学部環境安全室）． 

実験などにおいて自身と周囲の身

を守るための知識や技術を教えるこ

とで、自身や周囲の身を守ろうという

意識を持ってもらう。 

 

A2（国立大学農学部実習担当教員） 

学生向けには農場実習中に自分の

身を守るために教えている。加えて、

卒後に農水省に入る人もいるので、日

本全体の農作業安全を考えてもらう

ために教えている。技術職員向けに安

全教育を行っている。これはトレナー

ズトレーニングの意義があり、実習に

おける事故を防止してほしい、また実

習において安全についても教育して

ほしい。 

 

A3（県立農業大学校教員） 

当校の場合は、卒業生の半数以上が

農業に従事する。農家として農業に従

事する者や農協職員として農業に携

わる者が多い。そのため、農業大学校

での教育内容は卒後の仕事に関連性

が高いと言える。そのため安全に関す

る教育内容も具体的・個別的な内容で

ある。特に農協職員として農業に携わ

る場合は、農協組合員に教育する立場

になる場合もあるため、安全に関して

もトレーナーズトレーニングとして

の意義もある。また、農業大学校には、

現役の農家や農家の出身者、さらには

非農家の出身者が入学してくる。現役

の農家は、農作業およびその安全につ

いて自己流を身に付けている。また、

農家の出身者も幼少期から親の農作

業を手伝うなどしておりある程度の

自己流を身に付けている。これらの者

は、その経験値から農業機械や農薬の

使用に慣れているが、基本的な安全確

認や安全動作を省略する場合も多い。

そのためこれらの者に対して改めて
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基本的な安全を教えることも意義の

１つである。 

 

Q3.安全教育のゴールについて 

A1（国立大学農学部環境安全室教員）． 

自分や周囲を守れるように危険有

害リスクに気づくことが出来る感性

を身に付ける。更には五感で気づきに

くい潜在的なリスクについても気づ

くことが出来るまでになってほしい。 

 

A2（国立大学農学部実習担当教員） 

まずは農場実習中に自分の身を守

るための知識や経験を身についてほ

しい。一番いいのは教員が教える前に

学生同士で教え合ったり、注意し合え

ることである。ただし、大学農学部を

出て農作業従事者になることは稀で

あり、農作業現場に近い職として JA

職員や県職員の普及員になることは

あるだろう。農作業従事者は農家の生

まれの方が多い。そのため大学で農作

業の安全について教えても、就職後に

自身の身を守るための知識や技能に

直接的にはつながらないだろう。 

 

A3（県立農業大学校教員） 

農業機械や農薬を扱うために必要

な資格を取得することも大きなゴー

ルである。しかし、同義・並列的に卒

後の農作業において自身や周囲を守

れる人になってほしい。 

 

Q4.安全教育の効果評価について 

A1（国立大学農学部環境安全室教員）． 

講義で教えたことはペーパーテス

トを実施する。その他としてレポート

作成などがある。一番効果的と思われ

るのは、実際の実験やフィールドワー

クにおいての行動を観察することで

ある。 

 リスクアセスメントに学部生や院

生を組み入れて行っている。この効果

については、事故事例の減少で評価す

ることも出来るかもしれない。しかし、

事故事例は発生頻度が少なく、その減

少を観察することは難しい。 

 

A2（国立大学農学部実習担当教員） 

テストは行っていない。テストで知

識を聞いても、実際に安全な行動が行

えるかは解らない。実習中の態度や行

動を観察している。鍬の持ち方を見て

も学習効果を評価できる。 

 

A3（県立農業大学校教員） 

前述のとおり資格取得も目指して

いるため、資格試験によって一定の評

価を受けることになる。しかし、自動

車運転免許と同じく、資格試験に合格

しても必ずしも安全な作業が行える

とは限らない。 

 

Q5.望まれる安全教育の内容（項目）
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と量（時間）について 

A1（国立大学農学部環境安全室教員）． 

教育時間については、各教室の教員

からは現状で十分ではないかと言う

意見が多かった。大学では安全ばかり

に時間を割くわけにはいかない。また、

研究はある程度リスクテイクしなけ

れば研究できないという特徴もある。

教育内容として企業で行っている基

本的な安全活動につながる事項を大

学時代に教えても良いのではないだ

ろうか。例えば大学でも指差呼称を教

え、実践させるなど。その他、教育内

容として留学生に対する安全教育も

考慮する必要があるのではないだろ

うか。更には、安全の教育については

個々のオンサイトでの教育が重要で

あるため、その教育を効果的にするた

めには教員に対する教育を行う必要

があるだろう。 

 

A2（国立大学農学部実習担当教員） 

農学部の3年生が週に一回農場実習

を受ける。実習全体のガイダンスでは

なく、各実習の 1時間目に安全教育を

行っている。そもそも義務教育の時代

に危険に曝されることがなくなって

おり、安全について学ぶ機会が少ない

ため、大学教育において安全の基礎を

教えるのは必要であるものの、難しい。

学外の施設でも安全に関する体験型

学習（危険体験）の機会があると良い

のだが、今のところあまりない。 

 

A3（県立農業大学校教員） 

適量についてはわからないが、現在

の教育内容と時間で9割以上の学生が

資格取得出来ていることから、最低限

十分とも考える。内容に関連して、農

作業の現場では、事前に安全確認やリ

スクアセスメントを行うような慣習

はほぼ無い。農業機械については、運

転前に点検や安全確認を行うことが

基本として教育されるが、実務で完全

に実行している人は少ないのではな

いか。この点は自動車運転でも同じだ

ろう。 

 

Ｄ. 考察 

現在提供されている安全教育の内容 

 大学農学部と農業大学校で大きな

違いが見られた。 

大学農学部では、詳細に学科・教室

が分かれており、研究や実習内容ごと

に安全リスクも異なる。そのため、学

部全体としては各学科や教室に共通

して存在する安全リスクに対する総

論的な安全教育を実施した上で、各学

科や各教室に特有の安全リスクに対

する安全教育は、それぞれで実施され

ており、その内容を統括的に管理する

ことは難しい。また、学部全体で行わ

れる安全教育の好事例としては、学内

の安全衛生活動として導入している
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労働安全衛生マネジメントシステム

に学生も参加させていることが挙げ

られた。講義形式で行われる安全教育

ではなく、学内の安全衛生活動自体に

学生を積極的に参加させることで、安

全の基本的知識を学び、安全を維持す

るための自身の役割を理解し、行動す

ることを修得できるものと考えられ

る。その他、大学ならではの留意点と

して、外国人教員や留学生への配慮が

必要である点が挙げられた。学内の安

全を維持向上するためには、文化や言

語の違いを考慮した教育を行う必要

性があると考える。 

 一方、農業大学校で行われる安全教

育は、農作業に特化した実践的・具体

的な内容である。この点は農学部実習

で実施される教育内容と類似である。

農業大学校では、農業機械・設備を使

用するための免許・資格を取得する教

育課程において機械や設備の安全使

用について教育されている。 

 

安全を学ぶ目的や意義について、およ

び安全教育のゴール 

大学では卒後の就労先に多様性が

あり、大学教育において就労後に必要

となる各論的・具体的な安全知識・技

能を教育することが難しい。そのため

教育目的やゴールが大学生活全般や

研究活動における自身と周囲の安全

確保に重点が置かれやすい。 

 農業大学校では、卒後の就労先が農

作業に関連する分野に比較的限定さ

れるため、教育の目的やゴールが学校

における安全確保に留まらず、卒後の

自身や周囲の安全確保にも向けられ

る。ただし、農作業実務に直結する免

許や資格取得が教育の一次的な目的

やゴールになりやすいため、自動車運

転免許と同じく安全自体が目的やゴ

ールの最優先となりにくい傾向も推

測される。 

 

安全教育の効果評価 

講義形式で教えた事項については

知識量や理解度を問う筆記テストが

行われているが、筆記テストでは安全

意識・感性や安全に対する態度・行動

を評価することは出来ないという懸

念が示された。現状としては、研究活

動や実習の場面における実際の態度

や行動を観察するという手法がとら

れている。今後、この観察によって安

全に対する態度や行動を評価する方

法を発展、普及させるためには標準的

な観察法が必要となる。 

 一方で、機械や設備の運転免許制度

や資格制度は、その試験自体が安全も

含めた適切な運転知識・技能・態度を

評価するために確立された評価方法

である。これらの制度を活用して、具

体的・個別的な安全知識・技能・態度

を身に付け、評価することも選択肢の
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一つと考える。 

 

望まれる安全教育の内容（項目）と量

（時間） 

教育機関では安全以外にも多くの

事項を教育しなければならない。特に

大学では研究によって新たな知見や

技術を創造するといった役割もある。

その中で安全についてどこまで時間

をかけて教育すべきかが問題となる。

インタビューでは安全教育の必要性

を認めるものの、現状以上に時間をか

けることには困難を示す声も聞かれ

た。この解決策の１つには、先にも述

べた学内安全衛生活動のシステムの

中に学生も組み込んで役割を与える

手法が考えられる。 

 現状で行われている以外の教育内

容としては、企業で行われている一般

的な安全活動を教育機関でも取り入

れて、学生に体験させておくといった

案が挙げられた。例えば大学でリスク

アセスメントや KY トレーニングにつ

いて教育する、あるいは実施するとい

ったことが考えられる。 

 

調査結果の限界 

 今回の調査では、協力の得られた教

育機関に対してのみ実施しており、必

ずしも農業分野の高等教育機関全体

を反映できていない可能性がある。 

 

 

Ｅ. 結論 

 労働災害（農作業災害）が多いとさ

れる農業分野であっても、高等教育機

関において総論と各論を含めた包括

的な安全教育の実施は難しい。これに

は卒後の進路選択範囲の大小によっ

て、高等教育機関で取り扱われる安全

教育の範囲も総論的または各論的に

なることが関係しているものと考え

られる。この点は高等教育機関におけ

る有効な安全教育プログラムを検討

する上で、考慮すべきである。また、

安全教育の好事例として学内安全衛

生活動に学生を主体的に参加させる

手法が挙げられた。学内で実施するリ

スクアセスメントなどにおいて、学生

にも役割を与えて、自ら考え、行動さ

せることによって安全に関する基本

的知識や技能、感性を醸成できると期

待される。安全衛生活動は企業活動に

おいても行われることから、学生時代

から安全衛生活動に対する基本的な

知識や技能、態度を醸成することは、

就労後にも役立つものと考える。 

 今回の聞き取り調査で得られたこ

れらの知見を、高等教育機関で行う有

効な安全教育プログラムの開発に役

立てたい。 

  

Ｆ. 研究発表 

なし
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資料 1 

 

国立大学農学部実習において行われる安全教育の項目例 

 

主題「乗用トラクタ作業の安全確保」 

以下は教育内容の項目構成 

 農場実習での教育内容（基礎知識） 

 農作業事故・交通事故の比較 

 農作業事故・交通事故の推移比較 

 農業機械作業－死亡事故の特徴 

 農業機械作業－負傷事故の特徴 

 小型特殊自動車とは 

 女性労働者の特徴 

 

主題「技術職員研修」 

以下は教育内容の項目構成 

 乗用トラクタの 4 大事故原因 

 事故防止策－機械作業 

 事故防止策－装備・環境 

 救命・治療の知識 

 安全知識・対策の確認（１） 

 安全知識・対策の確認（２） 

 農作業安全情報センターについて 
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資料 2 

 

農業大学校の安全教育で使用される教本の例 

 

 小型車両系建設機械（整地・運搬・積込み用および掘削用）特別教育テキス

ト  作成元：コマツ教習所株式会社 

 フォークリフト運転士テキスト 技能講習・特別教育用テキスト  作成

元：中央労働災害防止協会 

 トラクターの機能と基本操作 初心者からプロ農家までのトラクター必携

書  作成元：全国農業機械化研修連絡協議会 

 クボタエンジン構造と機能（クボタ農業機械整備シリーズ 基礎編．5）  

作成元：Kubota 

 技術講習資料 作成元：株式会社丸山製作所 
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高等教育機関における効果的な安全教育プログラムのあり方 

 
  

 
 
 
 
 
 
 

 
 

研究分担者 大島義人 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

高等教育機関における効果的な安全教育プログラムのあり方 

 
研究分担者 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授   大島義人 

研究要旨： 

 安全教育講習で取り上げるべき項目を体系的に整理し、さらに体験的学習の要素や自主

的なリスク認識の涵養の観点を加えた安全教育カリキュラムについて検討を行った。また、

大学の実験研究における化学物質の扱いについて、実験現場の研究者や学生を対象とす

るアンケートや実測を行い、安全意識や取り扱い行動との関係性に関するデータを取得し

た。今後は、各プログラムの内容を精査し、コンテンツの充実を図るとともに、体験的学習の

要素や自主的なリスク認識の涵養に関する観点で、プログラムの実施効果を評価・検証する

方法論について検討を進める計画である。 

 

研究協力者  

なし 
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A.背景と目的 

 科学技術立国を支える理工学研究の推

進において、実験研究現場の安全が確保

されることが前提となることは論を待た

ない。大学をはじめとする高等教育機関

や研究所の法人化に伴い、各機関におい

て労働安全衛生法に対応するための安全

衛生管理体制が整備されつつあるが、実

際の実験研究現場における事故発生件数

や傾向など、安全状況の実態には法人化

前と比較してほとんど変化がないのが現

状である。産業界で採用されている安全

衛生管理手法が作業手順の標準化とその

徹底に主眼を置いているのに対し、新規

性や独創性が求められる大学での研究活

動においては、研究分野の深化と多様化

が進む中で、未知なる現象の解明や最適

な方法論の試行錯誤的な探索に価値のあ

る研究も多く、産業界の生産活動とは明

らかに性質を異にする。また、安全につ

いての知識や感性が豊かな人材を育成・

輩出することが、大学が社会に果たすべ

き大きな役割の一つであることを考える

と、現状の大学の安全教育は決して十分

ではなく、影響因子が複雑に絡み合って

構成される安全構造の本質的な理解とそ

れに基づいた新しい安全教育手法の確立

が急務となっている。 
 これらの背景をふまえ、昨年度は、大

学における安全教育における参加型コン

テンツの有効性について検討を行い、講

習中心の教育方法に関する課題と体験型

学習や OJT（On-the-Job Training）的実

践教育の重要性について、考察するとと

もに、体験型手法を取り入れた環境安全

教育プログラムを、大学の講義や学生実

験の形式で試行的に実施した。 
 本年度は、これらの教育プログラムに

参加した学生等からの意見や達成度を反

映させた内容で、同プログラムを引き続

き実施した。 
 また、大学の実験研究において頻繁に

用いられる化学物質に注目し、実験現場

の研究者や学生を対象とするアンケート

や実測を行い、安全意識や取り扱い行動

との関係性に関するデータを取得した。

大学の実験研究では、多くの研究室で多

種多様な化学物質が使われているが、そ

れぞれの危険有害性の種類や大きさは物

質によって異なるため、実験者は、自分

の実験研究で使用する物質の危険有害性

を正しく把握し、それに応じて適切に取

扱うことが要求される。また、大学など

の実験研究においては、必ずしも汎用的

な化学物質だけではなく、危険有害性が

十分に明らかになっていない化合物を取

り扱う機会もある。これらの背景から、

実験現場で化学物質を取り扱う作業者が、

化学物質の危険有害性をどのように理解

し、認識しているかを知ることは、実験

の安全を考える上で、また、実験研究に

おける化学物質の安全な取扱いを教育す

る上で、重要な知見となると考えられる。 
 以下に、化学の専門家を対象としたア

ンケート調査をもとに、化学物質の構造

式から想起される危険有害性に関する意

識に関する解析を行った結果を報告する。 

 
B.検討方法 

 (1) アンケートの内容 
国内の大学、高専、研究所において化

学を専門とする教員や研究者、実験安全

に関する業務に携わる 43名を対象として、

提示された化合物の構造式から判断する

化合物の危険有害性を 5 段階で評価する

形式のアンケートを実施した。質問に用
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いた化合物は、化学実験等で汎用的に使

われており、危険有害性についても比較

的よく知られていると予想される 17物質

（化合物群 A）と、実験で取り扱うこと

がないと考えられる、架空の物質を含む

12 物質（化合物群 B）である。この 12 物

質は、炭素数や官能基、結合などを適当

に組み合わせて作成した化合物である。 
 質問紙では、各構造式を提示した上で、

その「毒性」、「刺激性」、「引火性」につ

いて、5 段階で評価させた。同時に、構造

式から判断する漠然とした危なさを、毒

性、刺激性、引火性などの個別の危険有

害性を区別しない「総合的な危なさ」と

して、同様に 5 段階で評価させた。 

 
(2) 解析方法 

汎用的な化合物である化合物群 A に対

する回答を、GHS を基準とした各物質の

危険有害性の参考指標値と比較すること

により、回答者が各物質の危険有害性を

どの程度正しく認識しているのかについ

て調べた。 
また、化合物群 A および B のそれぞれ

の回答結果について、探索的因子分析

（EFA）を行い、「総合的な危なさ」を含

む各危険有害性に関する評価軸を抽出し、

グループ化された化合物の共通性を見出

すことにより、どのような潜在的な因子

から影響を受けて回答されたかを解析し

た。EFA の計算手法には主因子法を採用

し、軸をプロマックス（斜方）回転して、

得られたスクリープロットから因子の数

（評価軸の数）を決定した。 
 さらに、「総合的な危なさ」の評価軸と

各危険有害性の評価軸を相関分析（CA）

することにより、「総合的な危なさ」に対

する各危険有害性の寄与の大きさを定量

的に評価した。 
なお、統計解析のソフトウェアには、

IBM 社製の PASW Statistics 17.0.2 を使用

した。 

 
C.解析結果 
(1) 化合物群 A の危険有害性評価  
 化合物群 A の 17 物質について、各危険

有害性の回答分布と参考指標値を比較し、

回答者が汎用的な化合物についてどの程

度正しく評価したかについて考察した。 
まず、「毒性」については、参考指標値

と最頻回答を比較すると、両者が一致し

たのは 17 物質中わずかに 3 物質であり、

その他の物質は全て危険有害性が高めに

見積もられる結果となった。特に、アセ

トンやクロロホルム、フェノール、クロ

ロベンゼン、トルエンなどにおいては、

参考指標値よりもかなり高めに回答する

傾向が見られた。そこで、経口による毒

性だけではなく、臓器への影響などの慢

性毒性に関わる参考指標値も加味し、そ

の中で最も高い値をその物質の毒性の参

考指標値として比較したところ、両者の

ズレが 17 物質中 15 物質で±1以内に収ま

る結果となった。このことから、化学の

専門家による毒性の評価においては、経

口ばく露による急性毒性だけではなく、

長期ばく露による慢性的な有害性も加味

して判断されている可能性が示唆された。 
一方、「刺激性」においては、17 物質中

14 物質で最頻回答値の参考指標値に対す

る差が±1以内に収まり、参考指標値と回

答傾向がよく一致した。また、「引火性」

においては、最頻回答と参考指標値が同

じ値を示したものが 17 物質中 12 物質と

なり、他の危険有害性と比べてもよく一

致した。 
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以上の結果より、今回対象とした専門

家においては、化合物群 A のような汎用

的な化学物質の危険有害性について、安

全管理上問題となるような危険有害性を

概ね正しく認識していることが確認され

た。 
 
(2) 化合物群 B の危険有害性評価 
化合物群 B のアンケート結果では、化

合物における回答分布について、目立っ

て二極化することもなく、また極端に大

きな標準偏差も見られないことから、今

回の調査対象である化学の専門家におけ

る化合物群 B の危険有害性評価は比較的

揃っていることが確認された。 

 
(3) 探索的因子分析による評価軸の抽出 
 化合物群 A および B のそれぞれの回答

結果を用いて、EFA により各危険有害性

の評価軸を抽出した。 
 化合物群 A について、各有害危険性の

スクリープロットをもとに、「毒性」、「刺

激性」、「引火性」の評価軸の数は、それ

ぞれ 3 つ、3 つ、2 つと決定された。それ

ぞれの評価軸に対して大きな因子負荷

（±0.35以上）を持つ化合物の特徴を比較

すると、いくつかの評価軸については構

成する化合物群に共通する特徴が見られ

たものの、化合物の構造や官能基の種類

に直接結びつくような共通性は、明確に

は表れなかった。これは、今回提示した

ような汎用的な化合物については、回答

者に各化合物の危険有害性や物性に関す

る知識が十分にあるため、危険有害性の

評価はこれらの知識に基づいて判断され

ることになり、結果として化合物の構造

式との関係が明確に表れなかったためで

あると推測される。 

 次に、化合物群 B の EFA を行った。す

でに述べた通り、化合物群 B は、化合物

群 A とは違って、回答者にとって個別の

化合物の危険有害性に関する知識が全く

ない、いわば未知の化合物と考えられる

物質群である。したがって、化合物群 B
に関する回答について EFA を行うことに

よって、危険有害性にある程度十分な知

識を有する専門家が、化学物質の構造式

のどこを危険有害性と結びつけて判断す

るのかを直接測ることができると期待さ

れる。 
 化合物群 B の回答結果に対する EFA に

より得られたスクリープロットから、各

危険有害性における評価軸の数を、「毒

性」、「刺激性」は各 3 つ、「引火性」は 2
つと決定した。 
 「毒性」の各評価軸に因子負荷の高い

物質の共通性から、官能基に硫黄が含ま

れている物質、フッ素やカルボン酸がつ

いた物質、アルデヒド基がついた物質と

してグループ化された。このように、未

知の化合物の毒性については、化合物内

に含まれる官能基や元素から判断してい

る傾向が読み取れる。その際に、炭素の

数や骨格などは、毒性を評価する上での

判断基準になっていないことは注目され

る。 
 同様に、「刺激性」については酸性を判

断する物質、酸素‐酸素結合を持つ物質

などの特徴が抽出され、後者については、

反応性の高さを刺激性と結び付けて判断

されている可能性が示唆された。また、

「引火性」については、芳香環など炭素

数が大きい化合物、不燃性を想起させる

官能基がついている化合物といった特徴

が抽出され、骨格要素である芳香環や炭

素数、骨格についている官能基が重要な
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判断基準になっていると考えられる。 
 
(4) ピアソン積率相関分析による「総合的

な危なさ」の要因の抽出 
化学物質の構造式から判断される「総

合的な危なさ」と、上記の毒性、刺激性、

引火性といった具体的な危険有害性との

関係について、化合物群 B の結果を用い

て検討した。まず、総合的な危なさにつ

いての質問で得られた回答に対して、

EFA を行い、総合的な危なさの評価軸を

抽出した。次に総合的な危なさの評価軸

と毒性、刺激性、引火性の各評価軸との

相関分析を行った。 
総合的な危なさのスクリープロットか

ら、評価軸の数は 2 つとした。さらに、

CA によって、この 2 軸と前述の危険有害

性との相関を求めた。総合的な危なさの

評価軸 1 においては、毒性の評価軸 1、刺

激性の評価軸 1、引火性の評価軸 2 に中程

度の正の相関がみられる。また総合的な

危なさの評価軸 2 は、毒性の評価軸 2、刺

激性の評価軸 2、引火性の評価軸 1 と評価

軸 2 に中程度の正の相関がみられた。 
これらの結果は、化学の専門家が未知

の化合物の構造式を見て感じる総合的な

危なさは、毒性、刺激性、引火性のいず

れかの危険有害性に偏ることなく、複合

的に寄与していることを示唆している点

で興味深い。また、今回の回答者は、研

究分野や経験が様々であり、慣れ親しん

でいる化学物質も異なるはずであるが、

未知の化合物群 B の各危険有害性に、統

計的に有意な共通の評価軸が抽出された

ことは、化学の専門家が化合物の構造式

から判断する危険有害性の評価軸は、個

別の研究経験の内容に依存していないこ

とを意味している。言い換えると、その

ような揃った評価軸を持つプロセスにつ

いて、それぞれの熟練者が研究や業務に

おいて得た知識が自らの中で整理体系化

されることによって、最終的な危険有害

性を判断する指標が揃ってくることを意

味していると考えられる。このような化

学物質の危なさに関する普遍的な評価軸

が存在するとすれば、化学物質の安全教

育においても、有用な示唆を与えるもの

になり得ると期待される。 
 

D.まとめと今後の予定 

化学を専門とする教員や研究者、実験

安全に関する業務に携わる教職員を対象

に、化合物の構造式を提示し、構造式か

ら判断される物質の危険有害性を 5 段階

で評価する形式のアンケートを実施し、

統計学的手法を用いて、危険有害性の評

価軸について、解析を行った。構造式か

ら判断される総合的な危なさについては、

各危険有害性が複合的に寄与して判断さ

れていることが示された。また、化学の

専門家においては、個々の研究経歴は違

っていても、それぞれの研究において得

た知識が自らの中で整理体系化されるこ

とによって、最終的に危険有害性を判断

する普遍的指標に向かって揃ってくる可

能性が示された。 
現在、この方法を化学系の大学・大学

院生といった学生に拡張し、学生の危険

性に関する評価軸がどのように形成され、

醸成されていくのかについて、検討を進

めている。例えば、同じ集団を定点観測

することによる時系列的な分析や、化学

に関する講義内容とアンケート結果の相

関分析などを行うことによって、化学物

質の危険性意識の醸成に繋がる、より実

効的な安全教育手法に展開できると期待
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される。 
 
E.研究発表 
【論文】 

・根津友紀子, 林瑠美子, 大島義人, "化学

の専門家が構造式から想起する化学物質

の危険有害性に関する統計学的解析", 環
境と安全, 4(3), 185-194 (2013). 
 ・根津友紀子, 林瑠美子, 大島義人, " 
Radio Frequency Identification システ

ム及び web カメラを用いた化学実験室に

おける試薬の動態に関するケーススタデ

ィ", 環境と安全, in press (2014). 
【口頭発表（国際学会・シンポジウム）】 

・ Yukiko Nezu, Rumiko Hayashi, 

Yoshito Oshima, "Study on relationship 
between handling behavior of chemical 
substances and laboratory layout in 
university", 4th Conference on Safety 
and Health in Research and Education 
Enhancing Competencies, Singapore, 
2013 (Oct.16-17) 
・ Yukiko Nezu, Rumiko Hayashi, 

Yoshito Oshima, "A case study 
approach for visualizing handling 
behavior of chemical substances in 
chemical laboratory", 1st International 
Conference on Laboratory Safety in 
Science & Education, Incheon, 2013 
(Nov. 25-26). 
・ Kiichi Obuchi, Yoshito Oshima, " 

Profile analysis on experimenters' 
behaviors in laboratory experiments", 
1st International Conference on 
Laboratory Safety in Science & 
Education, Incheon, 2013 (Nov. 25-26). 
・ Ai Shuhara, Yoshito Oshima, " 

Statistical Analysis of Questionnaire 

Survey of Safety Awareness and 
Behavior in University Laboratories", 
1st International Conference on 
Laboratory Safety in Science & 
Education, Incheon, 2013 (Nov. 25-26). 
 

【口頭発表（国内学会等）】 

・小渕喜一, 大島義人, "水の秤量作業に

おける作業者の内在的パラメータの抽出

手法の開発", 日本認知心理学会 第11回

大会, 東京, ポスター (2013). 

・根津友紀子, 林瑠美子, 大島義人, "ケ

ーススタディ的アプローチによる実験室

での化学物質の取扱われ方の解析",第 3

回 REHSE 研究発表会, 東京, 口頭発表 

(2014). 

・主原愛, 岡勝紀, 春原伸次, 大島義人, 

"実験室におけるヒュームフードの使用

実態の解析と合理的な使用についての検

討", 第 3回 REHSE研究発表会, 東京, 口

頭発表 (2014). 

・小渕喜一, 大島義人, "実験作業におけ

る行動予測に向けた作業行動のモデル化

", 第 3回 REHSE研究発表会, 東京, 口頭

発表 (2014). 
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別表：デモ実験付き安全講習会に参加した学生・教職員の感想（自由記載） 

 

＜学部生＞ 

 化学物質の危険性について改めて再確認することが出来ました。私は化学系の学生なのですが、

知識不足で分からないこともありましたので、実験で大きな事故になることが無いように、使

用する化学物質についての知識を得ておくことが大切だと感じました。 

 非常に参考になるお話でした。実際に実験をして見せてくれたのも素敵でした。 

 実際の事例や反応を交えての講演であったのでとてもわかりやい内容でした。化学を専攻して

いるのにただのエタノールの危険性さえ十分に理解していなかったので、非常に教訓になりま

した。 

 レーダーチャートはとても興味深く、いろんなものを見て調べてみたいと思いました。エーテ

ルの実験はとても驚きました。良く使う薬品ほど、学生の私には危ないのかもしれないと思い

ました。実例と一緒に講演してくださったので、とても分かりやすかったです。中学生に安全

メガネをかけさせるのは非常に大変です。重要性を教えるのが難しいです。 

 これから研究が始まるので、今日の話を聞いて意識が高まりました。 

 今日の講演会を通して、化学物質の安全な取扱いが非常によくわかった。具体的な方法も教え

て頂けたので有意義だった。 

 来年度から研究室（高分子）に配属されるので危険性について学べたのはとてもよかったです。 

 分かりやすく、今の自分にどれだけ危険な状況が身近にあるかわかった。 

 私達が普段実験に用いている試薬の危険性を改めて知ることが出来たと思います。非常に良い

機会になりました。消防法、毒劇法、試薬のラベルに記述してある内容等知らないことが多く、

自分が勉強不足であることを感じました。安全に実験を行うために今回の講演で学んだことを

活かしていきたいと思います。 

 来年度から研究室に配属される B3 にとってはとてもためになる話だった。こういうのをどん

どん続けてほしいと思った。 

 もうすぐ 4 年生になり、卒業研究が始まるので、とてもためになる情報ばかりですごくよかっ

た。 

 4 月から研究室に入るので、とても興味を持って聞くことができました。 

 目の前で実際に実験して、それを見ることができて、危険性についてより考える機会を得られ

て良かったです。 

 化学物質の危険性について改めて認識した。生命科学を扱う学生に向けた内容の講習を受けた

い。 

 化学系で学部生が一番事故を起こしやすいことは知っていたが、院生とあんなに異なるという

のは非常に驚きでした。来年度からの実験は気をつけて行いたいです。 

 自分の化学物質に対する認識と、その実際の危険性との間にギャップがあることを理解するこ

とができた。また、化学物質によって引き起こされる事故は、その化学物質の危険性によるも

のももちろんだが、それ以上にそれを扱う人物の不備によって引き起こされることが多いとい

うことが分かった。 
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 実験を交えながらの説明で、非常にわかりやすかった。また、流れるような説明だったので、

プレゼンにおける臨み方についても参考になった。 

 新 4 年生になる前に、このような機会を得ることができ大変良かった。常に危険が身の回りに

存在しているということを意識しながら実験をしていきたいと思います。 

 本日の講義で、普段常日頃、私たちが接している化学物質が、いかに危険かよく分かりました。 

 慣れとは非常に怖いと感じました。常に最新の注意を払い今後実験を進めていこうと思います。 

 実際に爆発・引火などの現象を実演して頂き、化学物質の危険性を体感することができ、非常

に良い勉強となりました。 

 非常に分かりやすい説明だった。映像や実物を通すことで化学物質の危険な面を改めて実感す

ることができたと思う。 

 化学物質の危険性を実際に実験として見ることで、その危険性を実感することができた。 

 自分で取り扱う化学物質についてレーダーチャートを作ることで、その危険性に気付くという

のは非常に良い方法だと感じた。爆発性混合気体やヘキサンの爆発性・引火性については、実

験を通してその危険性をよく知ることができた。随所に例を交えての講演だったので、とても

興味深く理解しやすかった。できれば、大学 1 年の時にこの講演を聴いて、高い意識で実験に

のぞみたかった。 

 引火実験がとても印象的でした 

 とても参考になりました。 

 毎日薬品を扱っているが、様々な事故の例を見て、改めて注意が必要だと感じた。ちょっとし

た油断が大きな事故につながり、他の人にも迷惑をかけてしまう事になることが分かった。も

っと知識をつけて実験を行おうと思った。 

 動画や実験もあって退屈しなかった。 

 普段実験で良く使用しているエタノールの危険性を改めて認識した。自分の使っている試薬の

危険性を十分に理解していないままで実験していたことを考えさせられた。非常にためになる

講演でした。今回の講演では主にガスや溶媒についての内容でしたので、粉末などの固体に関

することも聞いて見たかった、 

 今後も安全に気を付けて研究していきたいと思います。実演などもしていただいてわかりやす

かったと思います。 

 危険な薬品等も取り扱っているので、安全を心掛け実験していきたいと思った。 

 これから大学院生として新しい実験テーマを与えられ、新しい実験手法、薬品を扱います。そ

の実験がどのくらい危険なものか、薬品の性質などは完全に把握しなければならないと思いま

した。実験は、常に危険と隣り合わせであることを忘れずに日々気を付けます。 

 来年度から研究室配属され本格的に実験が始まるので、今日の講演会のことを頭に良く入れて

安全に研究を進めていこうと思う。 

＜大学院生＞ 

 普段実験等で使用しているエタノールにも大きな危険性が有ることに驚きました。実験で用い

る試薬の危険性の重要性を再確認することが出来ました。 

 自分の危機管理が甘いのではないかと反省する良い機会となった。 
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 例や、実験的なすぐ使える内容が豊富で、安全についての講習に対して不謹慎かもしれません

が、楽しく学ぶことが出来ました。実験も楽しかったです。レーダーチャート、これから作り

たいです。眼鏡もあんなに種類があると思いませんでした。楽しく実験するために、改めて意

識しなおしたいと思います。 

 自分が使っている薬品について、もっと危険性をしっかり知るべきだと反省しました。 

 実際に実験をしていただき、薬品の危険性について改めて認識できました。 

 私も実験でエタノール、アセトン、王水など危険な物質を扱っているので、改めて注意したい

と思った。エタノールを空気との爆発性、混合気の実演でその危険性を知り、ためになった。 

 今後実験をするとき、実験を安全に行うために気を付ける。例えば１）知識、技術を学ぶ、２）

保護具を使用する 今度、実験を行うために安全講習会に参加する。 

 エタノール等の身近なものがどの程度の危険性が有るのか理解していなかった部分が多く、こ

れからの勉強法への改善点が見つかりました。実験法だけでなく、取扱い方も考えます。 

 改めて試薬など取扱いの大切さが分かった。社会人になってもこの講演を心に止め、研究・開

発に取り組みたい。 

＜教職員＞ 

 新年度を目の前にして、新しい学生が研究室に入ってくると、こういった安全教育をまた初め

から行う必要を感じます。基礎的な教育は化学系、物理系なら物理系などでまとめて行うこと

はできないでしょうか？また、教員もどこまで教育されている（している）のかわかっている

必要もあると思います。 

 デモ実験良かったです 

 非常にわかりやすい話で良かった。今後の参考になった。より多くの人に聞いてもらえれば良

いのではないか 

 具体的なお話でとてもためになりました。改めて気を付けたいと思います。 

 有意義でした。新入生ガイダンス時にやって頂けると効果があると思います。 

 実際化学物質を扱う職種ではないが、非常にわかりやすい内容で良かったです。実験等で物質

を使う学生等には良い内容だと感じました。 

 実演があって、動画もあって、非常に体感しやすく素晴らしい講演だったと思います。こうい

った講演こそ、院生の必修とされたら良いのではないでしょうか。 

 化学系だけでなく他学科でも必要な内容と思われる。 

 大変有用でした。学生だけでなく自身においても知識と意識をしっかり持つことが重要だと感

じました。 

 非常に参考になりました。ありがとうございます。デモ実験は初めてみました。研究室の学生

にも出席をさせましたが、危機感を持ってもらえたと思います。なるべく頻繁にこのような会

を行っていただけるとありがたいです。 

 とても勉強になった。このような講演会を今後とも続けてほしい。 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

リスクアセスメントを通した大学等の高等研究・教育機関における 

安全教育の導入に関する検討 

 

 
研究分担者 環境安全研究センター 准教授        刈間 理介 

 
研究要旨： 

 平成 24 年度平成 25 年度に行った英国とシンガポールの大学の研究・教育におけるリ

スクアセスメントの具体的な実施方法を調査し以下の課題を抽出し、検討を行った。 

 １）研究者・学生が自分の研究・教育に関わるリスクをどうすれば正しく認知でき

るか 

 ２）研究者・学生が認知した自分の研究・教育に関わるリスクをいかに正しくアセ

スメントし、対応策を考えられるか。 

 ３）研究者・学生が実施したリスクアセスメントの結果を誰がどのような形で評価

するか 

 ４）研究者・学生のリスクアセスメントを評価する者をいかにトレーニングするか 

 ５）各研究室のリスクアセスメントの実施と評価の状況を大学等の安全衛生管理部

門がいかに把握するか 

 結果として、いかに研究者・学生が自らの研究・教育におけるリスクを認知できる

ための教育・情報提供を行っていくか、そして研究者・学生が実施したリスクアセス

メントの結果を評価・指導するために 研究室責任者（教授・准教授）を訓練してい

くかという点が課題と考えられた。これらの課題は、リスクアセスメントが有効に安

全確保の向上と安全教育の手段として機能するかを左右する重要な課題であることか

らこれに対応した安全教育プログラムを開発する必要がある。 

研究協力者 

なし
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１．英国の大学の研究・教育におけるリ

スクアセスメント 

 平成 24 年度の厚生労働科学研究費に

基づき、英国の 5 大学における安全衛生

管理と安全衛生教育の現状について調査

を行った。その結果、訪問調査を行った 5

大学全てにおいて、研究者・学生が自ら

の研究・教育においてリスクアセスメン

トを行い、そのアセスメントの結果を、

研究室責任者や研究室補助者が評価する

ことにより、より適切なリスクアセスメ

ントを実施し、対応を考えることにより、

研究・教育における安全を確保するとい

う体制がとられていた。このことは、研

究・教育におけるリスクアセスメントを

行うことにより、研究者・学生が自分の

研究・教育に関わるリスクを認識し、安

全を確保するための方策を考えるという

形での安全教育が行われていると捉える

ことができる。 

 

２．日本の大学等の高等研究・教育機関

での研究・教育におけるリスクアセスメ

ントの導入に関する 

検討課題 

 平成 25 年度は、英国とシンガポールの

大学の研究・教育におけるリスクアセス

メントの具体的な実施方法を調査しつつ、

日本の大学等の高等研究・教育機関にお

いてリスクアセスメントを通じた安全教

育を導入し、かつ有効な教育効果と安全

確保を得たうえで、さらに将来にわたり

安全に対する素養を醸成していくために

は、どの様な形態のリスクアセスメント

が必要であり、その実施においてどのよ

うな課題があるのかについて検討した。 

 その結果、以下の事項が主な検討点と

して挙げられた。 

１）研究者・学生が自分の研究・教育に

関わるリスクをどうすれば正しく認知で

きるか 

２）研究者・学生が認知した自分の研究・

教育に関わるリスクをいかに正しくアセ

スメントし、対応策を考えられるか。 

３）研究者・学生が実施したリスクアセ

スメントの結果を誰がどのような形で評

価するか 

４）研究者・学生のリスクアセスメント

を評価する者をいかにトレーニングする

か 

５）各研究室のリスクアセスメントの実

施と評価の状況を大学等の安全衛生管理

部門がいかに把握するか 

以上の検討点について、英国とシンガポ

ールの大学の研究・教育におけるリスク

アセスメントの具体的な実施事例を参考

に検討した。 

 

３．大学等の研究者・学生が自分の研究・

教育に関わる適切なリスク認知のための

施策 

 大学等の高等研究・教育機関での研

究・教育は多種多様なリスクを伴ってい

る。その中で、発火・爆発等の危険性が

高い化学物質や、毒性の高い化学物質、

放射線や放射性物質、レーザー光線、高

電圧の実験機器、高圧の実験機器などを

用いる場合には、それらのリスクは通常
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は認知される。一方で、有害危険性を有

していても少量しか使用されない化学物

質や、日常的に使用されているガラス機

器や電気機器などについては、十分な教

育・情報提供がなければ、リスクを伴う

事項から見逃されることが予測される。 

 過去の東京大学における研究・教育に

関わる事故事例を見ても、ガラス機器使

用中の機器が破損したことによる切創・

刺創、180℃前後の高温加熱器の使用に関

わる発火・発煙、1ml 未満のフェノール

やクロロホルムを用いた DNA 抽出処理

中の化学物質の飛散による眼や顔の薬傷

などの事故が複数発生している。これら

の事例については、事前にその危険性（リ

スク）が十分に認識されていなかった可

能性が高い。 

 また、研究・教育に関わるリスクを認

知する際には、とかく実験中に発生しう

る有害危険性に関心が集中し、化学物質

の保管、実験の準備、および実験終了後

の化学物質や実験機器の廃棄等に関わる

リスクが見逃される可能性も小さくない。

事実、過去の東京大学における研究・教

育に関わる事故事例でも、実験終了後の

化学物質や実験機器の廃棄および廃棄物

の保管に関わる事故が多数発生しており、

例えば禁水性物質として慎重な取り扱い

が必要な金属ナトリウムや金属カリウム

などのアルカリ金属に関係する事故につ

いては、その約 40%が実験終了後に発生

している。 

 研究・教育におけるリスクアセスメン

トを行うことによる安全教育を実施する

場合、研究者・学生の各自が自分の研究・

教育に関わるリスクを漏れなく認知した

上でリスクアセスメントを実施すること

が求められるが、実際には上記のように、

自分の研究・教育に関わる全てのリスク

を洗い出すことは容易なことではない。 

 そこで、個々の研究者・学生が自分の

研究・教育に関わるリスクを可能な限り

漏れなく認知できるようにするためには、

以下の施策が必要になると判断する。 

１）正しく自分の研究・教育に関わるリ

スクを認知できるようにするための講義

形式の教育 

２）正しく自分の研究・教育に関わるリ

スクを認知できるようにするための e-ラ

ーニング形式の教育 

３）自分の研究・教育に関わる過去の事

故事例の活用 

４）自分の研究・教育に関わるリスクの

洗い出しをサポートするツールの開発 

 このうち「講義形式の教育」では、講

義時間が限られるため、個々の研究・教

育に関わるリスクの全てについて講義す

ることは不可能である。従って、「講義形

式の教育」においては、① リスクアセス

メントを実施することの意義、② リスク

アセスメントを実施するうえでの基本事

項、③ 個々の研究・教育に関わるリスク

を洗い出す上での留意点について、具体

的な事例を示しながら総論的な内容を学

習する場として位置付けることが適切と

考える。 

 「e-ラーニング形式の教育」では、「講

義形式の教育」に比べ、より個々の研究・
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教育に合わせた学習が可能になる。しか

し、１つの e-ラーニング教材を作成する

のには相応の時間が必要であり、多種多

様な大学等の高等研究・教育機関での研

究・教育において、全ての研究・教育に

対応した e-ラーニング教材を作成するこ

とには、膨大な時間と労力が必要になる。

かつ、1 つの e-ラーニング教材の受講時

間はやはり数十分程度に限られるため、

その中で 1 つの研究・教育に関わるリス

クを全て指摘することは困難である。ま

た、大学等の高等研究・教育機関での研

究では、それまでにない新たな研究形態

が日常的に組まれており、その新規な研

究形態までも e-ラーニング教材で対応す

ることは不可能と言える。従って、「e-ラ

ーニング形式の教育」で対応できる範囲

は、大学等の高等研究・教育機関で広く

実施されている実験におけるリスクに関

する教育、および大学等の高等研究・教

育機関で多く使用されている実験機器

（高圧ガスボンベ、ヒュームフード、高

温加熱器、遠心分離機、オートクレーブ

装置など）のリスクに関する教育などに

重点をしぼり教材を作成していくことが

現実的であると考える。 

 「過去の事故事例の活用」は、個々の

研究者・学生が自分の研究・教育に関わ

る過去の事故事例を知ることにより、よ

り具体的にどの様な時点や状況において

トラブルが発生しているかを知ることが

でき、自分の研究・教育に関わるリスク

を洗い出す上で大いに有効な学習資料と

なることが期待できる。しかし、多数あ

る「過去の事故事例」の中から自分の研

究・教育に関わる過去の事故事例を適切

に個々の研究者・学生が選び出すことが

できるかという点が課題として挙げられ

る。このためには「過去の事故事例」の

データベースから個々の研究・教育に関

わる事故事例を的確に検索するためのキ

ーワード設定の工夫や、いわゆる「あい

まい検索機能」の装備が求められる。ま

た、「過去の事故事例」のみから、個々の

研究者・学生が自分の研究・教育に関わ

る全てのリスクを洗い出すことができと

は考え難い。なぜならば、過去にトラブ

ルが発生していなくても事故につながる

事象が研究・教育の中に存在する可能性

は決して小さくないからである。よって、

「過去の事故事例の活用」は研究者・学

生が自分の研究・教育に関わるリスクを

認知するうえでの、あくまで補助的情報

の提供に留まるものと言える。 

 「リスクの洗い出しをサポートするツ

ールの活用」については、具体的に個々

の研究者・学生が自分の研究・教育に関

わるそれぞれの過程（化学実験の反応過

程、圧縮実験の操作、実験動物の取り扱

い、DNA の抽出等）、使用する化学物質

や材料、使用する機器・実験装置を web

画面上から入力すると、個々の事項に関

する危険有害事象（リスク）を表示する

ソフトウェアの活用を意味している。現

時点で、この湯女機能を備えたソフトウ

ェアは存在しておらず、新たな開発が必

要であり、すでに我々はその開発に着手

している。個々の過程、物質・材料、機
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器・装置のリスクを可能な限り漏れなく

表示するために、このソフトウェアは、

過去の事故事例や文献、および物理・化

学的な論理に基づいて作成した膨大なデ

ータベースを作成する必要があり、さら

に入力された用語に対して幅広く的確に

対応するための関連語検索機能を備える

ことが望まれる。しかしながら、大学等

の高等研究・教育機関での多種多様な研

究・教育における的確なリスクアセスメ

ントを進めていくうえで、このような支

援ツールは不可欠なものと考えられ、そ

のソフトウェアを肺渇する意義は大きい。

勿論、いかに膨大なデータベースを備え

たとしても、従来にない新規の実験装置

や実験操作、新規化学物質のリスクまで

を、この支援ツールで対応することは不

可能であり、支援ツールにも限界はある。 

 以上、個々の研究者・学生が自分の研

究・教育に関わるリスクを適切に認知で

きるようにするための施策について検討

したが、いずれも制約を伴っており、つ

まるところ適切なリスク認知は個々の研

究者・学生のリスクに関する感性（セン

ス）に頼らざるを得ないこととなる。そ

の意味からは、具体的な研究・教育に関

わるリスクの教育・情報提供のみならず、

いかにリスクに関する感性（センス）を

高める教育を構築していくかという課題

が、研究者・学生が自分の研究・教育に

関わるリスクを適切に認知できるように

するためには極めて重要な意義を持つも

のと考える。 

 

４．研究者・学生が適切なリスクアセス

メントを実施し対応策を考えるための施

策に関する検討 

 研究者・学生が自分の研究・教育に関

わるリスクを適切に認知できたとしても、

そのリスクを過小に評価したり、そのリ

スクに対する適切な対応策を考えること

ができなければ、リスク認知したとして

も意味をなさない。 

 リスクの大きさの評価は、「その事象が

発生した時の最悪の場合」を想定するこ

とを基本に行う必要がある。例えば、発

火性物質が発火した場合には周囲の引火

物質に着火し火災が広がった場合や衣服

に着火した場合など、バイオ系研究室で

少量のフェノールが飛散した場合には眼

に入り失明する場合などを想定する。そ

の上で、発火性物質を使用する場合には

周囲に引火性物質を置かない、少量のフ

ェノールを使用する場合でも保護メガネ

を装着するなど、対応策が考えられるこ

とになる。 

 このようなリスクの大きさの評価にも、

「その事象が発生した時の最悪の場合」

を想定できるような教育・情報提供が必

要である。上記の「講義形式の教育」、「e-

ラーニング形式の教育」でも、「最悪の場

合」を想定できるような教育の内容が必

要になる。また、「リスクの洗い出しをサ

ポートするツール」にも、個々のリスク

への評価・対応策について、「最悪の場合」

を想定できる情報提供を盛り込む必要が

ある。その上で、個々の研究者・学生が

洗い出したリスクについて「その事象が
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発生した時の最悪の場合」を想定できる

ようなイマジネーションを醸成できる教

育内容の検討が不可欠であると考える。 

 

５．研究者・学生が実施したリスクアセ

スメントの評価について 

 個々の研究者・学生が自分の研究・教

育に関わるリスクについて実施したリス

クアセスメントが適切であるか否かを評

価し、不足点を指摘しさらに修正を行わ

せることは、安全確保とともに安全教育

という観点からも極めて重要な意義を持

つ。従って、各部局・部門・研究室に個々

の研究者・学生が実施したリスクアセス

メントの結果を適切に評価できる者が存

在する必要がある。 

 これまで訪問調査した大学のうち、英

国の Cambridge 大学、Imperial Collage 

of London、Brighton 大学と Singapore

国立大学では、研究室責任者（教授・准

教授）が各研究室での研究者・学生のリ

スクアセスメントの結果の評価・指導を

行っていた。一方で、英国の Surrey 大学

と London South Bank 大学では、研究室

補助者（technician）が研究者・学生の

リスクアセスメントの結果の評価・指導

を行っていた（英国の大学の研究室補助

者（technician）は、日本の大学の時術

職員とは異なり、研究室の管理と研究の

実施に対し大きな権限を有している）。 

 日本の大学等の高等研究・教育機関で

個々の研究者・学生が研究・教育に関わ

るリスクアセスメントを実施した場合、

その評価・指導は研究室責任者（教授・

准教授）が行うことになる可能性が高い。

しかし、日本の大学等の高等研究・教育

機関の現状から観て、全ての研究室責任

者（教授・准教授）が自分の研究室で実

施されたリスクアセスメントの評価・指

導を的確に行えるか否かについては、大

きな疑問がある。従って、次に述べるリ

スクアセスメントの評価者のトレーニン

グが重要な意味を持つことになる。 

  

６．リスクアセスメントの評価者のトレ

ーニングに関する検討 

 従来、大学等の高等研究・教育機関の

研究室責任者（教授・准教授）は安全管

理については専門的な知識を有していな

い場合が多く、その様な人達に自分の研

究室の研究者・学生が実施したリスクア

セスメントの評価・指導を委ねることは

決して容易なことではない。そのため、

研究室責任者（教授・准教授）にリスク

アセスメントの評価・指導を行わせるた

めには一定の訓練が必要になる。 

英国の大学ではリスクアセスメントの評

価・指導について、Cambridge 大学と

Imperial Collage of London が 3 日間、

Brighton 大学が 2 日間の集中講習を研究

室責任者（教授・准教授）に対して実施

していた。また Singapore 国立大学でも

4 日間の集中講習を研究室責任者（教授・

准教授）に対して実施していた。 

 集中講義の内容については、現在調査

を進めているところであるが、Brighton

大学ではリスクアセスメントの行い方、

リスクの評価方法、リスクへの対応策に
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ついて概要を講義したうえで、研究室の

教育・研究に関わるリスクの具体例やリ

スクへの対応策の具体例等を講義してい

た。Singapore 国立大学では、ほぼ上記

と同様の内容の講義に加え、実際のリス

クアセスメントを研究室責任者（教授・

准教授）に行っていただき、それをイン

ストラクターが評価・指導するという形

で講習を実施していた。 

 さらに、どの大学でも部局（学部・研

究科・研究所・研究センター等）の安全

管理者が年に数回、各研究室のリスクア

セスメントの内容を観て、修正すべき点

などを指導することにより、リスクアセ

スメントの評価・指導の向上に努めてい

た。 

 研究室責任者（教授・准教授）の本来

の業務は、自分の研究室の研究プロジェ

クトを進め、かつ学生に学術的な指導を

行うことにあるため、実際には 2 日間~3

日間の集中講習に参加していただくこと

も容易とは言えない。しかし、研究室責

任者（教授・准教授）に自分の研究室の

研究者・学生が実施したリスクアセスメ

ントの評価・指導を委ねる以上は、必要

最低限の知識と理解を持っていただく必

要があり、上記のような集中講習が不可

欠なものと考える。今後は、どのように

より優れた内容の集中講習を行っていく

のかについて検討していく必要があるも

のと考える。 

 

７．大学等の安全衛生管理部門が各研究

室のリスクアセスメントの実施と評価の

状況を把握する方法について 

 大学等の高等研究・教育機関の規模が

大きくなればなるほど、各研究室でリス

クアセスメントが実際にどのように行わ

れ、どの様な評価・指導がなされている

のかを把握することが難しくなる。 

 これまで訪問調査を行った大学ではい

ずれも、上述の通り、部局（学部・研究

科・研究所・研究センター等）の安全管

理者が年に数回、各研究室のリスクアセ

スメントの内容を観て、修正すべき点な

どを指導することにより、各研究室での

リスクアセスメントの質の向上をはかる

とともに、各研究室のリスクアセスメン

トの実施状況を把握していた。これらの

各部局の安全管理者がチェックした情報

を大学等の安全衛生管理部門に集約する

ことで、大学等の高等研究・教育機関全

体の研究・教育に関わるリスクアセスメ

ントの実施状況を把握することが可能に

なる。その上で、大学等の高等研究・教

育機関全体のリスクアセスメントの改善

すべき点や、追加すべき点などを検討す

ることにより、より質の高いリスクアセ

スメントの実施が大学等の高等研究・教

育機関全体として可能になるものと考え

る。 

 

８．まとめ 

 以上、平成 25 年度は平成 24 年度の英

国の 5 大学の訪問調査の結果を踏まえ、

研究・教育のためのリスクアセスメント

を通した安全教育を日本の大学等の高等

研究・教育機関に導入するための具体的
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な課題について検討を進めた。その中で

も最も大きな検討点は、いかに研究者・

学生が自らの研究・教育におけるリスク

を認知できるための教育・情報提供を行

っていくか、そして研究者・学生が実施

したリスクアセスメントの結果を評価・

指導するために 研究室責任者（教授・

准教授）を訓練していくかという点であ

る。この 2 つの課題は、リスクアセスメ

ントが有効に安全確保の向上と安全教育

の手段として機能するかを左右する重要

な課題であり、今後はこの点に特に焦点

を当てて検討を進めていく予定である。 
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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

大学等における安全教育研究及び実践の現状 
−文献調査及び関連団体の動向— 

 
研究代表者 東京大学 環境安全本部 教授 大久保靖司   

研究要旨： 

平成２４年度に海外文献を PubMed、Web of Science を用いて調査した結果、安全

教育の手法が 4 つに累計されることが示された。本年度は日本における大学の安全教

育に関する研究等の現状を調査することとし、加えて大学の安全管理に関係する団体

における大学の安全教育についての動向も調査した。文献調査においては、J-stage 及

び CiNii を用いて、「大学」および「安全教育」をキーワードとして検索を行い 40 編

が抽出されたが、安全教育の手法や安全教育のプログラムについて網羅的に検討して

いるものはなく、また、安全感度の向上、リスクの認知、リスクマネジメントを検討

することを目的とした研究報告はなかった。関連団体の動向については、国立大学協

会及び国立の大学安全衛生連絡協議会の動向について調査を行った。国立大学協会に

は安全衛生に関する部会はないが、平成 25 年度に教育・研究委員会の下部に位置づけ

られる「安全教育に関するワーキンググループ」が設置され、大学のカリキュラムの

中に安全教育に関する科目が含まれていることが確認され、これを受けて、来年度以

降は安全教育のための標準テキストの検討を行うことを予定していた。国立七大学安

全衛生連絡協議会では、事故災害情報の共有、安全衛生管理活動に関する情報交換や

教育資料の共有などが行われており、安全教育の教材の共有化、共同開発等が行われ

ていた。文献検索の結果、日本における安全教育プログラム開発の先行研究は殆ど無

いことが明らかとなった。その一方で、安全教育資料の共有化、共同開発、標準化の

動きは実務レベルで進められてきていることが明らかとなった。 

 
研究協力者 
なし 
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A.研究の背景と目的 

 平成２４年度に海外文献を PubMed、

Web of Science を用いて調査した結果、

安全教育の手法として、講義形式、グル

ープワーク、ブロジェクト型、混合型の 4

つについて検討がされていたことが明ら

かとなった。 

 講義形式の安全教育有効性については、

知識の系統的理解には有効であるが、技

術・スキルの習得において有効ではない

とする報告がされていた。グループワー

クに関しては安全教育として有効である

と報告されており、特に、学生が相互に

影響をおよぼすことにより意欲の亢進や

学習効果が高まること、構造的理解が促

進されていた。プロジェクト型安全教育

は、問題解決能力の取得や協調性の育成

に有効とされていた。一方、プロジェク

ト型の教育では教員による学生の支援が

必要など運営の負担が大きいことが課題

とされていた。教育テーマが大規模災害、

危機管理等の場合は、複合型として異な

る分野を専攻する学生を対象に講義、グ

ループワーク更には実地研修を組み合わ

せたプログラムも提案されていた。複合

型では、各自の専門の拡充と協調性が向

上し、多元的検討が進められるようにな

るとされていた。目的によって適した教

育手法が異なることから安全に強い人材

の育成のためには、受講する学生の能力、

目的に合わせて、講義形式、グループワ

ーク、プロジェクト型等の教育手法を組

み合わせたプログラムを企画する必要性

を指摘した。 

 平成２５年度は日本における大学の安

全教育に関する研究等の現状を調査する

こととした。また、大学の安全管理に関

係する団体において安全教育の重要性が

認識されるに至っていることからこれら

の団体における大学の安全教育について

の動向も調査し、これらの現状を明らか

にすることとした。 

  

Ｂ.方法 

 文献調査においては、和文雑誌の大学に

おける安全教育に関する報告の現状を調

査するために、J-stage 及び CiNii をデー

タベースとして用いて、「大学」および「安

全教育」をキーワードとして検索を行っ

た。検索の結果得られた文献の内容から

今研究に関連しないものを除外して本研

究の対象となる文献のみを抽出した。  

 関連団体の動向については、国立大学

協会及び国立の大学安全衛生連絡協議会

の動向についてホームページ及びこれら

の団体にて安全教育の検討に関わってい

る者に聞き取り調査を行った。 

 

Ｃ.結果 

文献調査  

文献調査では大学および安全教育をキ

ーワードで検索を行い、タイトルより明

らかに本研究と関係がないと判断される

ものを除外した 175 編について抄録を確
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認した。本研究の主目的ではない防火防

災や小中学校の安全．犯罪防止について

の研究報告は除外した。 

最終的に 40 編が本調査と関係がある

と判断した。しかし、これらの文献にお

いても安全教育の手法や安全教育のプロ

グラムについて網羅的に検討しているも

のはなく、大きく分けて 5 つの分野に分

けられた。（1）安全教育活動の報告、（2）

安全教育教材やツールの開発、（3）諸外

国の動向、（4）安全に関する事例検討、（5）

安全教育に関する総説であった。  

安全教育活動の報告には 12 編が、安全

教育教材やツールの開発には 9 篇が、諸

外国の動向には 7 編が、安全に関する事

例検討には 4 編が、そして安全教育に関

する総説には 8 編が分類された。 

これらの文献における安全教育の対象

となるものは化学実験、理科教育、機械

工学の安全教育が主なものであり、いわ

ゆる安全感度の向上、リスクの認知、リ

スクマネジメントを主たるテーマとする

研究報告は見当たらなかった。 

 

関連団体の動向 

国立大学協会 

 国立大学協会には安全衛生に関する部

会はない。しかし、平成 25 年度に協会に

安全衛生について検討するワーキングが

設置されることとなった。これは教育・

研究委員会の下部に位置づけられる「安

全教育に関するワーキンググループ」で

ある。 

 このワーキングは、大学における安全

衛生の基礎となるものは安全教育と考え

られたため、大学の安全を確保するため

の安全教育を検討することを目的として

いる。そのため、安全教育であっても本

研究での安全講習に該当するものを対象

としている。しかし、安全講習と安全教

育は関連、重複するところも多く、結果

として安全に強い人材の育成にも寄与す

ることが期待されるものである。 

 ワーキングは熊本大学学長を座長とし

て、学長及び大学において安全衛生に関

わる教員で構成されている。 

 平成 25 年度は大学のカリキュラムの

中における安全教育に関する科目の調査

をワーキングメンバーの大学に対して行

うことと海外の大学における安全教育の

現状の調査を行うこととしており、その

結果、大学の中にシステマティックでは

ないが安全に関する教育科目は含まれて

いることが確認された。しかし、大学を

横断的に見た場合は安全教育としてシス

テム的にほぼ満たされるが、各大学にお

ける科目は限定的であり共通点は少ない

ことがわかった。 

 これを受けて、来年度以降は安全教育

のための標準テキストの検討を行うこと

を予定している。  

 

国立七大学安全衛生連絡協議 

 平成16年4月の国立大学の法人化が行
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われたが、大学間での安全に関する情報

共有の機会がないことから、七大学（北

海道大学、東北大学、東京大学、名古屋

大学、京都大学、大阪大学、九州大学）

の副学長会議の決定を受けて安全衛生担

当者を対象とする国立七大学安全衛生連

絡協議会が平成 19 年 5 月に開催され、現

在まで年 2 回開催されている。協議会で

は、事故災害情報の共有、安全衛生管理

活動に関する情報交換や教育資料の共有

などが行われている。また、平成 20 年度

より全国を 7 つのブロックに分けてブロ

ックごとに国立大学法人を中心に安全衛

生に関する情報交換のための研究会・協

議会が開催されている。 

 これらの協議会を通じて、安全衛生管

理の実務の向上が進められ、担当者の意

識向上やスキルアップのための研修だけ

でなく、新任の担当者の教育研修も目的

の一つに含められるようになった。 

 この協議会では安全教育の教材の共有

化も進められており、また各大学で行わ

れている安全講習、安全教育についても

意見交換や教育資料の共有化、教育用の

ビデオの作成等が行われている。 

 さらに、これらの活動や作成されたツ

ール等は国立七大学だけでなく、全国を 7

つのブロックに分けてブロックごとに国

立大学法人を中心に安全衛生に関する情

報交換のために設立されている研究会・

協議会を通じて全国で共有するための準

備が進められている。 

 

Ｄ.考察 

 安全教育が大学の安全の確保また社会

に役立つ人材の育成に影響することは疑

いの余地はない。 

 しかし、日本において大学の安全教育

プログラムについての検討、また教育手

法についての検討を行った研究は少なく、

本研究の主題である大学における安全教

育プログラムの開発に参考となる先行研

究は得られなかった。その一方で、大学

における安全教育の試料やツールの開発

の必要性は認められており、実務のレベ

ルでの情報の共有や共同開発は進められ

てきている。 

 特に大学における安全な活動を確保す

るための安全教育（安全講習）について

は、標準化の動きもあり、これの推進に

よって大学の安全管理の向上は期待でき

る。 

 

Ｅ.結論 

 文献検索の結果、日本における安全教

育プログラム開発の先行研究は殆ど無い

ことが明らかとなった。 

 その一方で、安全教育資料の共有化、

共同開発、標準化の動きは実務レベルで

進められてきていた。 

 

F.研究発表 

大久保靖司,黒田玲子,山本健也,梅景正. 

大学における安全教育の有効性に関する
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文献的研究. 日本産業衛生学会, 岡

山,2014 

・大久保靖司. 化学物質の健康リスク教

育. 日本予防医学リスクマネジメント学

会, 東京, 招待講演 (2014). 
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別紙 文献検索結果一覧 

安全教育活動の報告 

1. 京都工芸繊維大学における環境安全教育と環境安全教育デーの取組み 山田 悦,

布施 泰朗,柄谷 肇 環境と安全, 4(3), 2013 

2. 国立高等専門学校における防災･安全教育を重視した原子力教育の現状 (人材問

題特集 原子力人材育成の現状と課題) 佐東 信司 Atomoσ : journal of the 

Atomic Energy Society of Japan, 55(5), 2013-05 

3. 高等専門学校における環境安全教育の現状 : 化学薬品を使用する現場での安全

教育と廃液・廃棄物への対応 荻野 和夫, 片岡 裕一, 川越 みゆき 環境と安全, 

4(1), 2013 

4. 高等専門学校における環境安全教育の現状:– 化学薬品を使用する現場での安全

教育と廃液・廃棄物への対応 – 荻野 和夫, 片岡 裕一, 川越 みゆき, 雑賀 章浩, 

星井 進介 環境と安全, 4(1), 2013 

5. 大学の環境・安全の向上に向けた産学の交流と必要に応じた連携の提案 瀬田 重

敏 安全工学, 52(3), 2013 

6. 大学生の自動車整備における安全作業の認識度と整備技術 中島 守, 川村 貴裕, 

平野 博敏, 小野 秀文, 吉田 昌央 工学教育, 59(4), 2011-07-20 

7. ヒューマンエラー防止対策としての安全教育 広兼 道幸, 小西 日出幸 土木學會

誌, 96(3), 2011-03-15 

8. 東京工業大学・化学系専攻における安全教育 岡本 昌樹 Catalyst, 52(1), 

2010-01-15 

9. 野外活動における安全教育の試み(1) 粥川 道子, 杉岡 品子 北翔大学北方圏生

涯スポーツ研究センター年報, 12010 

10. 東京工業大学における安全管理と環境安全教育 日野出 洋文, 岡本 昌樹 安

全工学, 47(6), 2008-12-15 

11. 工学系高等教育機関での安全管理と安全教育 飯野 弘之 工学教育, 55(2), 

2007-03-20 

12. 東京工業大学における COE 化学・環境安全教育(講座:化学実験での事故防止の

ために-いくつかの事故例と安全教育 3) 友岡 克彦 化学と教育, 53(8), 

2005-08-20 

 

安全教育教材、ツールの開発 
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13. 青年期における安全教育の課題 : 自己理解のための教育的アプローチと教材

開発 小川 和久 北工業大学紀要. 2, 人文社会科学編, (33), 2013-03 

14. 事故シミュレータによる実体験を導入した機械工作実習での安全教育 中澤 

剛, 金井 三十男, 川島 俊美, 松原 雅昭 工学教育, 59(1), 2011-01-20 

15. 大学の学生実験における作業評価基準と作業工程との関連性に関する統計学

的解析 主原 愛, 大島 義人 環境と安全, 2(2), 2011 

16. 学校教員養成課程の化学学生実験における安全教育の開発および実践 西山 

桂, 高須 佳奈 島根大学教育学部紀要. 教育科学・人文・社会科学・自然科学, 

442010-12-24 

17. e-ラーニング教材により講義と連携させた実習安全教育 中澤 剛, 松原 雅昭, 

三田 純義, 斉藤 勝男 設計工学, 45(4), 2010-04-05 

18. 機械工作での安全教育におけるeラーニング教材の開発 中澤 剛, 三田 純義, 

松原 雅昭, 高島 武雄, 田中 好一, 伊澤 悟, 川村 壮司 工学教育, 57(6), 

2009-11-20 

19. 大学生を対象とした理科実験用安全教材の行動階層モデルに基づく分析 行場 

絵里奈, 岩崎 信 日本教育工学会論文誌, 31(0), 2008-02-10 

20. 東北大学自然科学総合実験向けの安全教育デジタル教材に関するアンケート

調査結果の分析と考察 行場 絵里奈, 陳 輝, 小林 弥生, 岩崎 信 教育情報学研

究, 52007-03 

21. 大学生のための理科実験用安全教育デジタル教材の開発 小林 弥生, 陳 輝, 

行場 絵里奈, 岩崎 信 東北大学高等教育開発推進センター紀要, (2), 2007 

 

諸外国の動向 

22. リスクコミュニケーションに関する学校教育の必要性 刈間 理介 安全教育学

研究, 6(1), 2006 

23. スウェーデン王国における学校安全の取り組み ― ストックホルム市および

ダンデリード市の学校を訪問して ― 豊沢 純子, 藤田 大輔 学校危機とメンタ

ルケア, 42012-03-31 

24. 米国の大学の教育・研究における安全教育 刈間 理介 安全工学, 47(6), 

2008-12-15 

25. The concept of organizational safety culture and the consideration into 

the course of action of safety education in schools for the contribution to 
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the promotion of the culture 刈間 理介, 井上 隆康 The Japanese Journal of 

Safety Education, 7(1), 2007 

26. 化学プロセスの技術者安全教育に関する米国の現状 和田 有司, 新井 充 安

全工学, 42(4), 2003-08-15 

27. 化学プロセスの技術者安全教育に関する欧州の現状 若倉 正英, 高木 伸夫, 

田村 昌三 安全工学, 42(4), 2003-08-15 

28. アメリカにおける学校安全教育 沢田 孝二 山梨学院短期大学研究紀要, 

131992 

 

安全に関する事例検討 

29. 危険予知訓練シートの調査から読み取る大学生の危険意識の傾向 : 理科(化

学・地学)の場合 延原 尊美 静岡大学教育実践総合センター紀要, 142007 

30. 化学実験で起こる事故と対処法 : 大学学部学生実験の場合(講座:化学実験で

の事故防止のために-いくつかの事故例と安全教育 4) 中森 建夫 化学と教育, 

53(9), 2005-09-20 

31. 身近に見聞きした事故と"危ない体験"(講座:化学実験での事故防止のために-

いくつかの事故例と安全教育 2) 川泉 文男 化学と教育, 53(7), 2005-07-20 

32. 『実験マニュアル』依存主義からの脱却(講座:化学実験での事故防止のために

-いくつかの事故例と安全教育 1) 川泉 文男 化学と教育, 53(6), 2005-06-20 

 

安全教育に関する総説 

33. <論考>環境安全教育の一層の充実を 中田 真一, Na秋田大学教養基礎教育研究

年報, 32001-03-31 

34. 大学における化学安全教育 (安全を考える化学<特集>) 田村 昌三 化学と工

業, 44(3), 1991-03 

35. 安全教育情報システムの設計と建築その1 : 安全教育における見直しの視点と

その例 飯塚 健, 木暮 正雄, 久保 信行, 長井 正夫 群馬大学教育実践研究, 

71990 

36. 電気に関する安全教育の研究 III 田中 啓勝, 久保 武豊, 加藤 栄一 三重大

学教育学部研究紀要. 教育科学, 381987 

37. 化学の安全教育と標識(周期律) 吉田 俊久, 下沢 隆 化学教育, 34(6), 

1986-12-20 
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38. 電気に関する安全教育の研究 (II) 田中 啓勝 三重大学教育学部研究紀要. 

教育科学, 371986 

39. 電気に関する安全教育の研究 田中 啓勝, 堀場 義平, 岩間 和人 三重大学教

育学部研究紀要. 教育科学, 341983 

40. 安全教育に関する一考察 : 沼津教養部における車輛通学を中心に 中見 隆男, 
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大学等における学生の安全教育のためのガイドライン（案） 
 

Ⅰ 趣旨 

 安全に関する教育は、企業、特に製造業等の初期研修に含まれ、また継続的に行わ

れている。このことは、労働安全衛生法第 59 条及び第 60 条の２にも定められており

事業者がその義務として行っているものである。しかし、労働災害発生状況では、日

本の死亡災害及び休業 4 日以上の死傷災害の死傷者数は 2 万人を超えており、職場の

安全が確保されているとは言いがたい。また、大規模災害において安全上の不備や安

全の軽視が背景にあることが報道されることも少なくないことから、安全な社会の形

成とその背景にある安全文化が醸成されているとは言えない状況にある。 

 安全で安心な社会の形成のためには、社会の基盤整備が必要であるが、加えて社会

の構成員各人によるリスクの認知、リスクの適切な評価、リスクへの対応が不可欠で

ある。しかし、そのために必要な能力の習得は国民に対して体系的には行われていな

い。このことから、これらの能力の習得、育成において基礎となるべきものは学校教

育であると考えられる。特に、人材育成としての役割を持つ大学及び高等専門学校等

（以下、大学等）において安全に強い人材の育成を図ることが安全で安心な社会の形

成のために不可欠である。 

 そのため、本ガイドラインでは、安全に強い人材の育成における安全教育の実施に

あたり必要な情報を整理することで、安全教育の種類、実施体制、教育手法、プログ

ラム例、評価及び留意事項を示し、大学等における安全教育の実施の目安とするもの

である。 

 

Ⅱ 安全教育の種類 

 大学等において安全に強い人材の育成の観点で実施される安全教育は 3 つの方向性

として、①大学における安全な活動の実現、②専門職としての安全の知識技能の習得、

③社会人としてリスクの認知と対処のための基礎力の涵養がある。それぞれの目的は、

①研究業務や学生生活における安全な活動のための必要な知識の習得と手技の習得、

②製品設計等において法令等による要求の理解とそのための実技の習得、③リスクの

１．大学等における安全教育の種類

目的 対象となる範囲 教育内容例

大学における安全な活動 大学等における教育研究活動等

試薬や機器の取扱い講習、廃棄処理講
習、RI取り扱い講習会、雇い入れ時安
全衛生講習、学生実験ガイダンス等

専門職としての安全の知識技能の習得 製造物及び管理対象の設備制度等

工学分野における技術（者）倫理、安全
工学、信頼性工学、特定分野の安全技
術等

リスクの認知と対処のための基礎力の涵養 生活全般
横浜国大環境情報学府リスクマネジメ
ント専攻セイフティマネジメントコース等
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認知とそれへの対処の理解と実践力の習得である。 

 大学等において行われている各種の安全教育は目的によりこれらの種類に明確に分

割されるものではなく、いずれの方向性も含むものであるため、各種安全教育におい

ては、これらの方向性を含むことを考慮して企画することが望まれる。 

  

Ⅲ 安全教育実施の体制 

 安全教育の実施体制には、大学等における安全管理部門、環境管理部門、健康管理

部門だけでなく、化学、工学、生物学、土木・建築学、医学、機械工学、情報工学、

心理学、教育学等の背景を持つ教職員等による学際的な実施体制を構築することが望

ましい。また、体験学習等を含む場合は、十分にその体験学習の対象となる事象の分

野に精通した者による企画運営が不可欠であり、ノウハウ等を持つ外部の機関等を利

用することも考慮するべきである。 

 安全教育の実施だけでなく、可能ならば、プログラム修了後のフォローアップや自

発的な学習の支援の体制を整備しておくことは知識や安全意識の保持のためにまたこ

れらの向上のために不可欠であり、大学において研究室での On the Job Training

（OJT）を継続的に行うことで対応することが有効と考えられることから指導教員等

がこれらを行えるスキルの習得の機会を設けることが推奨される。 

 

Ⅳ 安全教育の教育手法 

 教育手法については、導入として①講義型、②グループワーク型、③プロジェクト

型、④実習・体験型及び⑤これらの複合型がある。また継続的な安全教育のための⑥

OJT がある。 

 １）講義型の特徴 

 講義型は、知識の系統的理解には有効であるとされるが、手技・スキル等の習得

では有効ではないとされる。また、知識が行動変容には結びつきにくいとされる。

また、理解の促進、学習意欲の促進には、「考えさせる」講義としてのクリティカ

ルシンキングや理解促進のための実演やマルチメディア教材の利用が有効とされ

る。 

 ２）グループワーク型の特徴 

 グループ型は、グループワークは少人数のチームを作り、各チームにテーマを与

えて情報の検索、ディスカッション等を短時間また短期間で行わせることにより理

解を深めようとするものであり、事例検討等もこれに含まれる。 

 グループワークは、グループ内の学生が相互に影響をおよぼすことにより学習意

欲の亢進や学習効果が高まることや協力作業によって知識の補完が行われること
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によって構造的理解が促進される。 

 ３）プロジェクト型の特徴 

 プロジェクト型安全教育は、個人又は小集団にテーマを与えて情報収集、分析、

評価、対策等の立案、可能なら対策の実施とその効果の評価の一連又はその一部を

教員の指導の下で学生に行わせるものである。 

 プロジェクト型については、問題解決能力の取得に有効であり、能動的な学習で

あることから、学習意欲が促進される。また、副次的な効果としてブレインストー

ミングの習得や協調性の育成に有効である。一方、プロジェクト型の教育には指導

側の準備の負担が大きい。 

 ４）実習・体験型の特徴 

 実習・体験型は、学生自らに作業や操作を行わせる学生実験や模擬事故体験など

を用いて、操作等の手技の習得、リスクの理解及び事故災害時のパニックを防止す

ることを目的とするものである。防災訓練にて行われる模擬研修等もこれに含まれ

る。 

 実習・体験型は、受講者に強い印象を与えることから、記憶に残りやすくまた自

らが操作することから他の教育手法では習得が困難な手技等の習得が可能なもの

である。一方、実習・体験型は指導側の準備の負担が大きく、準備が不十分な場合

は事故災害を引き起こす可能性もあるため慎重に準備する必要があり、十分な知識

経験がある者が企画運営する必要がある。 

 5）複合型の特徴 

 複合型は、１）から４）の教育手法を組み合わせたものであり、特にテーマが大

規模災害、危機管理等の場合は、講義、グループワークや体験学習を組み合わせた

プログラム等が行われる。複合型では、安全だけでなく経済、行政、心理、経営、

プロセス技術等の面から課題を検討することを目指素ことが多く、可能ならばグル

ープ編成では専攻する分野が異なる者で構成されるように配置することが望まし

い。 

 複合型では、その効果として多元的検討が進められるようになるとともに、協力

体制の構築に有効であり、学外の組織や施設を利用することなどによって学生の安

全への態度、自己の認知に良い効果が得られるとされる。 

 ６）OJT の特徴 

 OJT の特徴は実際に行う作業についての教育を現場で行うことにより、より具体

的かつ実践的なスキルを習得できること、また繰り返し行うことで確実なスキルの

習得が期待できることにある。ただし、原則として指導者とマンツーマンで行うも

のであることからルールや操作手順等の暗記に留まる可能性があることより、問題
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解決能力の育成と組み合わせること、また実際に行う作業以外については OJT は

行い難いことから知識、スキルの偏りが起きる可能性があることより系統的な教育

との組合せが求められる。 

 指導者側の負担が大きいこと、指導のスキルの影響が大きいことから、指導者へ

の教育も整備しておくことが望ましい。 

 

 

Ⅴ 安全教育プログラム 

 １）安全教育プログラムの企画 

 安全教育の企画においては、その主な目的が、①大学における安全な活動の実現、

②専門職としての安全の知識技能の習得、③社会人としてリスクの認知と対処のた

めの基礎力の涵養のいずれであるかを決めることが必要である。また、教育の対象

となるものと到達目標を明らかにする必要がある。 

 この企画においては、大学卒業後の学生の進路を考慮にいれる必要がある。大学

卒業後の進路は広範であり、在学中に学んだ分野以外への就職も稀ではない、その

ため、在学中の分野にだけに特化した安全教育では十分とはいえない。また在学中

に学んだ分野への就職ではプロフェショナルとして活動することが求められるた

め、より専門的な領域までを含めた安全教育が求められる。 

 例）実験室における化学薬品の適正な管理 

   ・試薬の危険有害性の基本的な知識を習得する。 

   ・試薬の保管方法及び使用の記録方法を理解する。 

   ・試薬を安全に取り扱える。 

   ・廃液、廃試薬の廃棄手続きを理解する。 

 ２）対象の選定 

２．教育手法とその特徴

種別 利点 課題点 備考

講義型 知識の系統的理解に有効
技術やスキルの習得が難しい
行動変容に結びつけにくい

クリティカルシンキング
や実演等により理解の
促進が図れる

グループワーク型 知識の構造的理解の促進に有効
学習意欲の促進

コーディネーターが必要となる
技術やスキルの習得が難しい

プロジェクト型 問題解決能力の習得に有効
学習意欲の促進

指導側の負担が大きい
習得される知識が偏る

講義型との複合が望ま
しい

実習・体験型
技術やスキルの習得に有効
学習意欲の促進

施設設備が必要
事前の準備の負担が大きい
習得される知識が偏る

OJT型

実際の活動に適合したスキルの
習得に有効
研究分野に特化した知識、スキル
の習得に有効
継続的な教育が行える

教員等の指導者の負担が大きい
実際に行う作業以外の知識やス
キルの習得は難しい
問題解決能力の育成は難しい

系統的な知識の習得や
プロジェクト型の教育と
組み合わせることが望ま
しい。
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 教育対象が、新入生、学部生、大学院生等でその基礎知識やスキル等が異なる。

また、カリキュラム全体との関連を考慮することで学生の学習意欲の促進や学習効

果の向上が期待できる。 

 ３）教育手法の選定 

 教育の対象と到達目標に合わせて、教育手法を選定する。ただし、到達目標等に

関わらず学生が参加できるグループワーク型、実習・体験型を組み込むことは理解

の促進、教育効果の向上のために推奨される。 

 ４）安全教育プログラムの作成 

 安全教育プログラムの標準となるものは現時点では無いため、プログラムの作成

においては、自主参加型のゼミナール等よりも単位取得できる科目として設定する

ほうが学生の学習意欲は高くなるので望ましい。 

 また専攻分野にかかわらず全員が必修とするべき基礎的な教育と専門的な教育

及び応用的な教育の部分に分けて受講できるように作成することが望ましい。基礎

的な教育は必修とすることが望ましいものであり、さらに学生の専攻によって選択

科目として専門的な教育や応用的な教育を履修できるようにできると体系的かつ

専攻分野で求められるスキル等の習得が効率的である。 

 知識の系統的な習得とスキルの習得を行うことと意識変容及び行動変容までを

誘導するためにはそれぞれ系統講義、実習・体験学習、グループワークなどの組合

せを考慮するべきである。特に問題解決力の習得のためのプロジェクト型の教育を

行う場合は、プログラムのはじめにテーマの提示やプログラム中の指導体制の整備

を行っておく必要がある。 

 プログラムの構成においては、①安全の原則の理解、②リスクマネジメント、法

令、評価方法等の共通となる知識、スキルの習得、③化学物質、電気、機械、健康、

人間工学等の専門的であるが基礎的な知識やスキルの習得、④産業別や専門分野別

等の専門的応用的な知識やスキルの習得、の階層構造を取ることで体系的かつ専門

的な教育プログラムとすることができる。 

 

Ⅵ 安全教育の評価 

 安全教育の効果を評価し、安全教育プログラムの質の向上を諮る必要がある。教育

効果は、次の段階に分けられる。 

 短期効果 

  ・知識の習得（アウトカム）：試験による評価等 

  ・手技の習得（アウトカム）：試験又は実習時の観察による評価等 

  ・安全意識の向上（アウトカム）：アンケートによる評価等 
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  ・受講率（プロセス）：出席簿やアンケートによる評価等 

  ・教育のわかりやすさ（プロセス）：アンケートによる評価等 

 長期効果 

  ・習得した知識の保持（アウトカム）：一定期間後の試験又はアンケートに 

                   よる評価等 

  ・習得した手技の習得（アウトカム）：実験・実習時の観察による評価等 

  ・安全への行動変容（アウトカム）：実験・実習時の観察による評価等 

  ・安全への関心の保持（アウトカム）：アンケートによる評価等 

  ・組織の安全への指向・安全文化（アウトカム）：安全統計、事故災害統計 

                   アンケート調査による評価等 

  ・受講志望者数（プロセス）：コースの志望者数、履修届による評価等 

 

Ⅶ 安全教育プログラム例 

（未定 平成２６年度作成予定） 
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